
庁 議 案 件  Ｎｏ．２   

平成２７年 １月２１日  

所管 健康福祉局 障害福祉部   

  

件  名 第 4次堺市障害者長期計画（案）及び第 4期堺市障害福祉計画（案）の策定について 

経過・現状 

 

政 策 課 題 

【計画の位置付け】 

○第 4次堺市障害者長期計画（平成 27年度～平成 35年度） 

 障害者基本法第 11 条に基づき、障害者施策を推進するにあたっての基本理念及び

基本方針等を定めたもので、今後の障害者福祉に関わる行政運営の指針となる計画 

○第 4期堺市障害福祉計画（平成 27年度～平成 29年度） 

障害者総合支援法第 88 条に基づき、障害者が自立した日常生活や社会生活を送る

ことができるように、取組みの成果目標や障害福祉サービス・地域生活支援事業等

の提供に係る見込量、体制確保のための方策等を定める計画 

【経過】 

○学識経験者、関係団体、障害当事者等から構成される「堺市障害者施策推進協議会」

において検討（平成 25年 7月～平成 26年 12月、全 25回） 

【現状と課題】 

○障害者の高齢化、重度化 

○サービス対象者、ニーズの多様化（高次脳機能障害者、発達障害者等への支援） 

○家族の高齢化（家族介護力の低下） 

○地域で障害者を支える基盤の整備・強化 など 

対 応 方 針 

 

今後の取組 

（案） 

≪第 4次堺市障害者長期計画≫ 

【基本理念】 

○障害者が住み慣れた地域で、主体的に、共生、協働のもと生き活きと輝いて暮らせ

る社会の実現 

【基本方針】 

○障害者の人権の尊重、自己決定権の尊重 

○ライフステージや障害特性等に配慮したとぎれのない支援、個人を尊重した支援の

展開 

○社会的障壁の除去、必要かつ合理的な配慮の行きわたる共生社会づくり 

【施策の推進】 

○差別の解消と権利擁護：障害者虐待の防止、障害者差別の解消等 

○地域生活：医療・リハビリテーション、介護、保健、障害児支援施策の充実等 

○社会参加、教育、就労、まちづくり：障害者の社会参加・地域社会における共生等 

 

≪第 4期堺市障害福祉計画≫ 

【施策の方向性】 

○相談支援の提供基盤の充実・強化 

○地域生活への移行、一般就労への移行の促進 

○地域生活の安心を支える支援基盤の構築 等 

 

 



【成果目標】 

○施設入所者の地域生活への移行 

 ・平成 25年度末時点の施設入所者の 12％以上が平成 29年度末までに地域生活に移  

  行（目標値 61人）等 

○入院中の精神障害者の地域生活への移行 

 ・平成 29年度における入院後 3か月時点の退院率が 64％以上等 

○福祉施設から一般就労への移行 

 ・平成 29 年度の一般就労への移行実績を大阪府全体で 1,500 人以上（目標値 169

人）等 

○工賃の向上 

 ・平成 25年度実績の 34.2％（目標値 月額平均 13,349円） 

○障害者の地域生活の支援 

・平成 29年度末までに、そのあり方を検討し、地域生活支援拠点等を整備 

【障害福祉サービス等の見込量、取組み方策】 

※資料 2参照 

 

【今後のスケジュール（案）】 

平成 27年 2月 ～3月 パブリックコメントの実施 

平成 27年 3月     堺市障害者施策推進協議会の開催 

           第 4次堺市障害者長期計画・第 4期堺市障害福祉計画の 

策定 

効果の想定 
障害者が住み慣れた地域で、主体的に、共生、協働のもと、活力ある質の高い生活を

送ることができる社会の実現 

関係局との 

政 策 連 携 

子ども青少年局、市民人権局、産業振興局、各区役所他 

 

 



第４次堺市障害者長期計画（案）（平成 27 年度～35 年度）【概要】 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者が住み慣れた地域で、主体的に、共生、協働のもと 

生き活きと輝いて暮らせる社会の実現 
 

 

計画の基本的な考え方 

 
1 差別の解消と権利擁護 
[1-1] 障害者虐待の防止、障害者差別の解

消、権利擁護の推進 

 

[1-2] 障害の理解・啓発 

 

 

[1-3] 情報提供の充実 

 

 

[1-4] 消費者としての障害者の保護の推進 

 

 

[1-5] 選挙・投票における環境の整備 

 
 
2 地域生活 
[2-1] 医療・リハビリテーション、介護、保

健、障害児支援施策の充実 

 

[2-2] 手当等や減免制度の推進 

 

 

[2-3] 暮らしの場の整備 

 

 

[2-4] 相談支援体制の充実・障害者の家族へ

の支援 

 

 

[2-5] 防災及び防犯の推進 

 
3 社会参加、教育、就労、まちづくり 
[3-1] 障害者の社会参加・地域社会における

共生 

[3-2] インクルーシブ教育に向けた教育体

制の充実 

 

[3-3] 文化芸術活動、スポーツ、レクリエー

ションの推進 

 

[3-4] 就労の機会確保、優先雇用、安定雇用

の促進 

 

 

[3-5] 公共的施設のバリアフリー化の推進 

基本理念の実現に
向けた取組みを進
めるにあたり、次の
基本方針を定める 

◇障害者の人権の尊重、自己決定権の尊重 
◇ライフステージや障害特性等に配慮したとぎれのない支援、個人を尊重
した支援の展開 

◇社会的障壁の除去、必要かつ合理的な配慮の行きわたる共生社会づくり 

○障害者虐待の防止 

○障害者差別解消に向けた取組みの推進 

○権利擁護の基盤の充実 

基本理念 

施策の推進 

 

■障害者基本法第 11 条に基づく本市の障害者長期計画であり、障害者施策を推進する

にあたっての基本理念及び基本方針を示すことにより、その方向性を明らかにすると

ともに、今後の障害者福祉に関わる行政運営の指針とするもの 

■総合計画である「堺 21 世紀・未来デザイン」やマスタープランの「さかい未来・夢

コンパス」を踏まえるとともに、「堺市人権施策推進計画」、「さかい男女共同参画プラ

ン」、「堺あったかぬくもりプラン（地域福祉計画）」、「堺市高齢者福祉計画・介護保険

事業計画」、「健康さかい 21」、「堺市子ども青少年育成計画」等の関連計画との整合に

も留意するものです。 

計画の位置づけ 

取組みの基本方針 

 

★差別の解消と権利擁護 
★地域生活 
★社会参加、教育、就労、まちづくり 

基本理念の実現に向け、基本方針を基礎に
据えた施策を展開 

施策の展開 

○消費者相談・消費者被害への支援ネットワークの充実 

○消費者保護に関する情報提供の充実 

○消費者啓発・消費者教育の充実 

○地域や学校などにおける啓発の推進 

○障害者週間等による展開 

○健康福祉プラザにおける啓発活動の充実 

○すべての障害者への情報提供の保障 

○視覚・聴覚障害者への情報支援機能の充実 

○コミュニケーション支援を担う人材の育成 

 

○選挙に関する情報提供等の充実 

○障害者に配慮した投票所の設置 

○多様な投票についての周知・啓発と検討 

○医療・リハビリテーションの充実 

○支援の充実 

○保健の充実 

○障害児支援の充実 

○相談支援ネットワークの充実 

○指定相談支援事業の充実 

○司法手続き等における相談支援 

○障害当事者活動や家族への支援の充実 

○手当等や減免制度に関する情報提供の充実 

○経済的負担の現状把握、国への要望等 

○住宅の確保、住宅改修等の推進 

○グループホームの整備推進 

○安心して暮らすための支援体制の構築 

 

○地域における防災対策の充実 

○火災等の緊急時対応の充実 

○防犯対策の推進 

○地域活動等への参加の促進 

○障害者施策への障害当事者の意見の尊重 

○職業訓練の充実 

○関係機関の連携等による就労支援の推進 

○企業啓発・支援の充実 

○福祉的就労への支援の充実 

○障害者雇用への配慮等 

○合理的配慮に基づくインクルーシブ教育システムの構築 

○障害の理解を進める教育の推進 

○学校等における専門性の向上 

○文化芸術活動への参加の促進 

○スポーツ・レクリエーション活動への参加の促進 

○障害者等に配慮した公共交通機関の整備 

○障害者等に配慮した公共的施設の整備 

○障害者等に配慮したまちづくりの推進 

 

■「障害者虐待の防止、障害者の擁護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待防止

法）」の制定（平成 24年 10月施行） 

■「障害者総合支援法」の制定（平成 25年 4月施行）⇒対象を難病患者等へも拡充 

■「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」の批准（平成 26年 1月） 

■「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の制定 

（平成 28年 4月施行） 

 

 

国の動向 

資料１ 

 

■障害者人口の増加 

■障害者の高齢化、重度化 

■サービス対象者、ニーズの多様化 

高次脳機能障害者、発達障害者、 

難病患者、障害児など、多様な 

利用者への対応 

■家族の高齢化（家族介護力の低下） 

現状と課題 

■相談支援等の体制の確保 

■サービス人材の確保と質の向上 

■地域で障害者を支える基盤の整備・強化 

■障害に対する理解不足 

■暮らしの場の不足 

■将来への不安が大きい 

 



第４期堺市障害福祉計画（案）（平成 27 年度～29 年度）【概要】 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者が住み慣れた地域で、主体的に、共生、協働のもと 

生き活きと輝いて暮らせる社会の実現 
 

 

計画の基本理念 

入院中の精神障害者の地域生活への移行 福祉施設から一般就労への移行 施設入所者の地域生活への移行 

計画の基本理念と目標 

計画の位置づけ 

◆「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」
第 88条に基づき、障害者が自立した日常生活や社会生活を送ることができるように、
国の策定指針および大阪府計画をふまえ、取組みの成果目標を定めるとともに、障害福
祉サービスや地域生活支援事業等の提供に係る見込量、体制確保のための方策等を定め
るもの 

◆本市における障害者施策全般の方向性を定める「第 4 次堺市障害者長期計画」は、本
計画の直接の上位計画にあたり、計画推進における理念や基本的な方針等はこの計画に
基づきます。長期計画とも歩調を合わせながら、障害者の地域生活や就労等に関する目
標も含めたサービス基盤の充実に向け、その取組み方向を定める計画として策定するも
のです。 

 

 

◆障害者の人権の尊重、自己決定権の尊重 
◆ライフステージや障害特性等に配慮したとぎれのない支援、個人を尊重
した支援の展開 

◆社会的障壁の除去、必要かつ合理的な配慮の行きわたる共生社会づくり 

【現状と課題】 
・障害者人口の増加 
・障害者の高齢化、重度化 
・サービス対象者、ニーズの多様化 

高次脳機能障害者、発達障害者、難病患者、
障害児など、多様な利用者への対応 

・家族の高齢化（家族介護力の低下） 
・相談支援等の体制の確保 
・サービス人材の確保と質の向上 
・地域で障害者を支える基盤の整備・強化 
・障害に対する理解不足 
・暮らしの場の不足 
・将来への不安が大きい 

 

取組みの基本方針をふまえ、障害者の人権を尊重、

個人を尊重した支援を展開 

サービスを通じた社会的障壁の除去、共生社会づく

りをめざした施策を推進 

◆相談支援の提供基盤の充実・強化 

◆地域生活への移行、一般就労への移行の促進 

◆地域生活の安心を支える支援基盤の構築 

◆ニーズの多様化等に応じたサービス基盤の充実、

質の向上 

◆サービスを通じた社会参加の促進、交流促進、障

害者理解の促進 

取組みの基本方針 

施策の方向性 

 
■平成29年度における入院後3か月時点の
退院率が 64％以上 

 
■平成29年度における入院後1年時点の退
院率が 91％以上 

 
■平成29年6月末時点の長期在院者数を平
成 24年 6月末時点から 18％以上削減 
【目標値 273人】 

 
■平成 29 年度の一般就労への移行実績を大阪府
全体で 1,500人以上【目標値 169人】 

 
■平成 29 年度末の就労移行支援利用者数を平成

25年度末の 6割以上増加【目標値 312人】 
 
■平成 29 年度末において、就労移行支援事業所
の就労移行率 3割以上の事業所が全体の 5割以
上 

工賃の向上 

障害者の地域生活の支援 

 
■平成 25 年度末時点の施設入所者の

12％以上が平成29年度末までに地域生
活に移行【目標値 61人】 

 
■平成 25 年度末時点の施設入所者から平
成 29年度末までに 4％以上削減 
【目標値 23人】 

 
■平成 25年度実績の 34.2%増 
【目標値 月額平均 13,349円】 

 
■平成 29年度末までに、そのあり方を検討し、地域生
活支援拠点等を整備する。 

成果目標 

計画の推進と進捗管理 
◆PDCAサイクルによる計画の点検・評価の指標には、「成果目標」と「活動指標」を位置づけます。 

「成果目標」 ⇒ 毎年度（3月時点）の分析・評価 

「活動指標」 ⇒ 成果目標の達成に関連の深いサービスの提供量などを活動状況の指標として設定 

年２回（９月時点、３月時点）の分析・評価 

◆これらのプロセスを通じて、必要な場合には事業の見直し等の対応を図ります。 

◆本計画を着実に推進し、施策・事業を円滑に進めていくために、計画の進捗管理を行います。 

◆手法としては、毎年度を評価のサイクルとして、「計画の立案（PLAN）」⇒「事業の実施（DO）」
⇒「事業の評価・検証（CHECK）」⇒「計画の改善（ACT）」の PDCAサイクルによる循環的マネ
ジメントを実施し、目標達成状況、サービス利用量等の進行状況について整理・検討を行います。 

資料２ 

（計画期間） 

 平成27

年度 

平成28

年度 

平成29

年度 

平成30

年度 

平成31

年度 

平成32

年度 

平成33

年度 

平成34

年度 

平成35

年度 

第4期計画 
 

 

        

第5期計画 
 

 

        

第6期計画 
 

 

        

第4次障害者

長期計画 

前期 

 

  中期 

 

  後期 

 

  

 

障害種別 平成１７年度 平成２５年度 増加率

33,926人 37,770人 11%

4,832人 6,713人 39%

精神障害者（自立支援医療受給者） 10,367人 13,719人 32%

参考：堺市の障害者人口（各年度末）

身体障害者（手帳所持者）

知的障害者（手帳所持者）



 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

訪問系サービス 

 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

利用者数（人/月） 利用時間(時間/月) 利用者数（人/月） 利用時間(時間/月) 利用者数（人/月） 利用時間(時間/月) 
居宅介護 2,108 39,627 2,258 42,274 2,396 44,725 
重度訪問介護 226 30,819 235 31,969 242 32,920 
行動援護 31 880 32 914 33 940 
同行援護 290 8,213 293 8,296 294 8,326 

（主な取組み方策） 
○事業所職員のスキルアップを図るため研修を開催するなど、積極的に職員の人材育成や事業者の育成に取り組みます。 
○医療ケアの必要な障害者への対応や、障害特性に応じた対応力の向上など、サービスの質の向上を通じて、サービス
利用者の層の拡大をめざします。 

日中活動系サービス、療養介護、短期入所 

 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

利用者数（人/月） 利用人日（人日/月） 利用者数（人/月） 利用人日（人日/月） 利用者数（人/月） 利用人日（人日/月） 
生活介護 1,743 35,671 1,797 36,775 1,845 37,758 
自立訓練(機能訓練) 37 521 40 550 41 567 
自立訓練(生活訓練) 126 2,675 145 3,098 163 3,470 
就労移行支援 247 4,682 304 5,761 360 6,821 
就労継続支援(Ａ型) 73 1,788 77 1,891 80 1,958 
就労継続支援(Ｂ型) 1,702 30,423 1,813 32,404 1,913 34,196 
療養介護 130  130  130  
短期入所(ショートステイ) 663 4,389 758 4,994 848 5,570 

（主な取組み方策） 
【生活介護】 
○医療的ケアを必要とする障害者の受入れができるよう、「生活介護事業所機能強化事業」の拡充を検討します。 
【自立訓練】 
○健康福祉プラザ内の生活リハビリテーションセンターをはじめ、効果的な自立訓練事業を推進し、地域での自立生活
に必要な社会生活力の維持・向上に努めます。 

【就労移行支援】 
○就労移行支援事業所が効果的な支援ができるよう、障害者の就労支援の中核機関である障害者就業・生活支援センタ
ーにおいて、雇用、福祉、教育等の関係機関との有機的な連携を行い、職業生活・日常生活・社会生活を総合的に支
援するとともに、定着支援を図ります。 

【就労継続支援】 
○健康福祉プラザ内の授産活動支援センターにおいて、就労継続支援（Ｂ型）等障害福祉サービス事業所への経営改善
や製品開発に関する相談支援、企業や商工団体等とのネットワーク構築を図り、授産製品や役務の受発注のとりまと
めなど授産活動への総合的な支援に努めます。 

【短期入所】 

○医療的ケアの必要な利用者の受入れに必要な体制の確保ができるよう国に要望するとともに、事業者への助成を行っ

ていきます。短期入所の長期利用を解消するために、地域生活移行を含めた支援を引き続き行います。 

居住系サービス 
 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

共同生活援助（グループホーム） 利用者数（人/月） 725 808 879 
施設入所支援 利用者数（人/月） 478 472 465 

（主な取組み方策） 
○グループホームの整備充実に向けて、国庫補助金整備事業を活用します。 
○重度障害者のグループホーム利用推進の方策について検討します。 

相談支援 
 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画相談支援 利用者数（人/月） 2,887 4,034 4,200 
地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援） 利用者数（人/月） 315 452 586 

（主な取組み方策） 

○計画相談支援及び地域相談支援については、サービスを提供する事業者の拡大と並行しながら、障害福祉サービスを

利用する全ての障害者に対して、段階的に相談支援が行き渡るよう、計画的に進めていきます。 

○相談支援専門員初任者養成研修において、府と連携しながら毎年一定数の研修修了者を出すことで、相談支援専門員

の増加を図ります。 

○各区の自立支援協議会、障害者基幹相談支援センター及び民間の相談支援事業者によるネットワークを活用して、関

係機関との情報共有を図りながら、事業所間の連携を強化していきます。 

障害福祉サービス等の見込 

地域生活支援事業 
 平成 27 年度 平成 28年度 平成 29年度 

必 

須 

事 

業 

相談支援
事業 

障害者相談支援事業 箇所 8 8 8 
基幹相談支援センター 有無 有 有 有 
基幹相談支援センター等機能強化事業 有無 有 有 有 
住宅入居等支援事業（居住サポート事業） 有無 有 有 有 
障害児等療育支援事業 箇所 6 7 8 

発達障害者支援センター運営事業 
箇所 1 1 1 
人/年 666 676 681 

成年後見制度利用支援事業 ※1 人/年 22 23 24 

意思疎通
支援事業 

手話通訳者派遣事業 ※2 
人/年 197 197 198 
人/年 3,638 3,674 3,711 

要約筆記者派遣事業 ※2 
人/年 15 15 15 
人/年 189 205 222 

手話通訳者設置事業 人/年 8 8 8 
重度障害者入院時コミュニケーション事業 件/年 1,223 1,284 1,354 

手話講習会・手話レベルアップ講座 人/年 160 160 160 
手話通訳者養成講座 ※3 人/年 13 17 20 
要約筆記者養成講座 ※3 人/年 20 20 20 
盲ろう者通訳・介助者派遣事業 人/年 17 17 18 

日常生活
用具給付
等事業 

介護・訓練支援用具 件/年 60 60 61 
自立生活支援用具 件/年 404 413 418 
在宅療養等支援用具 件/年 130 132 133 
情報・意思疎通支援用具 件/年 204 206 207 
排泄管理支援用具 件/年 18,374 18,574 18,692 
居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 件/年 72 75 76 

移動支援事業 
人/年 2,703 2,740 2,764 
時間/年 556,066 563,833 569,062 

地域活動支援センター 
箇所 18 21 24 
人/年 1,051 1,259 1,460 

任
意 

事
業 

日中一時支援事業 人日/年 4,668 4,716 4,668 
福祉ホーム 人/年 5 5 5 
訪問入浴事業 人/年 41 42 43 
視覚障害者生活訓練事業 人/年 40 40 40 

※1 市長申し立ての利用見込者数 ※2 上段：実利用見込者数 下段：実派遣見込者数 ※3 終了見込者数 

（主な取組み方策） 
○相談支援事業については、各区の基幹相談支援センター、健康福祉プラザの総合相談情報センターを中核として取
組みを進め、個別給付である指定相談支援との適切な役割分担のもと、相談支援の質の向上を図ります。発達障害
者支援センターについては、発達障害に特化した高度な専門機関として、相談支援・発達支援・就労支援・研修啓
発事業を引き続き行います。 

○意思疎通支援事業については、登録手話通訳者、要約筆記者のさらなる養成、スキルアップを図ります。 
○移動支援事業は、地域での自立生活及び社会参加の促進に必要な事業であり、安定したサービスが供給できるよう、
人材の確保やサービスの質の向上など基盤の充実を進めます。 

○地域活動支援センターについては、平成 24 年度から新たな体制により事業を推進しており、引き続き基盤の充実
に向けた取組みを進めます。障害者個人のニーズにあわせて自らがプログラム活動を自由に選択し、利用できるこ
とを基本としながら、新たな日中活動の場を提供し、日常生活相談を行いながら、生きがいづくり・余暇活動やピ
アサポートの活動支援を行います。 

○成年後見制度利用支援事業については対象者の増加も見込まれ、成年後見制度利用により、引き続き障害者の権利
擁護を図ることができるよう取り組みます。 

障害児サービス 

 
平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

利用者数（人/月） 利用人日（人日/月） 利用者数（人/月） 利用人日（人日/月） 利用者数（人/月） 利用人日（人日/月） 
児童発達支援 529 4,809 558 5,073 569 5,173 
医療型児童発達支援 74 746 73 736 72 725 
放課後等デイサービス 2,066 15,056 2,190 15,959 2,235 16,287 
保育所等訪問支援（回/月） 32  33  34  
障害児相談支援 470  642  678  

（主な取組み方策） 

○身近な地域の障害児支援の中核として、障害児等療育支援事業の機能の充実を図ります。 

○児童発達支援センターの専門性を活かした地域支援機能の拡充を推進します。 

○障害児相談支援の基盤の拡充を進めます。 

○研修、指導等を通じて事業者の育成と支援を強化していきます。 

○障害児支援に係る関係機関の連携強化を進めます。 
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第1章 計画策定にあたって 
 

 1 計画策定の背景 

・わが国の障害者施策は、ライフステージの全段階において全人間的復権をめざす「リハビリテー

ション」、障害のある人もない人も共に一緒に暮らし、活動する社会をめざす「ノーマライゼー

ション」の理念のもとに、障害者の「完全参加と平等」の実現に向けた取組みとして進められて

きました。近年、この理念をめざした大きな動きとして、平成18年（2006年）に採択された

国連の「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」が位置づけられます。わが国では、そ

の批准に向けた国内法の整備が進められ、平成26年1月20日に批准され、2月19日から効力が

発生しています。 

・基本的な法律としては、「障害者基本法」の改正（平成23年8月施行）、「障害者自立支援法」の

改正（平成24年4月施行）、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障

害者虐待防止法）」の制定（平成24年10月施行）、「障害者総合支援法」の制定（平成25年4月

施行）、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」の制定（平成

28年4月施行予定）などがあります。 

・「障害者基本法」では、障害者の定義が見直され、「個人の機能障害に原因があるもの」とする「医

学モデル」から「障害（機能障害）及び社会的障壁（日常生活や社会生活を営む上で障壁となる

事物、制度、慣行、観念等）により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態に

あるもの」とする「社会モデル」に大きく転換しました。また、障害者権利条約における「合理

的配慮」＊の概念により、誰もが相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々の多様なあり方を相

互に認め合える共生社会の形成に向けて積極的に取り組むことになります。 

・本市では、これまで、こうした国の動向なども踏まえながら、障害者施策の充実に努めてきまし

た。平成24年4月には、本市の障害者福祉の拠点となる「堺市健康福祉プラザ*」が開所し、ま

た、障害者の生活支援において重要な役割を果たす相談支援の充実をめざし、各区に障害者基幹

相談支援センター*を設置し、相談支援体制の再編を行いました。さらに、障害福祉サービス基盤

の充実、障害者の就労支援、権利擁護や虐待対応など、さまざまな取組みを展開してきました。

しかしながら、本市における共生社会の実現に向けては、まだ多くの課題が残されています。 

・こうした社会背景や国の計画に示される新たな方向に対応し、障害者を取り巻くさまざまな課題

に対する取組みの一層の充実が求められることから、前計画を見直し、障害者をはじめとするす

べての市民が暮らしやすい堺市を実現するための基本指針として、本計画を策定するものです。 

＊「合理的配慮」とは、障害者が他の人と平等にすべての人権や基本的自由を保障するために行う、過重な負担がかから

ない範囲での必要な変更や調整のことです。（川島聡＝長瀬修 仮訳（平成20年5月30日）付） 
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 2 計画の性格 

・本計画は、障害者基本法に基づく本市の障害者長期計画であり、障害者施策を推進するにあたっ

ての基本理念及び基本目標を示すことにより、その方向性を明らかにするとともに、今後の障害

者福祉に関わる行政運営の指針とするものです。 

・また、総合計画である「堺21世紀・未来デザイン」やマスタープランの「さかい未来・夢コン

パス」を踏まえるとともに、「堺市人権施策推進計画」、「さかい男女共同参画プラン」、「堺あっ

たかぬくもりプラン（地域福祉計画）」、「堺市高齢者福祉計画・介護保険事業計画」、「健康さか

い21」、「堺市子ども青少年育成計画」等の関連計画との整合にも留意するものです。 

・なお、障害者福祉における障害福祉サービス、相談支援および地域生活支援事業の必要な見込量

とその確保のための方策、障害福祉サービス等の提供体制の確保に係る目標等については、障害

者総合支援法において、障害福祉計画で定めることが義務づけられていることから、本計画との

整合のもとで、障害福祉計画において定めます。 

 

 3 計画の対象 

・本計画は、本市におけるすべての障害者（障害児を含む）を対象とします。この計画で「障害者」

とは、障害者基本法の定義に基づき、心身の機能の障害と社会的障壁により継続的に日常生活や

社会生活に相当の制限を受ける状態にある人を意味します。なお、社会的障壁とは、障害者が生

活をしていくうえで障壁となる事物、制度、慣行、観念など一切のものをさします。 

 

 4 計画期間 

・計画期間は、平成27年度（2015年度）から平成35年度（2023年度）までの９年間とします。 

・また、計画期間は、平成27年度～29年度を前期、平成30年度～32年度を中期、平成33年度

～35年度を後期として３期に区分し、障害福祉計画と連動して推進します。 

年度（和暦） 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 

障害者長期計画 

（障害者基本法） 
                  

障害福祉計画 

（障害者総合支援法） 

                  

第３次長期計画 第４次長期計画 

第１期 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期 
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第2章 計画の基本的な考え方 
 

 1 基本理念 

・本市がめざすべき共生社会の目標像として、前計画の基本理念を継承し、次のように定めます。 

 

障害者が住み慣れた地域で、主体的に、共生、協働のもと 

生き活きと輝いて暮らせる社会の実現 
 

・基本理念の趣旨は以下のとおりです。 

○「障害者が住み慣れた地域で､主体的に」暮らすことのできる社会とは、 

 

障害者がその生活･人生を尊重され、その人にとって、必要なサービスや支援を活用しながら、

地域の中で自らの意思で自立した生活を送ることができる社会を表しています。 

 

○「共生､協働のもと」で暮らすことのできる社会とは、 

 

障害に対する正しい理解と認識、一人ひとりの個性と人格を尊重する人権意識が社会全体に行き

わたり、障害の有無に関わらず、誰もが地域の中で主体性をもってあたり前に生活できる社会、

また、そうした地域を障害者、地域、行政が共につくる社会を表しています。 

 

○「生き活きと輝いて暮らせる」社会とは、 

 

上記の地域社会が実現され、障害者が地域の中で安心して、心豊かに暮らしながら、それぞれの

個性や能力を発揮し、生きがいをもって輝いて生きることのできる社会を表しています。 

なお、「生き活き」とは、誰もが元気で、活力のある質の高い生活の実現の願いを込め、このよ

うな表記にしています。 
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 2 取組みの基本方針 

・基本理念の実現に向けた取組みを進めるにあたり、その基本方針を次のように定めます。 

障害者の人権の尊重、自己決定権の尊重 

・人権とは、人間の尊厳に基づいて各人が持っている固有の権利であり、社会を構成するすべての

人々が、自己決定権をもち、社会において幸福な生活を営むために重要な権利です。本市では、

誰もが自由で平等に社会に参加・参画し、喜びや生きがいを感じながら生活のあらゆる場面でお

互いの人格を認め合う人権感覚にあふれたまちの実現をめざしています。 

・障害者に対する差別は、重大な人権侵害であり、その解消に向け、社会全体で取り組んでいく必

要があります。また、自ら意思表明や意思決定する、障害者の自己決定権の尊重も重要です。施

策展開にあたっては、障害者の人権、自己決定権の最大限の尊重に留意しながら取組みを進めま

す。 

ライフステージや障害特性等に配慮したとぎれのない支援、 

個人を尊重した支援の展開 

・人は、誰もが人間としてかけがえのない存在であり、個性を持った存在です。障害者への支援は、

それぞれの個人に寄り添う形で展開されなければなりません。障害者それぞれのライフステージ

や障害の状態、障害特性、生活の状況などに応じて、必要な支援がとぎれなく、障害者の自立と

社会参加の支援という展望のもとで、適切に提供されるようにしていくことが必要となります。 

・このためには、福祉、教育、保健、医療、労働など、質的、量的な拡充をはじめ、支援に関わる

さまざまな分野が有機的に連携するとともに、コーディネート等の機能も求められます。また、

発達障害、高次脳機能障害、難病等により支援を必要とする人へも、「制度の谷間」を埋めるた

めに、支援が行き届くような対応も重要となります。施策展開にあたっては、障害者の個人を尊

重し、個々に応じた適切な支援に配慮しながら取組みを進めます。 

社会的障壁の除去、必要かつ合理的な配慮の行きわたる共生社会づくり 

・障害者は、その障害ゆえに、生活にさまざまな困難を抱えていますが、それに加え、社会のさま

ざまな領域に存在する障壁が、障害者の生活を制限・制約するものとなっています。こうした障

壁は、ハード面のみならず、社会慣行や人々の考え方などのソフト面にも存在します。障害者の

社会参加や生活の安心において、こうした社会的障壁を取り除いていくこと（アクセシビリティ

の向上）が必要となります。 

・社会的障壁は、明らかに障害者差別として認識されるものもありますが、一見してわかりにくい

ものもあります。障害者に対する必要かつ合理的な配慮がなされないことは障害者差別であり、

それは解消されなければなりません。施策展開にあたっては、社会における合理的配慮の促進に

留意し、取組みを進めます。 
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 3 施策の展開 

・本計画における施策は、以下に示す分野体系に沿って展開するものとします。 

①差別の解消と権利擁護 

・共生社会の実現に向け、障害理解の促進のために、市民啓発等に取り組むとともに、障害者差別

の解消に向けた取組みや、成年後見制度*など権利擁護のしくみの充実を図ります。また、重大な

人権侵害である障害者虐待に対し、その防止・解決に向けた取組みを推進します。 

・さらに、障害者の権利として、情報へのアクセスの向上、消費者としての権利擁護、選挙で投票

しやすい環境づくりの取組みを充実するなど、障害者の権利が守られ、合理的配慮の普及したま

ちづくりを展開します。 

②地域生活 

・障害者が住み慣れた地域で安心して暮らすことができるように、地域での暮らしの場の確保、自

立生活に必要なサービスや医療等が適切に供給される基盤の整備を推進します。 

・障害者の個々の状況に応じたサービスの充実を図るとともに、相談支援等を通じて、一人ひとり

の障害者を中心とし、障害者が自らの意思で選択し、望む暮らし方の選択ができるように取組み

を進めます。 

・また、障害者を災害や犯罪等から守り、安全・安心な暮らしを確保するために、防災や防犯の取

組みを推進します。 

③社会参加、教育、就労、まちづくり 

・共生社会の実現に向け、社会のさまざまな領域における障害者の参加・参画を促進します。 

・障害者の社会参加、生きがい、経済的自立において重要な役割を持つ就労については、個々の障

害者の適性や能力などの状況に応じた、福祉的就労も含めた多様な就労の場の充実、就労支援の

拡充に向けた取組みを推進します。 

・また、自立と社会参加の基盤をつくる役割を担う教育に関しては、インクルーシブ教育の理念を

踏まえ、一人ひとりの特性に配慮しながら、子どもたちが共に学び、成長する中で個性と可能性

を伸ばすことができるように教育体制の充実を図ります。 

・さらに、地域活動、ボランティア、文化芸術、スポーツなど、さまざまな活動に挑戦する障害者

を支援するとともに、バリアフリー化など障害者に配慮したまちづくりに向けた取組みを推進し

ます。 
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＜施策体系＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

障害者が住み慣れた地域で、主体的に、共生、協働のもと 

生き活きと輝いて暮らせる社会の実現 

基本理念 

基本方針 

障害者の 

人権の尊重、 

自己決定権の尊重 

ライフステージや 

障害特性等に配慮した 

とぎれのない支援、 

個人を尊重した支援の展開 

社会的障壁の除去、 

必要かつ合理的な 

配慮の行きわたる 

社会づくり 

施策の展開 

障害者の社会参加・地域社会における共生 

公共的施設のバリアフリーの推進 

文化芸術活動、スポーツ、レクリエーションの推進 

障害者虐待の防止、障害者差別の解消、権利擁護の推進 

障害の理解・啓発 

情報提供の充実 

消費者としての障害者の保護の推進 

手当等や減免制度の推進 

 
暮らしの場の整備 

相談支援体制の充実・障害者の家族への支援 

就労の機会確保、優先雇用、安定雇用の促進 

防災及び防犯の推進 

選挙・投票における環境の整備 

インクルーシブ教育に向けた教育体制の充実 

医療・リハビリテーション、介護、保健、障害児支援施策の充実 地域生活 

差別の解消と権利擁護 

社会参加、教育、就労、

まちづくり 
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第3章 施策の推進 
 

 1 差別の解消と権利擁護 

 

[1-1] 障害者虐待の防止、障害者差別の解消、権利擁

護の推進 
 

 現状と課題  

◇障害者への虐待は、障害者に対する深刻な権利侵害であり、障害者の生活を脅かし、自立や社会

参加を大きく損なうものです。障害者の尊厳を守り、地域生活を支えていくために、障害者虐待

の防止に取り組んでいく必要があります。 

◇平成24年10月に「障害者虐待防止法」が施行され、本市では、「障害者虐待防止対応チーム」

を設置し、24時間体制での通報の受付け、障害者虐待の防止、早期発見、迅速・的確な対応に

取り組んでいます。通報が義務化されたことなどにより、今後も通報件数は増加するものと想定

され、一層の体制の充実に取り組んでいくことが必要と考えられます。 

◇平成22年度に実施した「堺市障害者等実態調査」（以下「実態調査」という。）によれば、4割以

上の障害者が、障害があることによる差別や嫌な思いの経験をしており、特に知的障害者で高い

割合となっています。障害者差別の禁止に向け、一層の取組みを進めていく必要があります。 

◇平成23年8月に施行された「改正障害者基本法」では、障害者は権利の主体であり、社会が障害

者に対する「合理的配慮」を行っていくべきことが明確化されました。こうした考え方は、平成

25年6月に制定された「障害者差別解消法」に盛り込まれ、障害を理由とした不当な「差別の禁

止」とともに、「合理的配慮」について、行政などの公共機関が率先して取り組んでいく必要が

あります。 

◇障害者の権利が守られ、安心して地域生活を送っていくうえで、成年後見制度*などの権利擁護の

しくみが大きな役割を果たしています。今後、介護家族の高齢化などを背景に、利用はさらに増

えていくものと考えられます。一方、「実態調査」によれば、4割以上の障害者が制度を知らない

（聞いたことがない）と回答しており、引き続き制度の普及啓発が課題であると考えられます。 
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◇本市では、高齢者や障害者等の権利擁護の拠点として、権利擁護サポートセンター*を設置し、判

断能力が十分でない人の権利擁護や財産管理に関する法律的な相談、成年後見制度*の利用などの

相談・支援を行うほか、市民後見人の養成・支援を行うなど、権利擁護に関する取組みを関係機

関等と連携して実施しています。また、日常生活自立支援事業*の活用推進や、人権相談などを通

じて障害者の権利擁護に取り組んでいます。障害者の自己決定権の尊重、障害者の権利が侵害さ

れないよう一層の充実を進めていくことが必要と考えられます。 

 

 施策の取組み方向  

①障害者虐待の防止 

★障害者虐待防止対応チームの体制整備を進めるとともに、障害者虐待の早期発見・防止のため、

迅速な対応と的確な支援などの充実に努めます。 

★障害者虐待防止対応チームが地域の関係機関や弁護士等の専門家と連携し、事実確認など互いに

協力しながら、対応する組織力の一層の強化を進めます。 

★障害者に対する虐待の禁止や、その重要性の理解、防止施策についての協力など、広く市民への

周知や啓発活動を行います。 

★障害福祉サービス事業所、施設、病院、学校、企業等への障害者虐待防止・対応の周知・啓発を

進めるための研修などを実施し、堺市障害者虐待初動期対応チェックリストなどのマニュアル、

チェックリスト等についての普及を進めます。 

②障害者差別解消に向けた取組みの推進 

★障害者差別の禁止に向け、引き続き人権啓発などの取組みを進めるとともに、障害者差別に該当

する行為や、障害者への直接的差別、間接的差別、「合理的配慮」の欠如などの具体的な差別類

型等について、広く市民への周知・啓発を行います。 

★学校等において、障害者差別の禁止に向けた人権教育、福祉教育の充実に努めます。 

★企業等に対し、採用や就業などにおける障害者への配慮や、「合理的配慮」の考え方の周知・啓

発を進めます。 

★障害者差別解消法の平成２８年度施行に向け、整備される国の基本方針の動向も踏まえながら、

市として「合理的配慮」に基づく障害者差別の解消に向けた取組みを率先して推進していきます。 
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③権利擁護の基盤の充実 

★権利擁護サポートセンター*における成年後見制度*の利用相談・支援をはじめ、日常生活の金銭

管理等に不安のある障害者への支援として、日常生活自立支援事業*などの障害者の権利擁護に関

する支援の充実を務めるとともに、周知・啓発を引き続き推進し、障害者やその介護者等への普

及を図ります。 

★市民の啓発活動を通じた人権意識の向上と、人権相談などによる地域での権利擁護を進めます。 

 

[1-2] 障害の理解・啓発 
 

 現状と課題  

◇「実態調査」によれば、障害者の暮らしやすい社会づくり･まちづくりにおいて、行政が推進す

べき取組みとして、「地域住民の障害者への理解を深める啓発」をあげる意見が最も高い割合と

なっており、障害の理解・啓発への取組みのさらなる充実を求める声が多く寄せられています。

施設や精神科病院からの退所・退院者の地域移行・地域定着を促進し、障害者が安心して地域で

暮らすことができる社会をつくっていくためには、市民の障害への理解を深めていくことが重要

となります。 

◇本市では、障害への理解を市民に広く呼びかけるため、毎年12月の障害者週間*において、街頭

キャンペーンや、健康福祉プラザ*での障害者週間フェスティバル・市民のための福祉講座、大阪

府等と連携した大阪ふれあいキャンペーンなどの取組みを展開しています。また、発達障害啓発

週間*などの機会においても、さまざまなイベント等を実施しています。市民がイベント等に楽し

みながら参加したり、障害に関心を持ってもらえるような情報発信をする中で、障害への理解を

深めることができるよう、今後も内容を充実させていくことが必要です。 

◇地域や学校の場などを通じ、障害への理解を深めていくために、出前講座や精神保健福祉セミナ

ーなどを通じた障害福祉分野の学習機会の提供、ボランティア体験やキャップハンディ*などによ

る障害理解の促進などを進めています。多くのメニューが用意されており、今後もさまざまな機

会を通じ、地域や学校などへの働きかけを強化するとともに、学習ニーズにきめ細かく対応でき

る講座内容の充実や、多くの人が参加できる学習機会の拡充などを進めていく必要があります。 

◇本市では、健康福祉プラザ*の各センターにおいて、体験や交流による多様な啓発活動が展開され

るようになってきているほか、見学等の受入れなどを通じて学校等との連携も進んでいます。し

かし、学校等への障害当事者の講師派遣依頼など、障害理解・啓発に関するさまざまなニーズに

十分対応できていない現状もあり、健康福祉プラザ*を市民の障害理解・啓発を進める中核的拠点
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と位置づけ、その機能の一層の充実を図っていく必要があります。 

◇さまざまな媒体を活用し、幅広く啓発を進めていくために、本市では、障害者の人権に関する啓

発ビデオ等の学習活動等への貸出し、広報さかいの紙面を活用した啓発記事の掲載などを実施し

ています。市民がさまざまな媒体を通じて障害の知識を得、理解を深めていけるように、活用媒

体や手法の多様化、コンテンツ*の一層の充実を図っていくことが求められます。 

 

 施策の取組み方向  

①地域や学校などにおける啓発の推進 

★障害の理解・啓発の推進にあたっては、障害の個別性などにも留意しながら、障害に対する正し

い理解、幅広い関心が得られるように事業展開を図るとともに、語り部活動など障害当事者によ

る活動を促進します。 

★地域住民の障害理解を促進し、障害者との共生を進めていくために、出前講座などを通じた地域

における障害理解・啓発の取組みを推進します。地域の民生委員児童委員や自治会をはじめ、企

業や行政機関なども含め、地域やそれぞれの団体等の実情やニーズに応じた適切な学習機会の提

供に向け、講座内容などの充実を図ります。 

★子どもたちが障害に関する正しい知識を持ち、障害への理解を深めていけるように、学校等と連

携した取組みを推進します。語り部活動、ボランティア体験やキャップハンディ*などさまざまな

方法によって、子どもたちが障害を身近に感じ、自ら考えていけるような福祉教育の展開を進め

ます。特に幼児期における体験は重要であることから、保育所や幼稚園との連携を進め、子ども

たちが地域の中で障害者と接しながら、障害を理解していくことができるような機会を充実しま

す。 

★各種広報紙や映像・音声メディアなど多様な媒体を活用し、障害者の人権尊重や障害への理解な

どをテーマとする広報・啓発を進めます。 

★さまざまな障害に関する市民向けセミナーなどの機会を一層充実するとともに、正しい知識など

の普及・啓発に向け、障害当事者による語り部活動等との連携、多様な媒体の活用、効果的な手

法を研究し、市民にわかりやすく伝える方法で実施します。 

②障害者週間等による展開 

★障害者週間*等における障害理解のための啓発イベントや講座等の一層の充実を図り、多くの市民

が楽しんでイベントに参加するなかで、障害についての理解を深めることができるような取組み

を推進します。 
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★障害者週間*等を広く周知するために、関係機関との連携を進めます。多くの人が集まる商業施設、

集客施設、公共交通機関等と協力しながら、より多くの市民が障害について関心を寄せ、正しく

理解してもらうための取組みを展開します。 

③健康福祉プラザにおける啓発活動の充実 

★健康福祉プラザ*内に啓発事業のコーディネートを行う機能を充実し、障害当事者の意見等を取り

入れながら、障害理解・啓発事業の企画、市民への情報発信、地域や学校等への働きかけや障害

理解・啓発に関する相談対応、ニーズに応じた障害当事者や各障害の専門家の講師派遣などを展

開します。 

★取組みを進めるために、健康福祉プラザ*において市内外の専門機関や障害者団体等との連携体制

を強化し、さまざまな障害に関して専門的な内容も含めた啓発活動の充実や、障害当事者による

講師派遣機能の充実などを図ります。 

 

[1-3] 情報提供の充実 
 

 現状と課題  

◇社会生活において、必要な情報が入手できることは生活の基盤です。障害の有無に関わらず、求

める情報に誰もがアクセスできる社会をめざしていくことが求められています。障害者はコミュ

ニケーションや情報へのアクセスに困難を抱えている場合も少なくないことから、コミュニケー

ションの支援や情報提供手段の充実を図っていくことが重要となります。 

◇本市ではこれまで、主に視覚障害者、聴覚障害者を対象として、視覚・聴覚障害者センターの整

備をはじめ、情報保障の充実に向けた取組みを進めてきました。視覚・聴覚障害者センターを健

康福祉プラザ*内に設置し、点字図書館と聴覚障害者情報提供施設で構成しています。本市におけ

る視覚障害者・聴覚障害者への支援の拠点施設であり、視覚障害者・聴覚障害者の情報アクセス

の保障への支援を行っています。今後も障害者のニーズ等を踏まえながら、機能の一層の充実を

図っていく必要があります。 

◇また、本市では、各区への聴覚障害者相談員の配置や、重度障害で意思疎通に困難がある障害者

が入院する際に、ホームヘルパーやガイドヘルパーをコミュニケーション支援者として病院に派

遣する重度障害者入院時コミュニケーション支援事業の実施など、必要な場面でコミュニケーシ

ョン支援が得られる支援体制の充実に取り組んでいます。しかし、すべての窓口で手話での対応

ができていないなど、公共施設等におけるコミュニケーションの保障は十分であるとは言えず、

障害者差別解消法の施行による「合理的配慮」の推進も踏まえ、視覚障害者、聴覚障害者はもと
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より、コミュニケーションに困難を抱える個々の障害者に適切に対応できるような取組みを進め

ていく必要があります。 

◇行政情報の発信に関しては、市のホームページについて、文字の大きさの変更や色の変更、音声

読み上げやルビ機能などへの対応の配慮を行っているほか、「広報さかい」の点字版・音声版を

作成し、視覚障害者、聴覚障害者への情報提供を行うなどの取組みを進めてきました。また、市

からの郵便物の点字化、市のイベントに手話通訳者・要約筆記者を配置するなどの配慮も行って

います。しかし、行政情報全体から見れば、このような対応を行っている情報はまだ一部に限ら

れており、全庁的に、情報保障に向けた体制の整備に一層取り組んでいく必要があります。 

◇知的障害者などへの情報を保障するため、わかりやすい文書の表記に関する刊行物などの発行

は、まだ不十分であるため、情報の格差が生じていることが課題となっています。 

 

 施策の取組み方向  

①すべての障害者への情報提供の保障 

★市のホームページにおいては、障害者をはじめさまざまな環境で利用されていることを考慮し、

アクセシビリティ（だれでも使えること）やユーザビリティ（使いやすさ）の向上に継続的に取

り組みます。 

★日常生活用具の情報・意思疎通支援用具や、補聴器などの補装具、福祉電話の給付など、情報機

器の充実により、情報の保障に努めます。 

★市の情報を提供するにあたって、点字ガイドや音声ガイド、絵文字・絵記号等を用いたわかりや

すい表示の普及について、障害者差別解消法の「合理的配慮」への対応を踏まえ、障害者への情

報提供の保障に向けて、配慮の事項を全庁的なルールとすることを、早急に検討します。 

★イベントや会議等において、個々の障害者に応じたコミュニケーションの支援に関わる者を主催

者側より配置することに努めます。 

②視覚・聴覚障害者への情報支援機能の充実  

★健康福祉プラザ*の視覚・聴覚障害者センターを視覚・聴覚障害者の情報保障の拠点と位置づけ、

その機能の充実に努めます。点字・録音図書、字幕・手話ビデオなどの一層の整備を進めるとと

もに、図書館等との連携を通じて情報提供機能の強化を図るなど、情報保障の機能を充実します。 

★コミュニケーションに役立つ情報機器やソフトなどの紹介・活用法の講座、中途障害者等を対象

にした点字講座や手話講座などを開催し、障害者がさまざまな情報媒体を活用してコミュニケー

ションが保障できるように支援を進めます。 
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★障害者の個々の状況に応じて適切な情報提供ができるように、視覚・聴覚障害者センターに蓄積

している情報のテキストデータや音声解説ＣＤ、大活字版等への対応を進めるなど、情報媒体の

多様化を推進します。 

★視覚・聴覚障害者センターには、視覚・聴覚障害に関する専門的な職員を配置し、相談対応を充

実するとともに、行政機関や地域の相談支援機関等と連携し、視覚・聴覚障害者が地域生活にお

いて適切に情報を入手・活用できるように、きめ細かい支援を行います。 

★点訳・音訳奉仕員、手話通訳者、要約筆記者等の養成を強化します。ボランティア等の育成のほ

か、行政機関や障害福祉サービス事業所の職員等への研修を充実します。また、盲ろう者の通訳

者や介助員の養成研修の充実に取り組みます。 

③コミュニケーション支援を担う人材の育成 

★コミュニケーションに支援が必要な障害者に対しては、その支援を行うことのできる人材が重要

であるため、障害特性に応じたコミュニケーション支援者のさらなる人材の育成を推進します。 

★障害の種別に関わらず、行政機関や障害福祉サービス事業所の職員、市民後見人などを対象に、

障害者の権利保障の一環としての研修等を実施し、さまざまな場面で障害者の特性に応じた意思

疎通を支援できる人材育成に取り組みます。 

 

[1-4] 消費者としての障害者の保護の推進 
 

 現状と課題  

◇近年、悪質商法の巧妙化、重大な製品事故や食品の偽装表示など、消費者が被害に遭う事件・事

故が後をたちません。これは地域に暮らす障害者においても例外ではありません。特に障害を理

由として、情報の入手や意思表示、判断、コミュニケーション等に支援を必要とする場合があり、

消費者被害に巻き込まれたり、被害が大きくなる場合があります。ネットショッピングの普及な

どで消費生活が複雑化しているなか、消費者としての障害者を保護していくことは今後一層重要

になると考えられます。 

◇消費者保護の制度としては、平成21年に消費者庁が設立され、同年に施行された「消費者安全

法」では、地方公共団体が消費者からの消費生活相談に応じることや、その処理のためのあっせ

んを行うこと等が規定されました。平成22年3月には国における「消費者基本計画*」が策定さ

れています。 
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◇本市では、これらの動向も踏まえながら、市民の消費生活の安定と向上を図るため、平成22年4

月より「堺市消費生活条例」を施行し、消費者の権利の実現や消費者の自立支援、消費者被害の

救済に向けた施策について規定するとともに、施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成23

年3月に「堺市消費者基本計画*」を策定しています。その具体的な取組みとして、消費生活セン

ターを中心に、消費生活専門相談員*による消費生活相談や、消費者啓発・教育などを推進してい

ます。 

◇しかしながら、これらの取組みにおいて、障害者の視点が十分に反映されているとはいえない現

状が見られます。消費生活センターと障害者基幹相談支援センター*､権利擁護サポートセンター*

等の関係機関における連携体制をさらに強化していくことが求められます。また、複雑化・巧妙

化する悪質商法の手口や、消費者被害のさまざまな実態、また、被害防止や救済制度等の情報を、

障害者に適切に届けることについても課題があります。障害者が地域で安心して暮らすために

は、消費生活における安全・安心を確保することがたいへん重要であり、消費者としての障害者

の保護に向けた取組みを一層充実していく必要があります。 

 

 施策の取組み方向  

①消費者相談・消費者被害への支援ネットワークの充実 

★障害者への消費生活センターの活動の周知を進めるとともに、消費者被害にあった場合の早期解

決、被害を最小限に食い止めるための取組みを進めます。 

★消費生活センター、障害者基幹相談支援センター*、権利擁護サポートセンター*などさまざまな

相談機関において、消費者被害の相談に関する支援ネットワークの充実に向けて、消費者分野と

障害福祉分野の職員へ研修を行いながら、相談機能の充実を図ります。 

★障害者が関わる消費者相談等のケースにおいては、関係機関によるケース会議などを通じて、連

携した適切な対応に取り組みます。 

★消費生活センターにおける相談については、ＦＡＸやメールでも連絡を受けて相談を開始し、障

害者に配慮した相談対応の多様化を進めます。また、来所相談に際し、手話を必要とする場合な

ど、さまざまな相談に適切に対応できるように、障害福祉の相談機関などと連携しながら、相談

窓口のバックアップ体制の充実等に取り組みます。 

★重大な消費者被害からの救済や、再発防止等の観点も踏まえ、権利擁護サポートセンター*等を通

じた成年後見制度*の活用や、警察、司法機関との連携など、ケースに応じた適切な対応ができる

体制づくりに取り組みます。 
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②消費者保護に関する情報提供の充実 

★堺市消費者基本計画*に定める「消費者の自立の支援等」として、消費者被害の事例情報、悪質商

法の手口等に関する情報、訪問や勧誘による販売やネットショッピング等の留意点、消費者被害

の防止・救済に関する各種制度など、さまざまな情報を知ることが重要であり、これらの情報を

障害者本人や支援者が自ら入手し、学ぶことができるように、ホームページ、広報誌、ビデオな

どさまざまな情報提供の充実を図ります。 

★従来の冊子やパンフレット等による情報提供に加え、障害特性にも配慮しながら、障害者が入手

しやすく、理解しやすい形での情報提供手段の多様化を推進します。 

★障害を理由に正しい情報が得られない場合、障害者本人が適切な消費者行動をとれないため、消

費者の権利保障の視点にたった情報提供に配慮します。 

③消費者啓発・消費者教育の充実 

★消費生活センターにおいて、出前講座や講演会等など普及啓発を通じて、消費者トラブルに関す

る情報を発信し、クーリング・オフ*の方法など救済に関して必要な情報提供を進め、障害者本人

や家族、支援者などが消費者教育を受ける機会を充実します。 

★気づかないうちに障害者が大きな被害を受けているといった事態を招かないように、障害者本人

はもとより、支援者などを通じた予防や早期の気づき等の観点から、消費生活部局と障害福祉部

局とが連携をしながら研修等の機会を確保し、消費者啓発や消費者教育の充実を図ります。 

★障害者差別解消法の平成２８年度施行による「合理的配慮」を踏まえながら、消費生活部局と障

害福祉部局がより一層連携しながら、わかりやすい啓発普及の方法について検討を進めます。 

 

[1-5] 選挙・投票における環境の整備 
 

 現状と課題  

◇投票は民主主義の基本となる権利であり、わが国では憲法において、20歳以上の国民には等し

く選挙権が認められています。しかし、障害者にとっては、障害ゆえに投票に参加することが難

しいことも少なくありません。これまで、公職選挙法の改正により、障害者に配慮した投票方法

などが拡充されてきており、また、平成25年5月の改正では、成年後見における被後見人の選挙

権・被選挙権の回復がなされるなど、障害者が選挙権を行使できる制度面の取組みが進められて

いますが、情報が得にくいことや、投票所の環境の問題などの理由で、現実には投票に行くこと

が困難な障害者も少なくないものと考えられます。 
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◇本市では、点字や音声等での選挙公報の提供などを通じて、選挙に関する情報を障害者に届けて

いるほか、投票所へのスロープの設置、手話通訳者の派遣、点字等での投票など、投票所での障

害者への配慮に努めています。投票所に行くことができない障害者で一定の要件を満たす方に

は、郵便等による不在者投票の制度が、指定病院等に入院・入所中の障害者には、病院等での不

在者投票制度があります。また、郵便等による不在者投票ができる人でも、上肢や視覚の障害に

より投票用紙への記入が難しい人には、本人に代わって投票用紙に代筆する代理記載の制度があ

り、障害者が選挙権を行使できるように配慮がなされています。 

◇しかし、現状ではすべての投票所でのバリアフリー化が実現できているわけではなく、また、投

票所で障害者を支援する職員体制も十分ではないなど、投票所の運営において多くの課題があり

ます。特に、投票は家族や介助者等が本人に代わって行うことはできないため、代理投票による

投票をはじめ障害者に対応する投票所の職員の役割は大きいと言えますが、現状では質・量とも

に十分ではなく、障害の特性に応じた職員の対応方法や、コミュニケーション技術の向上等は大

きな課題であると言えます。また、すべての障害者にわかりやすい選挙情報の提供や投票所の設

置、投票所に行くことが困難な障害者への支援等についてもさらに充実していくことが求められ

ています。 

 

 施策の取組み方向  

①選挙に関する情報提供等の充実 

★点字、音声、手話など、多様な手段を用いて選挙に関する情報を提供します。 

★成年後見における被後見人の選挙権の回復などをはじめとして、障害者の選挙権に関することに

ついて、障害者本人をはじめ家族、支援者等への周知・啓発を進めます。 

★関係機関と連携し、公職選挙法などの規定を踏まえつつ、障害の特性に応じて障害者に適切に選

挙に関する情報を届ける方法や、投票時の意思表示の方法等について検討を進めます。 

②障害者に配慮した投票所の設置 

★障害者等の意見を聞きながら、障害者に配慮された投票所のあり方について検討を進めます。ま

た、投票所の掲示については、わかりやすく・読みやすい表現や、絵文字・絵記号の活用などを

検討し、投票の手順等について障害者が理解しやすいように工夫します。 

★投票所の選定にあたっては、物理的にバリアフリー化が困難な施設の使用は極力避けて、投票所

のバリアフリー化が確保されるよう進めていきます。 

★点字での投票、手話通訳者の派遣など、障害者が投票にあたって必要となる体制の整備を引き続
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き進めていきます。 

★誰もが投票しやすい環境づくりをめざして、障害特性に応じた対応の研修やマニュアルの整備等

を通じて、投票所での障害者支援の質的向上を進めます。 

★障害者が投票所へ行くための支援として、必要なサービスが不足しないよう提供体制の充実を図

ります。 

③多様な投票についての周知・啓発と検討 

★郵便等による不在者投票、指定病院等での不在者投票などの制度について、周知・啓発をより一

層進めるとともに、障害者にとってより使いやすい制度となるように、障害者等の意見を聞きな

がら望ましいあり方について検討を進めます。 

★投票への参加を呼びかける選挙啓発活動においても、障害者等の意見を聞きながら、障害者にと

ってもわかりやすく、投票への意識向上につながる啓発に取り組みます。 
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 2 地域生活 

 

[2-1] 医療・リハビリテーション、介護、保健、障害

児支援施策の充実 
 

 現状と課題  

（医療・リハビリテーション） 

◇生活の安心を確保するうえで、医療の保障は不可欠です。障害者が必要な医療を安心して受けら

れるように、体制の充実を進めていく必要があります。「実態調査」においても、障害者の暮ら

しやすい社会づくり･まちづくりにおいて、「障害者に配慮した保健、医療体制の充実」を進めて

ほしいとの意見が多くなっています。 

◇特に、今後、高齢となる障害者の増加が見込まれるなか、障害者の在宅医療の体制の強化が重要

になります。本市では重度障害者の訪問看護利用の支援などの取組みを進めていますが、在宅医

療については大阪府の保健医療計画において大きな柱の1つとなっており、大阪府等と連携しな

がら、市内の医療機関における障害者への医療受診の一層の充実や、障害者が訪問診療・訪問看

護等の医療サービスを受けやすい体制づくりを推進していく必要があります。 

◇歯科診療については、口腔保健センターでの重度障害者の歯科診療など、障害者が安心して歯科

診療を受けることができる体制づくりを進めていますが、地域においても歯科診療を受けやすい

体制づくりを一層推進していく必要があります。 

◇障害者にとって、二次障害の防止などの観点からリハビリテーションは重要です。医療機関間の

連携により、急性期・回復期・維持期における専門性の高いリハビリテーションを適切に受ける

ことのできる環境整備に取り組んでいくことが求められます。 

◇リハビリテーションにおいては、機能訓練等の医学的リハビリテーションから、障害特性に応じ

た機能訓練や生活訓練等の生活場面でのリハビリテーションへの連携が重要となります。高次脳

機能障害への支援は、現行の障害福祉サービスにおいては、充分に確立されておらず、本市では、

健康福祉プラザ*の生活リハビリテーションセンターにおいて、医療機関等との連携のもと、高次

脳機能障害を対象とした生活訓練を実施しながら、多様な障害に対応する生活場面でのリハビリ

テーション体制の充実が必要です。 
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◇精神疾患の患者数は増加しており、早期治療のための医療情報の提供や精神医療の体制の充実が

必要です。本市では、大阪府・大阪市と共同での精神科救急医療体制の整備など、精神医療体制

の基盤強化に取り組んでいます。今後も大阪府等と連携しながら、精神科病院の入院者の長期入

院を解消し、社会復帰を促進していく必要があります。 

◇難病の患者に対する良質かつ適切な医療の確保と療養生活の質の維持向上を図ることを目的に

新しく制定された「難病の患者に対する医療等に関する法律」は、平成26年5月30日に公布さ

れ、平成27年1月1日に施行されます。対象疾患が拡大されることに伴い、公平で安定した医療

費助成制度の確立だけでなく、地域の支援機関等と連携しながら難病患者の療養や社会活動を支

援していくための体制づくりを推進していく必要があります。 

◇特定疾患医療受給者数は増加しており、小児慢性特定疾患を含む難病患者等への支援の充実が求

められています。難病等は疾患数が多く、人により症状もさまざまです。また、専門医も少なく、

情報が得にくい、医療面での支援が受けにくいという課題があります。こうした課題を踏まえ、

今後も大阪府等と連携して、難病等患者等が医療サービス等を受けやすい体制づくりを推進して

いく必要があります。 

（支援） 

◇障害者が地域で自立した生活を送り、家族介護を前提とせずに地域で安心して暮らすためには、

居宅介護や生活介護、短期入所など、必要な在宅サービスが十分に提供される体制が重要です。

本市における障害福祉サービス等の利用者数、利用量は増加しており、障害者数の増加に伴い、

今後も増えていくものと見込まれます。また、「堺市障害福祉計画」において、障害福祉サービ

ス等の将来的なニーズに基づき、提供体制の確保に向けての計画を定め、サービス基盤の整備を

進めています。 

◇「実態調査」によれば、サービス事業所では、職員が不足しているなどで、ニーズに応じた十分

なサービスを提供できていないという事業所も多く、特に短期入所については、ニーズに対して

サービス基盤が十分ではない状況となっています。また、医療的ケアが必要な障害者への対応、

発達障害、高次脳機能障害、難病等など、さまざまな障害の特性に応じた量・質の両面における

サービス供給体制の充実に取り組んでいくことが必要です。 

◇医療的ケアが必要な障害者に対しては、在宅医療の提供の充実をはじめ、地域の生活介護事業所

へ看護師を配置、重症心身障害者（児）支援センターにおける入所支援や短期入所支援など、重

度障害者への対応力を向上するための支援など、サービス基盤強化のさまざまな取組みを進めて

います。今後もこうした取組みの一層の向上を図り、障害種別や障害特性などを背景とした多様

なニーズに、きめ細かく対応できるサービス基盤の充実を図っていくことが求められます。 

（保健） 

◇健康づくりにおいて、生活習慣病対策が全国的な課題となっており、本市においても例外ではあ
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りません。本市では、健康増進計画である「健康さかい21（第２次）」において、市民の生活習

慣病予防、健康寿命の延伸に取り組んでおり、障害者の健康づくりにおいても、この観点に基づ

く取組みを進めていくことが重要となります。 

◇障害の種別や程度等によっては、障害者が自ら食生活など生活習慣の管理・改善に取り組むこと

が難しい場合もあることから、さまざまな障害の特性に応じた適切な保健指導などの取組みを進

めていく必要があります。本市では、障害者を対象とした料理教室や、訪問保健指導などの取組

みを通じて、障害者の健康づくりへの支援を行っていますが、今後も障害者の障害特性やライフ

ステージ等に応じたきめ細かい保健体制づくりを推進していくことが求められます。 

（障害児支援） 

◇少子化により子どもが減少するなかで、発達障害を中心に、障害児や障害の疑いを有する子ども

が、地域の保育所、幼稚園、学校等に多く在籍する状況です。支援ニーズも多様化しており、障

害特性に応じたきめ細かい支援を行うことができるよう、関係機関の連携を進め、保育所、幼稚

園、学校等を通じた、発達段階に応じたとぎれのない支援体制の一層の強化が重要となります。 

◇障害児支援において、障害児等療育支援事業や障害児通所支援等の役割は今後一層重要になると

考えられます。さまざまな障害の特性に応じた適切なサービス提供や保護者支援など障害児通所

支援等の機能強化を図るため、事業所への研修等の充実が必要です。また、放課後等デイサービ

スについては、学校との連携強化に取り組んでいく必要があります。 

◇本市では、こどもリハビリテーションセンターを中核に、障害児支援の取組みを進めてきました。

乳幼児健康診査、発達相談等からの早期発見・早期支援体制の強化とともに、平成24年度の「児

童福祉法」の改正により、新たに創設された障害児通所支援の事業所等を含め、より一層関係機

関が連携した障害児支援体制の充実が必要です。 

 

 施策の取組み方向  

①医療・リハビリテーションの充実 

★医療機関等において、障害者が安心して医療受診できるように、障害へのきめ細やかな対応や、

人権擁護体制の充実などを進めます。また、強度行動障害など障害者の特性に応じた外来診療や

入院治療など、さまざまなニーズに対応できる医療基盤の確保を図ります。 

★障害者の在宅医療をより利用しやすくするための体制づくりを進め、障害者に対応できる訪問診

療や訪問看護等の医療基盤を充実します。 

★口腔保健センター等における歯科診療の基盤強化を進めるとともに、市内歯科診療所の障害の特

性に応じた対応や、訪問歯科診療など、障害者が地域において歯科診療を受けやすい体制づくり
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を推進します。 

★医療機関等においては、障害者へのリハビリテーションの一層の向上を進めるとともに、それぞ

れの医療機関の適切な役割分担のもと、急性期・回復期・維持期における専門性の高いリハビリ

テーションを適切に受けることのできる環境整備に取り組みます。 

★日中活動系サービスを利用している障害者の高齢化、障害の重度化などの状況も踏まえ、理学療

法士や作業療法士等と連携しながら、維持期リハビリテーションを身近な場所で受けやすくする

体制づくりを検討します。 

★各区の保健センター等における相談支援、メンタルヘルスや精神医療、精神疾患に関する正しい

知識の普及、かかりつけ医と精神科との連携などを推進し、精神疾患の早期発見・早期治療の体

制強化を進めます。 

★精神疾患の患者に応じて適切な医療を提供できるよう、外来診療、訪問診療・看護、入院医療、

精神科デイケア等の適切な治療を促進するとともに、関係機関が連携し、自ら受診が困難な患者

に対して、適切な治療の介入に向けての支援などの充実に取り組みます。また、精神科医療機関

等における人権擁護体制の充実を図ります。 

★関係機関の連携により、精神科救急体制の一層の充実、24時間体制での精神科緊急対応の取組

みを進めます。また、精神科と他科の治療が必要な身体合併症患者への治療などに対応できる医

療基盤の確保を図ります。 

★関係機関と連携し、難病等に関する情報提供体制の充実や、医療提供体制の確保などを図ります。

また、保健師等の専門性の向上を進め、相談支援体制の充実に取り組みます。 

②支援の充実 

★障害者が地域で自立した生活を送り、家族介護を前提とせずに地域で安心して暮らすためには、

障害者の生活状況などに応じた適切なサービス提供が必要となります。障害福祉サービス等につ

いては、「堺市障害福祉計画」において3年ごとに見直しを行いながら、きめ細かく基盤整備を進

めることとなっています。サービス見込量等については、「堺市障害福祉計画」において設定を

行います。 

★「堺市障害福祉計画」に基づき、短期入所など、特に不足しているサービスについて、基盤整備

の一層の充実を図ります。また、訪問系サービス（居宅介護等）、日中活動系サービス（生活訓

練等）、地域生活支援事業（移動支援等）に関して、障害者のさまざまな利用ニーズにきめ細か

く対応できるように、サービスの利便性の向上や、質の向上等に継続的に取り組みます。 

★障害者の範囲の拡大、重度障害者の増加などを踏まえ、障害福祉サービス等の充実に取り組みま

す。医療的ケアが必要な障害者への対応や、発達障害、高次脳機能障害、難病等など、さまざま

な障害の特性に応じた適切なサービス提供ができるように、サービスを提供する事業者の機能強
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化への支援を行うとともに、職員の専門性の向上、介護技術の向上等への研修機会の拡充などを

進めます。 

★健康福祉プラザ*の拠点機能を活用し、障害種別・特性に応じた生活リハビリテーション機能の充

実をめざします。 

★障害福祉サービス事業者等の指定に際しては、適切な事業運営を行えるよう、研修会の開催や情

報提供の充実を図ります。また、法律改正などに関する制度内容を適切に伝えながら、事業の適

正性などの観点から、事業者への指導や監督を行います。 

★外出のための移動支援、創作的活動や生産活動を提供する地域活動支援センター、日常生活用具

の給付・貸与など、地域生活支援事業についても、市の特色を生かしながら、制度内容の充実を

図り、利用の普及を促進します。 

③保健の充実 

★健康づくりや生活習慣病予防に関して、障害者への健康の増進に関する周知・啓発を進めます。

また、健康診断の受診勧奨や、保健指導の充実などに取り組みます。 

★自ら健康づくりや生活習慣病予防に取り組むことが難しく、生活習慣病リスクの高い障害者に対

し、訪問指導等を通じた個別支援の体制を充実します。 

★障害者の障害種別やライフステージ等を踏まえた保健事業の手法を検討するなど、障害者の健康

の増進に向けた取組みを進めます。 

★歯科口腔保健に関して、家庭や地域、関係機関との連携のもと、具体的な口腔ケアの方法につい

て情報提供を行うとともに、身近なところでの、歯科医師等の歯科専門職種のかかわりが得られ

るよう取り組みます。 

④障害児支援の充実 

★児童発達支援センターの専門性を生かし、障害児支援の専門機関として、日常生活における基本

的な動作や集団生活への適応訓練などを行う児童発達支援等を行うとともに、保育所等訪問支援

などを通じて、地域の保育所、幼稚園、学校等への地域支援を行います。 

★より早期における適切な支援の提供に向け、乳幼児健康診査、発達相談等からの早期発見・早期

支援体制を一層充実するとともに、児童発達支援センター、保育所、幼稚園、学校、障害児通所

支援事業所、相談機関などの関係機関が連携し、身近な地域で柔軟に対応できるよう支援機能の

充実に取り組みます。 

★情報共有や支援方法の検討等に関して教育と福祉の一層の連携を推進し、関係機関の連携を強化

することで、障害児に対するとぎれのない支援を行うことのできる体制を確立します。 
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★児童発達支援事業所や放課後等デイサービス事業所などにおけるサービスの質の向上等を推進

し、障害児が適切なサービスを利用できる環境の充実を図ります。 

★保育所、幼稚園、学校、事業所等の職員研修などを推進し、障害児への対応力の向上、専門性の

強化を進めます。 

 

[2-2] 手当等や減免制度の推進 
 

 現状と課題  

◇障害者やその家族等の生活において、経済的な自立支援の面から負担を軽減していくことは重要

です。「実態調査」では、介護者のほぼ4分の1が、介護をするうえでの悩みとして「経済的負担

が大きい」ことをあげています。障害者の経済的自立においては、就労等による所得の確保と並

んで、障害があるゆえのさまざまな経済的負担を軽減するための各種手当や減免制度等の充実が

必要となります。 

◇障害者の所得保障としては、障害基礎年金をはじめ、各種年金、手当等があるほか、税金の減免、

交通費などの割引、医療費の助成など、さまざまなものがあります。本市では、こうした多様な

支援に関する情報を、「障害福祉のしおり」や障害児のための情報冊子である「あいのーと」等

を通じた情報提供、相談窓口での周知、広報さかいや堺市ホームページ等を活用した情報発信な

どを通じて障害者に届けています。 

◇今後も必要な人に情報が適切に届くように取組みを充実するとともに、制度を利用できる人が情

報不足のために利用できていない状況が生じないように注意していく必要があります。 

 

 施策の取組み方向  

①手当等や減免制度に関する情報提供の充実 

★年金、手当、減免制度等についての周知啓発を進めるとともに、情報提供体制を充実します。冊

子やパンフレットの作成、広報さかいやインターネット等による周知、相談窓口をはじめ、障害

者に関わるすべての人に対して情報提供などを引き続き推進するとともに、障害特性にも配慮し

た情報提供手段の多様化などを進めます。 

★年金、手当、減免制度等を利用できる人が利用できていないという状況が生じないように、関係

機関等と連携し、障害者が暮らす身近な地域できめ細かく障害者に情報提供できる体制づくりを
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進めます。 

②経済的負担の現状把握、国への要望等 

★障害者の経済的負担の現状について把握し、障害者を取り巻く経済環境等に応じた適切な制度設

計の国等への要望、本市における取組みの検討などを進めます。 

 

[2-3] 暮らしの場の整備 
 

 現状と課題  

◇障害者が安心して地域で生活を送るためには、さまざまな暮らしの場が確保されることがたいへ

ん重要です。「実態調査」によれば、グループホーム・ケアホームなど暮らしの場を求める声が

多くなっており、「将来必要になったときにすぐに入居できるかどうか不安」という人が多い状

況です。また、介護者の声として、「自分が介護できなくなったときのことなど将来が不安」と

いう人が半数を超えるなど、地域で障害者が安心して暮らし続けるための基盤整備が求められて

います。 

◇障害福祉サービス事業者においては、グループホームの一層の整備を考えつつも、障害者の高齢

化・障害の重度化に対応する生活支援員や世話人の支援体制の確保、生活支援員や世話人の支援

の質の向上、支援体制の強化に伴う運営面の経済的負担など、さまざまな課題を感じているとこ

ろも多く、ニーズに応じてサービスを十分に提供することが難しい状況も見られます。 

◇障害者の住居について、本市では、市営住宅の建替え等において、バリアフリー化など障害者へ

の対応を進めるとともに、障害者の住宅改修費の助成など、障害者が暮らしやすい住宅づくりの

ための取組みを進めています。また、障害者等への賃貸住宅の供給を促進するための責務などを

定めた「住宅セーフティネット法」などを踏まえ、障害者の住居確保への支援を行っています。 

◇重度の障害者への支援としては、重症心身障害者（児）支援センターのベルデさかいが開所し、

一定の基盤が整備されましたが、今後はこれらを拠点として活用しながら、重い障害があっても

地域生活が可能になるような基盤整備を進め、暮らしの場の選択肢を増やしていくことが求めら

れます。また、現状で地域生活への移行が難しくなっている障害者においても、地域で暮らすこ

とが可能になるように、地域生活支援の拠点を整備していくことが重要となります。 

◇国において、障害者の高齢化・障害の重度化や親亡き後も見据えた地域生活支援を推進する観点

から、グループホーム等のあり方など、地域における「地域生活支援拠点の整備」の検討が進め

られているところです。これらの動向についても留意しながら、取組みを一層推進し、障害者の

施設等から地域生活への移行・移行後の地域定着への支援、将来にわたって安心できる暮らしの
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場に向けて、安心した暮らしの場の支援体制の構築に向けて推進していく必要があります。 

 

 施策の取組み方向  

①住宅の確保、住宅改修等の推進 

★障害者が自宅で安心して生活できるように、地域生活における暮らしの相談、住宅改修費の助成

などを通じて、暮らしやすい生活空間づくりを支援します。 

★相談支援等を通じて、障害者が賃貸住宅などの適切な住まいを確保できるように支援します。 

★市営住宅に障害者が安心して入居できるように、建替え等におけるバリアフリー化などに引き続

き取り組みます。 

★住宅部局と連携しながら、大阪あんしん賃貸支援事業などを活用し、障害者が民間の賃貸住宅へ

入居するための支援や、不動産業者からの物件紹介など、入居しやすくなるための取組みを推進

します。 

②グループホームの整備推進 

★グループホームについては、障害者にとって、入所施設や病院からの地域移行をはじめ、自立し

た生活の観点から、障害者の重要な暮らしの場と位置づけながら、将来的なニーズに基づき、計

画的な整備を進めます。 

★入居者の高齢化・障害の重度化に対応し、生活支援員や世話人などの職員がさまざまなニーズに

対応できるように、支援の質の向上などを図ります。 

★医療的ケアの必要な入居者をはじめ、誰もがグループホームを利用できるように、グループホー

ムのあり方の検討を進め、さらなる機能の向上に取り組みます。 

③安心して暮らすための支援体制の構築 

★施設からの退所者、精神科病院からの退院者、家族との同居から自立した生活を必要とする障害

者に対して、暮らしの場の確保と地域生活の移行・移行後の地域への定着支援を進めるとともに、

宿泊型自立訓練をはじめとした基盤整備のあり方を検討します。 

★保護の必要な障害児で児童福祉施設等での受入れが困難な場合などへの対応について、地域資源

となる基盤の整備のあり方を検討します。 

★短期入所の充実を進めるとともに、短期入所の長期にわたる利用などの解消に努めます。 
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★障害者が安心して、将来にわたり地域生活を続けるために、夜間支援の充実を図りながら、２４

時間の見守り、緊急時の対応など、地域生活支援拠点等の整備を検討します。 

★障害者が身近な地域とつながりを持ちながら、障害者本人が自己選択できるよう、さまざまな暮

らしの場を整備しつつ、障害福祉サービス事業者をはじめとした地域の社会資源と連携を進める

とともに、サービス基盤の整備の充実と人的支援の連携体制の構築を図り、安心して生活できる

地域づくりをめざします。 

 

[2-4] 相談支援体制の充実・障害者の家族への支援 
 

 現状と課題  

◇障害者が地域での生活において、さまざまなサービスや支援を必要とする場合、そのサービスへ

つなげるためのきめ細かい調整やコーディネートなどの相談支援が必要となります。相談支援は

障害者が地域で安心して生活を送るための最初の支援で、その役割は重要です。 

◇「実態調査」によれば、区役所や民間の相談窓口で重要なこととして、「どこに相談にいったら

よいか、わかりにくい」「相談窓口への交通の便が悪く、出かけていくことが大変である」「相談

にいく度に、同じことを何回も説明しなければならない」などがあり、相談窓口で重要だと思う

ことに、「1ヶ所ですべての相談ができるような、総合的な相談窓口が必要」「窓口まで行かなく

ても、自宅などで相談できるとよい」などワンストップ相談やアウトリーチ*が求められています。 

◇本市では、市障害者自立支援協議会*が平成19年3月に設置され、区協議会も順々に設置するな

か、相談支援の関係機関が、地域での相談に関するシステムづくりを構築してきました。 

◇障害者の相談支援体制の充実として、既存の相談窓口を再編し、平成24年度より各区に障害者

基幹相談支援センター*を設置するとともに、健康福祉プラザ*に総合相談情報センターを置き、

相談窓口のワンストップ化と総合的・専門的な相談支援体制の充実を進めています。障害者基幹

相談支援センター*を区域の中核に、総合相談情報センターを市域の中核とし、地域の事業所や専

門機関等との連携調整を図り、相談に迅速・柔軟に対応できる体制づくりに取り組んでいます。 

◇平成２７年度からは、障害福祉サービス・地域相談支援や障害児通所支援の利用者に対し、支援

の一環として、サービス等利用計画*を作成することが求められています。そのため、計画相談支

援を担う指定特定相談支援事業所等の拡充が求められていますが、現状ではまだ十分な数に達し

ていないため、事業所を増やしていくための取組みが求められています。また、入所施設や精神

科病院からの退所・退院希望者に対し、地域生活への移行や移行後の地域定着を支援する地域相

談支援を担う指定一般相談支援事業所もさらなる拡充が必要です。 
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◇刑事事件等に関わる障害者において、その権利擁護等の視点から、司法手続き等における配慮が

なされる必要がありますが、その場合においても相談支援は重要な役割を果たします。裁判所な

どの司法機関等と連携しながら、裁判訴訟に関わる手続きに対して、支援をしていく必要があり

ます。また、累犯障害者などの社会復帰に向け、地域生活定着支援センター*や保護観察所*等の

関係機関と連携しながら、必要なサービスにつなげる支援を進めていく必要があります。 

◇障害当事者とともに、その家族等への支援も重要な取組みとなります。本市では、家族相談や家

族教室などを通じて、家族が障害について理解する機会を提供し、同じ悩みを持つ家族同士が交

流できる機会をつくるとともに、精神障害者のピアサポーター*の養成など、障害当事者や家族等

による相談活動や家族教室などの交流の場の提供を行っています。今後もこうした取組みを一層

充実し、また、家族への支援を充実していくことで、障害者の家族が孤立しないように支援して

いくことが必要です。 

 

 施策の取組み方向  

①相談支援ネットワークの充実 

★障害者のライフステージ等に応じ、適切な相談支援を行うことができるように、福祉、教育、労

働など幅広い分野の横断的な連携体制を強化し、個々の障害者の生活に沿ったとぎれのない相談

対応に取り組めるよう、連携体制を強化します。 

★障害者自立支援協議会*を通じて、相談支援機関の連携の強化を図り、区役所や障害者基幹相談支

援センター*、地域の指定相談支援事業所の機能向上を引き続き推進し、相談者の障害種別や年齢

等に関わらず、相談窓口として迅速・適切な相談対応ができる体制のさらなる充実をめざします。 

★健康福祉プラザ*に設置されている障害者更生相談所、こころの健康センター、子ども相談所、総

合相談情報センター、発達障害者支援センター、難病等患者支援センター、障害者就業・生活支

援センター*、生活リハビリテーションセンター等においても、それぞれの機能に応じた専門的な

相談支援のさらなる充実をめざします。 

★地域包括支援センター*、コミュニティソーシャルワーカー（地域福祉ねっとワーカー）*などの

相談支援機関とのネットワークを構築し、地域の中で孤立し、自ら声をあげることが難しい障害

者本人やその家族の発見・支援体制を充実するとともに、複合的な課題を有する家庭全体に対し

ては、多分野の関係機関が連携しながら、適切な支援を行う体制づくりに取り組みます。 

②指定相談支援事業の充実 

★障害福祉サービス等による支援が必要な障害者へ、サービス等利用計画*を作成し、円滑にサービ

スを利用できるように、指定相談支援事業所の設置を促進します。 
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★サービス利用者の障害特性を踏まえた適切なサービス等利用計画*が作成できるように、相談支援

専門員*のケアマネジメント*の技術の向上に向けた研修の実施等に取り組みます。 

★施設から退所し、地域で生活を行う障害者の地域移行や、地域定着の支援を行う指定相談支援事

業所について、その設置を促進するとともに、研修等を開催しながら、相談業務の質の向上をめ

ざし、権利擁護の視点を大切にした相談体制を構築します。 

★地域の指定相談支援事業所と障害者基幹相談支援センター*が連携を通じた支援を行うことによ

り、地域における相談支援体制の充実と質の向上を進めます。 

③司法手続き等における相談支援 

★裁判所などの司法機関等との連携を図り、裁判訴訟に関わる手続きに対して、障害者が適切な相

談支援を受けられるよう取組みます。 

★矯正施設に入所する累犯障害者などが、社会復帰を行うために、地域生活定着支援センター*や保

護観察所*等の関係機関と連携しながら、出所後に必要なサービスにつなげる支援を進めます。 

④障害当事者活動や家族への支援の充実 

★障害当事者が、地域での生活の場面で、自分らしく自己決定し、活動しやすくするための環境調

整を行うとともに、障害当事者がエンパワメント*できるよう支援を進めます。 

★障害者の家族等が、障害について理解をしたり、支援について学んだり、同じ悩みを持つ家族同

士が交流できるような機会の提供について支援を進めます。 

★障害者やその家族等が相互に援助を行う活動であるピアカウンセリング*等への支援を進めると

ともに、障害当事者による活動等を促進します。 

 

[2-5] 防災及び防犯の推進 
 

 現状と課題  

（防災対策） 

◇東日本大震災をはじめ、全国各地で発生している台風等による被害など、近年、さまざまな大規

模災害が発生しており、防災対策はまちづくりにおいて大きな課題となっています。本市におい

ては、太平洋沖の南海トラフ沿いで発生する大規模地震の発生が高い確率で予測されており、ま

た、市を南北に走る上町断層帯による直下型地震の発生確率が国内の活断層の中でも高いと予測
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されるなど、防災対策の推進はきわめて重要であり、これまで、「堺市地域防災計画*」などに基

づき、計画的な取組みを進めてきました。 

◇本市では、災害時の避難行動に支援を必要とする障害者などの災害時要援護者*について、民生委

員児童委員による訪問調査を行うことにより、要援護者の状況の把握に努め、地域支援者等によ

る要援護者の避難支援を行うための体制整備を進めています。 

◇災害情報を迅速・確実に伝達するため、インターネットやＦＡＸサービスを利用して、聴覚障害

者（登録希望者のみ）の自宅のＦＡＸへ一斉に災害情報を配信する仕組みの導入など、ＦＡＸや

音声スピーカー、テレビ映像、ｅメール等の多様な情報伝達手段の整備を進めています。 

◇障害者などの災害時要援護者*が避難生活を送る場合、一般の避難所（指定避難所*）で生活する

ことが難しい場合も多いことから、障害者施設、高齢者施設等を福祉避難所*に指定し、災害時に

要援護者が適切な環境で避難生活を送ることができるように環境整備を進めています。 

◇東日本大震災では、犠牲者の過半数を65歳以上の高齢者が占め、また、障害者の死亡率が健常

者の死亡率の２倍になるなど、災害時要援護者*における被害の大きさが報告されています。また、

「実態調査」によれば、災害時の避難について約7割の人が不安を感じており、「ひとりでは移動

ができない」、「情報がわからない」、「災害の状況の判断ができない」、「避難場所の環境」など、

さまざまな面で不安の大きいことがわかります。障害者の安全・安心を確保し、より堅牢な防災

体制をつくるために、障害当事者の意見等も聞きながら、きめ細かく取り組んでいく必要があり

ます。 

（火災等の緊急時対応） 

◇大規模震災以外にも、火災に対する消防においても生活の安全の確保のために、さまざまな対策

が求められます。障害者等が利用する施設における自衛消防訓練の指導や火災発生時に消防活動

がスムーズにできるよう障害福祉施設を含めた建築物への消防活動空地の設置指導を行い、防火

に向けた取組みを行っています。 

◇火災等が発生した場合においても災害時要援護者*情報を活用しながら、より効果的な消防活動が

できる取組みを進めています。消防局においては、ｅメール、ＦＡＸ及び緊急通報システム*から

119番通報を受信できる体制を整えており、今後、こうした取組みをさらに充実させ、障害者が

日常生活を送るうえでの安全・安心を確保する必要があります。 

（防犯対策） 

◇交通事故、障害者を狙った犯罪など、障害者の生活の安全の確保のために、さまざまな対策が求

められます。本市では堺市安全まちづくり会議*を設置し、市、警察、事業者、市民、地域団体ら

との協働により、犯罪防止・地域安全の確保に向けた取組みを行っています。 

◇犯罪は女性や子どもなど弱者が狙われることが多く、障害者も例外ではありません。障害者の安
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全な地域生活のためには、現状の防犯対策に障害者の視点を盛り込み、体制を一層充実させてい

く必要があります。 

◇本市では、「堺市犯罪被害者等支援条例」を施行し、犯罪被害者等が受けた被害の回復及び軽減

に向けた取組みを行っています。犯罪被害者等支援総合相談窓口や犯罪被害者等支援カウンセリ

ング事業、犯罪によりこれまでの住まいに居住が難しくなった被害者への一時避難住宅の提供な

どを実施しており、これらにおいても障害者が活用しやすいように配慮を行っていくことが必要

です。 

 

 施策の取組み方向  

①地域における防災対策の充実 

（避難支援） 

★大規模災害時の発災直後においては、行政が直接、救出・救助活動を行うことは極めて困難であ

り、障害者やその家族による自助や地域支援者や障害福祉サービス事業者等による共助の取組み

が重要となります。障害者やその家族に対して、食料や障害特性から必要となる物品等の備蓄、

避難場所や避難ルート等の確認などの平常時からの備えに加え、自治会活動などの地域コミュニ

ティ活動を通じ、日頃から関わりのある人たちと連携した避難支援の重要性の普及・啓発活動を

進めます。 

★障害者の避難支援において、障害の特性に応じた支援や配慮すべきことについて、地域住民等へ

の啓発を進めるとともに、平常時においても地域の防災訓練への障害者の参加等による地域との

つながりを推進し、福祉関係機関や障害福祉サービス事業者とも連携をしながら、被害の軽減を

めざします。 

★民生委員児童委員による災害時要援護者*への訪問調査を推進し、本人の意思及び個人情報の保護

に十分留意しつつ、障害者の個々の状況に応じた個別の避難計画の策定を促進するなど、地域支

援者等を主体とした共助によるより効果的な避難支援体制づくりを進めます。 

★障害特性に応じて適切・迅速に災害情報を届けることができるように、ｅメール等の多様な手段

を用いた情報発信体制を充実します。 

★平常時から利用者のことをよく理解している障害福祉サービス事業所と災害時にも連携した障

害者の避難支援の仕組みづくりを進めます。 

（避難生活） 

★地域における避難所設置･運営訓練等の実施を促進するとともに、障害者などの災害時要援護者*
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に配慮した避難所設置・運営のシミュレーションなどの取組みを進めます。 

★避難所等に保健師等の専門職を派遣し、障害者等への支援を行うとともに、避難所でも必要な支

援用具や障害福祉サービス等が受けられるように体制を整備します。 

★障害福祉サービス事業者等と連携して、福祉避難所*の指定を進めるとともに、福祉避難所開設・

運営マニュアルの整備や開設・運営訓練の実施、必要物資の備蓄整備など、適切な福祉避難所*

の開設・運営支援を実施します。 

★障害福祉サービス事業者において、災害が発生した場合でも被害を最小限にとどめ、災害時にお

ける利用者の支援と並行して、できるだけ早くサービス提供を再開するため、事業継続計画

（BCP）*に基づく防災体制整備をめざします。 

★行政から発信する生活支援情報等については、関係機関等との連携のもと、避難所等への手話通

訳者、要約筆記者等の派遣や点字、音声などの手段を用いて適切に障害者に届くように体制を整

備します。 

（生活再建） 

★大規模災害等で仮設住宅の設置が必要になった場合には、バリアフリー化した仮設住宅の設置を

進めるとともに、障害者が仮設住宅で孤立することのないように配慮を行います。 

★障害福祉サービス事業者等と連携し、障害者が早期に、サービスを活用しながら本来の生活を回

復できるように支援を進めます。 

★被災によるストレスが障害者の状態の悪化等につながらないように、関係機関が連携して災害時

の心のケアへの対応を推進します。 

②火災等の緊急時対応の充実 

★障害者等が利用する施設等に対し、自衛消防訓練の指導や、消防活動が円滑に行えるよう安全・

安心な生活空間の確保に向けて、防災的な観点の一層の充実を図ります。 

★ｅメールやＦＡＸによる通報システムや、緊急通報システム*等の体制を充実し、障害者がさまざ

まな手段を用いて迅速・適切に非常時の連絡ができるように取組みを進めます。 

★火災等が発生した場合に、登録している災害時要援護者*情報を活用した消防活動について、より

迅速かつ適切に対応できるよう推進しながら、個人情報等に配慮した運用のあり方等を検討しま

す。 

③防犯対策の推進 

★警察・地域団体等と協働して防犯パネル展示やひったくり防止キャンペーン等の防犯に関する周
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知・啓発を実施することで、障害者を含めた地域の防犯意識を高め、知識の普及に努めます。 

★街頭犯罪のさらなる減少や、子どもや女性の犯罪被害の防止に向けて、防犯カメラの設置等の防

犯環境の整備、防犯パトロール等の地域の防犯活動の支援を行います。 

★地域住民による子どもの見守り活動等と連携し、地域における障害児等の見守りを促進します。 

★犯罪被害を受けた障害者の救済等にあたっては、犯罪被害者等支援総合相談窓口などの相談窓口

を通じて、福祉関係機関、警察や民間団体とも連携し、ケースに応じた適切な支援を行うことが

できる体制づくりに取り組みます。必要に応じて、精神的被害からの早期回復にむけての心理カ

ウンセリングや、犯罪等により従前の住居に住めなくなった被害者への一次的な避難住宅の提供

等の支援を実施します。 
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 3 社会参加、教育、就労、まちづくり 

 

[3-1] 障害者の社会参加・地域社会における共生 
 

 現状と課題  

◇障害のある人もない人も、共に地域の中で暮らすことのできる社会をつくっていくためには、地

域活動をはじめ、さまざまな社会活動に障害者が参加しやすいようにしていくことが必要です。

社会活動への障害者の参加意欲を高めていくとともに、障害者が参加しやすい環境を整えていく

ことが求められます。 

◇地域活動については、本市では、校区福祉委員会*が行う地域のつながりハート事業等において、

地域に暮らす障害者を含め、住民が参加しやすい活動の企画などを促進しています。障害者の社

会参加・地域社会における共生について、障害者が地域の行事や活動に関わっていくことは大変

重要であり、誰もが参加しやすい地域活動の基盤づくりなどを進めていくことが必要です。 

◇障害者の社会参加の場として、地域活動支援センターが大きな役割を担っています。本市では、

地域活動支援センターを、身近な地域における活動の場とし、障害者とその家族に密着した日常

生活を手助けするための多様なサービスを提供する施設として展開しており、社会参加としての

機能の充実を図っています。しかし、現状においてはこれらの機能が十分に果たされていない状

況も見られ、こうした課題を踏まえ、地域における障害者の活動拠点としての機能強化を進めて

いく必要があります。 

◇障害者の社会参加としては、その他にも、サークル活動やボランティア活動など、さまざまな形

があります。本市では、健康福祉プラザ*の市民交流センター等において、障害者の多様な活動の

支援、活動の場の提供などを行っています。障害者が当事者としての経験などを生かしながら、

それぞれの希望に応じた社会参加を行うことができるように、ニーズ等を踏まえた支援を進めて

いくことが求められます。 

◇本市では、障害者長期計画や障害福祉計画の策定に際し、障害当事者及びその家族等の関係者の

意見を聴くため、これらの審議会等への参加を進めています。また、障害者の生活実態等を把握

するために、障害者自身に対し、アンケートによる実態調査を実施し、その結果を障害者の施策

や計画を策定するための基礎資料としながら、実態に即した施策に反映できるよう努めてきまし

た。障害者の範囲が拡大し、障害者総合支援法など新たな制度拡充等も進められる中で、今後、

障害当事者の意見等を聞くための方法等についても、さらに充実を図っていく必要があります。 
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 施策の取組み方向  

①地域活動等への参加の促進 

★地域の行事や活動に障害者が参加できるように、校区福祉委員会*等における企画や取組みを支援

します。 

★市民交流センター等において、障害者と地域住民との相互理解を深めるための交流イベントなど

の企画・実施に取り組むとともに、地域における交流活動の支援を進めます。 

★地域活動支援センターについて、障害者が身近な地域で利用しやすくなるように、障害特性に応

じた多様なニーズに対応し、質の高いサービスを提供しながら、障害者自身が主体性を持って活

動ができるように支援の充実を図ります。 

★市民交流センター等において、障害者のサークル活動やボランティア活動の場の提供、活動に関

する相談窓口の充実などに取り組みます。また、障害当事者の語り部活動などをはじめ、障害者

がさまざまな形で社会参加・活動を行うことを支援します。 

②障害者施策への障害当事者の意見の尊重 

★障害者施策を審議する審議会等について、障害者である委員に対する障害特性に応じた適切な情

報保障等を確保しつつ、障害者の審議会等の委員への登用を促進します。 

★障害者施策に関係する計画等に関する意見として、会議に参加していない障害当事者へ意見につ

いて、障害者へのインタビューや障害特性に配慮したパブリックコメントを実施するなど、幅広

く意見を聞く機会を確保しながら、その意見の尊重に努めます。 

 

[3-2] インクルーシブ教育に向けた教育体制の充実 
 

 現状と課題  

◇本市の小中学校に在籍する障害のある児童・生徒数は増加しており、発達障害等をはじめ、学校

において多様な障害特性を有する児童・生徒への対応が一層重要となってきています。本市では、

支援学校や小中学校での支援学級・通級指導教室*等のさまざまな学びの場における、教育的ニー

ズに応じた指導や支援の充実を通じて、障害のある児童・生徒が、その障害特性に応じた適切な

教育を受けることができるよう、取組みを進めています。今後もこうした取組みを一層進めると

ともに、教育と福祉の連携等を強化し、障害のある児童・生徒の教育体制の充実を図っていく必

要があります。 
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◇支援学級等の在籍児童・生徒においては、障害の重度化・重複化や多様化が見られます。また、

通常の学級に在籍する児童・生徒においても、発達障害等の支援が必要な児童・生徒が在籍して

いる状況があります。こうした状況に対応するうえで、学校現場における障害のある児童・生徒

への理解と適切な指導や必要な支援等の一層の向上が重要であり、教職員への研修や、大学教

授・医師等の専門家を学校園に派遣する各種事業を実施しています。学校現場における一層の専

門性向上を図るため、これらの取組みをさらに充実していく必要があります。 

◇国において、障害のある子どもとない子どもがともに学ぶインクルーシブ教育の理念に基づき、

そのシステム構築が検討されています。本市においても、こうした動向を踏まえ、インクルーシ

ブ教育システムの構築に向けた体制づくりを図っていく必要があります。本市では、ともに学び

ともに育つ教育を推進するための交流及び共同学習、ボランティア体験・キャップハンディ*など

の体験学習も含めた福祉教育等による児童・生徒の障害理解の促進、障害のある児童・生徒の学

びの環境の基盤整備などを進めていますが、今後もこうした取組みを一層推進していくことが求

められます。 

 

 施策の取組み方向  

①合理的配慮に基づくインクルーシブ教育システムの構築 

★教育の場においても、障害者差別解消法による「合理的配慮」を踏まえた取組みが求められます。

国の動向等も踏まえながら、特別支援教育のさらなる展開等を通じ、本市におけるインクルーシ

ブ教育システムの構築をめざす取組みの推進を図ります。 

★子ども・保護者の意見や教育的ニーズを踏まえた就学相談等を充実するとともに、障害のある児

童・生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた個別の教育支援計画や個別の指導計画を作成し、多

様な学びの場での特別支援教育を推進します。 

★障害のある幼児・児童・生徒の就学・進学や、幼児の就学前から就学期への移行期におけるとぎ

れのない支援体制の一層の充実に向け、教育・福祉・医療等の関係機関の連携を進めます。また、

就学・進学の際の情報共有ツールである「あい・ふぁいる」の普及・活用を推進します。 

★障害のある児童・生徒とない児童・生徒が同じ場で学ぶことを追求するとともに、障害のある児

童・生徒の多様な教育的ニーズに対応するために、通常の学級、通級指導教室*、支援学級、支援

学校といった柔軟で連続性のある多様な学びの場の充実に努めます。 

★インクルーシブ教育を展開するうえでの基盤となる学校施設等については、国の動向等にも留意

しながら、基礎的環境整備や合理的配慮のあり方等について検討を進めます。 
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②障害の理解を進める教育の推進 

★児童・生徒が障害に関する正しい知識を持ち、障害への理解を深めていけるように、福祉施設等

でのボランティア体験やキャップハンディ*などさまざまな手法を活用し、子どもたちが障害を身

近に感じ、自ら考えていけるような福祉教育を展開します。 

★支援学校と小中学校、学校内での支援学級と通常の学級の児童・生徒の交流及び共同学習の機会

を充実し、インクルーシブ教育の理念の普及、相互理解の深化や実践力の育成を進めます。 

③学校等における専門性の向上 

★支援学校における障害のある児童・生徒の障害の重度化・重複化や多様化などを踏まえ、研修の

充実等を通じて、教職員の専門性の向上に努めます。 

★小中学校における支援学級や、通常の学級に在籍する発達障害等のある児童・生徒への支援の充

実を図るため、教職員への研修の充実等を推進するとともに、学校だけでは対応が困難な場合に

は、大学教授・医師等の専門家を学校園に派遣する各種事業を積極的に活用します。 

★支援学校においては、幼稚園や小中学校の要請に応じ、障害のある幼児・児童・生徒の教育につ

いての助言や援助、その保護者に対しての教育相談の実施などを行うこととされています。支援

学校の教員の専門性の向上や、地域支援の拠点となる支援学校のセンター的機能の充実を図るこ

とを目的として、支援学校へ作業療法士や言語聴覚士などの専門家を派遣し、支援学校の地域の

学校に対する支援の機能強化を行います。 

★放課後児童健全育成事業において、障害児が安心して放課後活動ができるように、受け入れ体制

の推進を図ります。 

 

[3-3] 文化芸術活動、スポーツ、レクリエーションの

推進 
 

 現状と課題  

◇障害者の社会参加や生きがい、自己表現等において、文化芸術活動、スポーツ、レクリエーショ

ン等は大きな活力を担っています。「実態調査」では、「障害者が参加しやすいスポーツやレクリ

エーション、文化活動の推進」を求める声が、特に若年者を中心に多くなっており、こうしたニ

ーズも踏まえつつ、文化芸術活動、スポーツ、レクリエーション等に障害者が参加しやすい環境

を整えていくことが求められます。 
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◇近年、障害者の文化芸術活動に対する関心が高まっており、美術、音楽などにおいて、障害者が

その個性を発揮し、文化芸術を生み出す力が評価されてきています。本市においても、堺市展や

市民芸術祭をはじめ、障害者を含めた市民が芸術に参加し、自己表現する機会の充実を図ってい

ます。また、市内の文化施設のバリアフリー化などを推進し、障害者が文化芸術に接する機会の

充実に取り組んでいます。今後もこうした取組みを一層進め、支援していく必要があります。 

◇スポーツやレクリエーションについては、平成23年に施行された「スポーツ基本法」において、

「障害者が自主的かつ積極的にスポーツを行うことができるよう、障害の種類及び程度に応じ必

要な配慮」をすることが明記されました。本市においてもこうした方向性を踏まえ、「堺市スポ

ーツ推進計画*」において、重点的に取り組むべきテーマとして「高齢者や障害者のスポーツ活動

の推進」を掲げています。 

◇本市では、健康福祉プラザ*のスポーツセンターにおいて、障害者のスポーツ活動の拡充や健康づ

くり、交流の促進などを目的としたさまざまな取組みを進めています。また、堺市障害者スポー

ツ大会*の開催や、全国障害者スポーツ大会*への選手団派遣、スポーツ指導員の養成・育成等を

通じて、障害者スポーツの普及を推進しているほか、障害者スポーツ・レクリエーション大会*、

精神障害者地域交流運動会（ハッスル運動会）*など、障害者がスポーツ等を通じて交流できる機

会の拡充を進めています。 

◇今後は東京オリンピック・パラリンピックの開催などを機に、障害者スポーツ等への関心が高ま

っていくことも想定されることから、障害者スポーツ等に関する情報提供などを一層推進すると

ともに、障害者がスポーツやレクリエーションに親しむ機会の拡充や安心して参加できる環境整

備、指導者等の育成等に取り組んでいく必要があります。 

 

 施策の取組み方向  

①文化芸術活動への参加の促進 

★障害者が文化芸術に接し、文化芸術に関心を持つことができるよう、障害当事者団体が行ってい

る文化活動に対する現状把握を行うとともに、市内文化施設等の一層のバリアフリー化の推進

や、情報発信の充実、障害者を対象とした文化芸術セミナー、ワークショップやコンサートの開

催などを検討します。 

★障害者の芸術活動を支援するために、創作の場や展示の場の充実、作品展や発表会などのイベン

ト開催などを推進します。また、芸術方面における才能の豊かな障害者を発掘し、作品の商品化

を支援するなど、プロモーション活動（顧客を対象として行う広告、販売促進、営業活動）につ

いての検討を行います。 

★国際障害者交流センター（ビッグ・アイ）*との連携を強化し、国際交流を含めての障害者の文化
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芸術活動へのバックアップ体制を充実します。 

★学校等との連携を通じ、障害児が早期から文化芸術に親しむことのできる環境の整備を図りま

す。また、学校等で文化芸術活動に親しんだ障害児が、卒業後も文化芸術活動を続けられるよう

な環境整備について検討を行います。 

②スポーツ・レクリエーション活動への参加の促進 

★障害者の競技スポーツへの支援として、各種目の競技団体や学校等とも連携しながら、指導者の

育成等をより進めるとともに、市民と交流しながらトレーニングに取り組むことができる環境の

充実等に取り組み、競技者がその力を一層伸ばしていけるように体制の強化を進めます。また、

全国障害者スポーツ大会*やさまざまな世界大会などへの選手派遣についてもバックアップ体制

を充実します。 

★気軽にスポーツやレクリエーションに参加できるように、健康福祉プラザ*のスポーツセンターを

中心に、場の提供や、各種スポーツ・レクリエーション教室の開催等を推進するとともに、障害

者向けスポーツ・レクリエーションの紹介や運動器具の貸し出し・普及などに取り組みます。 

★身近な市内スポーツ施設においても、障害特性に配慮した安全性の確保等を進め、スポーツ・レ

クリエーションに親しむことのできるよう環境整備に取り組みます。 

★スポーツ施設の整備や大規模な公園の活用に際し、障害者に配慮した使用方法等について、検討

を行います。 

★市民マラソン等をはじめ、市民のスポーツ大会・イベント等への障害者の参加を促進し、スポー

ツ・レクリエーションを通じた交流の促進等を図ります。 

★障害者スポーツ・レクリエ―ション大会*や精神障害者地域交流運動会（ハッスル運動会）*など

の一層の充実を図り、障害者がスポーツ・レクリエーション活動を通じて健康づくりや交流など

ができる機会の拡充を推進します。 

★学校等との連携により、障害児のスポーツ・レクリエーション環境を充実させるとともに、卒業

後もスポーツ・レクリエーション活動を続けられるような環境整備について検討を行います。 

★障害者のスポーツやレクリエーション活動を支える指導者やボランティアの育成をより充実し

ます。 

 

[3-4] 就労の機会確保、優先雇用、安定雇用の促進 
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 現状と課題  

◇就労は、障害者の経済的自立の大きな手段であるとともに、社会参加や生きがいの面においても、

障害者の生活において重要な意義を持ちます。「実態調査」によれば、18歳以上の障害者の2割

弱が一般企業等で働いており、39歳以下に限れば、障害者の約3割が一般就労をしています。ま

た、障害者の就労を進めるために必要なこととして、「職場に障害を理解してくれる人がいるこ

と」や「勤務場所に障害者に配慮した設備などが整っていること」、「短時間勤務や週の数日のみ

働ける職場を増やすこと」などが求められています。 

◇障害者の就労支援、雇用促進は、国においても重要な取組みとなっており、平成18年の障害者

自立支援法の施行において、障害福祉サービスに就労移行支援事業、就労継続支援事業が創設さ

れ、障害者の就労への福祉側からの支援が強化されるとともに、障害者雇用促進法においては、

企業における障害者雇用への各種支援の拡充が進められ、法定雇用率*の引き上げなど、障害者雇

用の拡充に向けた企業側の取組みが進められています。 

◇本市では、障害者就業・生活支援センター*を中心に、障害者の就労と生活を一体的に支援する取

組みを進めています。また、市内の就労移行支援事業者等で、一般企業などへの就労を希望する

障害者に、ニーズや適性に応じた職業訓練や求職支援、就労後の職場定着のための支援等を行っ

ています。また、精神障害者社会適応訓練事業*などにおいても、障害者の個々の状況に応じたき

め細かな支援に取り組んでいます。 

◇ハローワークと連携して、障害者の就職面接会、雇用促進セミナー、企業啓発等を実施しており、

障害者雇用の促進に向けた取組みを進めています。今後もこれらの取組みを一層推進し、障害者

個々の職業能力の開発への支援を充実するとともに、企業への啓発や障害者雇用の際の各種支援

等に取り組み、障害者、企業の双方が安心できる就労環境の整備を進めていく必要があります。 

◇一般就労が困難な障害者にとって、福祉的就労は重要な就労の場であり、本市においても、就労

継続支援Ｂ型事業所等において、さまざまな状況の障害者が働くことのできる環境が整備されて

います。今後もこうした取組みをさらに充実させていく必要があります。 

◇事業所における工賃は全般的に低い状況にあり、授産活動が安定しない事業所も見られることか

ら、授産活動への各種支援、「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関す

る法律（障害者優先調達推進法*）」に基づく優先調達の推進や各関係機関が取り組んでいる雇用

施策全般を通じて、事業所の運営の安定や工賃の向上など、福祉的就労の底上げをめざしていく

ことが必要です。 

 

 施策の取組み方向  
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①職業訓練の充実 

★障害者の一般就労にあたって、一般企業等で継続的に働くための個々の職業能力を見出し、伸ば

してくために、障害福祉サービス事業者等における訓練メニューの向上や、職業訓練機関等の訓

練メニューの活用を進め、障害者の職業能力の開発に取り組みます。 

★特別支援学校等と連携し、在学中からの個別の教育支援計画に基づいたキャリア教育や、職業訓

練等のカリキュラムの充実に向けた支援を進めます。 

★障害者が職業訓練において多様な仕事・職場を経験できるように、職場実習を受け入れる一般企

業等との連携の拡充を進めます。 

②関係機関の連携等による就労支援の推進 

★障害者の就労にあたって、障害種別や個々の状況に応じた適切な支援が得られるように、障害者

就業・生活支援センター*等における就労支援の取組みを充実します。 

★障害者就業・生活支援センター*をはじめ、ハローワーク、地域障害者職業センター*等の地域の

関係専門機関の密接な連携とともに、医療、保健、福祉、産業、労働、教育等の各分野とのネッ

トワークを充実します。 

★就労支援の担い手である就労移行支援事業者等の育成と、専門性の向上に取り組むとともに、ハ

ローワークや地域障害者職業センター*による技術的・専門的な助言や援助等を活用し、障害者が

就労に向けて、適切な支援が受けられるよう取り組みます。 

★障害者が就労後も安定して働き続けられるよう、障害者就業・生活支援センター*における職場定

着支援を継続するとともに、相談支援機関や障害福祉サービス事業者等との連携において、生活

面からの一体的な支援を進めます。 

③企業啓発・支援の充実 

★障害者の雇用を拡大するため、ハローワークとも協力し、企業面接会等への参加企業の増大を図

るとともに、企業啓発セミナー等の充実を図ります。 

★企業に向けた障害者雇用の啓発を充実するとともに、障害者雇用に関して、ジョブコーチ*派遣や

各種助成等の支援制度の情報をわかりやすく発信するなど、企業への情報提供の充実に取り組み

ます。 

★障害者雇用にあたっては、職業マッチングの支援、ジョブコーチ*の派遣や雇用後の定着支援など、

適切な企業支援が受けられるように、ハローワーク、地域障害者職業センター*、障害者就業・生

活支援センター*等との連携を進めます。 
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④福祉的就労への支援の充実 

★障害福祉サービス事業所における授産活動の向上に向け、健康福祉プラザ*の授産活動支援センタ

ー等を中心に、授産製品の開発や品質向上、販路の拡大、アンテナショップ*での販売の促進、障

害者の工賃向上、就労継続支援Ｂ型事業所等の育成・専門性の向上や事業所の安定運営をめざし

た支援を充実します。 

★授産製品が堺市の特産品となるよう開発を進め、製品の魅力向上を図るなど、商品としての付加

価値を高める取組みを推進します。 

★「障害者優先調達推進法*」による調達方針に基づき、市が率先して授産製品等の調達を推進し、

市全体における授産製品の需要の増進を図ります。 

★重度障害者の就労の場の確保を図るため、各局における委託事業を重度障害者多数雇用事業所に

対して優先発注することに努めます。 

⑤障害者雇用への配慮等 

★市内公共施設等において、障害者の職員雇用や、指定管理の運営主体等への障害者雇用の要請等

を進め、障害者の働く場を拡充します。 

★障害者が働き続けるための職場環境の整備や、障害に対する合理的な配慮を進めるよう、企業・

事業所等への啓発に取り組みます。 

★本市の職員採用試験において、障害者が受験する際に障害への配慮を行い、障害の有無に関わら

ず安心して受験できるような環境づくりに努めます。 

 

[3-5] 公共的施設のバリアフリー化の推進 
 

 現状と課題  

◇高齢者や障害者（以下「障害者等」という）の生活や社会参加の基盤として、公共施設や公共交

通機関等をはじめとした都市基盤のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン*に基づくまちづくり

は重要です。「実態調査」によれば、外出する時に困ることが「ない」という人は2割程度と少な

く、多くの障害者等が「道路や駅に階段や段差が多い」「電車・バスの乗降が困難、混雑時に利

用しにくい」など、さまざまな点で外出時に困難を感じています。 
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◇国においては、公共交通機関、建築物、公共施設のバリアフリー化を推進するとともに、駅を中

心とした地区や、障害者等が利用する施設が多くある地域を中心に、バリアフリー化を推進する

ため、従来の「高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法

律（交通バリアフリー法）」と「高齢者、身体障害者等が円滑に利用できる特定建築物の建築の

促進に関する法律（ハートビル法）」を統合・拡充し、平成18年に「高齢者、障害者等の移動等

の円滑化の推進に関する法律」（バリアフリー新法）が施行されました。 

◇これまで、「大阪府福祉のまちづくり条例」に基づく建築物の確認・検査、また、「堺市交通バリ

アフリー基本構想」に基づく道路・鉄道駅舎等のバリアフリー化の推進やノンステップバス*の導

入促進、「堺市ハートフル整備計画（市有建築物福祉改善整備計画）」に基づく公共施設のバリア

フリー化など、さまざまな取組みを進めてきました。しかし、外出時に不便を感じる障害者等は

依然として多いことから、上記のバリアフリー新法に基づく新たなバリアフリー基本構想を策定

するとともに、障害当事者の意見も聞きながら、障害種別にきめ細かく配慮した基盤整備を一層

推進し、障害者等が安全・安心に暮らせるまちづくりを展開していく必要があります。 

◇都市基盤のバリアフリー化、ユニバーサルデザイン*のまちづくりにおけるハード面の環境整備、

移動の妨げとなる放置自転車等の対策とともに、まちなかでの障害者等への配慮など、「心のバ

リアフリー」に向けての取組みも合わせて推進していくことが必要です。 

 

 施策の取組み方向  

①障害者等に配慮した公共交通機関の整備 

★鉄道事業者等と連携し、鉄道駅舎を含め、公共交通機関の施設などのバリアフリー化を引き続き

促進していきます。 

★駅施設や車両内での案内に関して、障害特性に配慮した情報提供・表示を一層充実するため、交

通事業者等に働きかけていきます。 

★障害者等の意見を聴きながら、公共交通機関におけるバリアフリー化の推進に努めます。 

②障害者等に配慮した公共的施設の整備 

★駅を中心とした地区や、障害者等が利用する施設が多くある地域を中心に、バリアフリー化を計

画的に推進します。 

★市役所、区役所をはじめとする公共施設について、きめ細かく障害特性に配慮し、より一層のバ

リアフリー化を推進します。また、大規模建築物などを整備する主体に対する指導等を徹底しま

す。 



第 3 章 施策の推進 3 社会参加、教育、就労、まちづくり 

４３ 

★公園施設のバリアフリー化により、障害者等が利用しやすい都市公園の整備を進めます。 

★現地点検調査（タウンウォッチング）などの手法も活用し、障害者等の意見を聞きながら、地区

整備や施設整備におけるバリアフリー化の推進に努めます。 

③障害者等に配慮したまちづくりの推進 

★歩道の段差や勾配の改善、視覚障害者誘導ブロックの敷設など、障害者等に配慮した安全な歩行

空間の確保を推進します。 

★障害者等の移動の妨げになる放置自転車の撤去・削減等の対策を推進します。 

★市民や事業者等に対し、バリアフリー化についての周知・啓発を一層充実するとともに、移動中

に困っている障害者等に出会ったときの配慮や、自転車利用のルール・マナーなどについて、「心

のバリアフリー」の醸成に向けた啓発を進めます。 

★車での人の乗降に必要な駐車スペースについて、障害者等に配慮したスペースの確保に向けてよ

り一層検討を進めます。 
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第4章 計画の推進と進捗管理 
 

 

 1 計画推進の基本的な考え方 

◆本計画は、行政計画として、今後９年間における本市の障害者施策の基本的な方向を示すもので

あり、本計画に基づいて主体的に施策・事業の推進に取り組んでいきます。 

◆しかしながら、施策・事業の効果的な展開を図り、障害者のよりよい暮らしを実現していくため

には、行政のみならず、関係する多様な主体がその力を発揮していくことが重要となります。行

政はもとより、障害当事者、事業者、各分野における関係機関、地域などのさまざまな主体が、

それぞれ役割を分担しながら協力し合い、限られた資源を最大限に活用しながら、一体的な取組

みを進めていくことが必要です。本計画の推進にあたっては、各主体のこのような積極的な関わ

りのもと、「協働」による取組みをめざしていくことを基本的な考え方とします。 

 

 

 2 計画の推進体制 

◆庁内においては、「堺市障害者施策推進委員会」を継続設置し、関係部局相互の連携を図りなが

ら、さまざまな行政分野にわたる本計画の施策・事業を総合的に推進します。 

◆全市的体制としては、「堺市障害者施策推進協議会」において、幅広い見地から本計画の進捗管

理や本市の障害者施策の課題検討などを行い、計画の適切な推進を図ります。 

◆計画の推進にあたっての課題や多様なニーズを把握するためには、障害者やその家族、支援者等

の視点を取り入れていくことが重要となります。本計画の推進にあたっても、障害者不在の障害

者施策とならないよう、障害者やその家族、支援者の意見を聞く場を設けるなどの取組みを通じ

て、計画推進への当事者参画を促進します。 
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 3 計画の普及･啓発 

◆計画を広く公表し、市民への周知に努めるとともに、市ホームページをはじめ、さまざまな媒体

を活用して、本市における障害者福祉の考え方や施策の内容をわかりやすく紹介するなど、計画

に関する情報発信を行い、障害者施策への市民の理解を深めるよう努めます。 

◆関係機関や障害者団体等と連携し、情報が得られにくい環境にある障害者等に配慮しつつ、きめ

細かい広報・啓発活動を進めます。 

 

 

 4 計画の進捗管理と評価 

◆本計画の進捗管理と評価を行う主体として障害者施策推進協議会を位置づけるとともに、毎年度

を基本サイクルとして、施策・事業の実施状況などの基本的な情報を収集・整理し、計画の進捗

状況の点検や評価を行うことで、計画の効果的かつ継続的な推進を図ります。 

◆施策・事業の実施状況、今後の実施方針等を担当課にて整理・検討し、その結果を協議会におい

て点検・評価することで、以後の計画推進や次期計画の策定に活用していきます。また、障害福

祉サービス、相談支援、地域生活支援事業のサービスの見込量や提供体制の確保などについては、

障害福祉計画において、成果目標及び活動指標を設定し、進捗管理を行っていきます。点検・評

価結果については、市ホームページ等で市民に公表します。 

◆障害者福祉に関する制度等の大きな変化など、本計画の前提に大きな影響を与えると想定される

変化が生じた場合は、計画期間中においても必要に応じて計画内容の見直しを行い、本計画の効

果的、合理的な推進を図っていきます。 
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参考資料 
 

 1 障害者の状況 

①障害者手帳等所持者数 

◆障害者数は、身体、知的、精神、難病いずれもゆるやかな増加傾向にあります。（障害者手帳等

所持者数の推移：各年年度末） 

 

 
※身体障害者手帳所持者数の平成 22 から平成 23 の減少は、手帳所持者の精査を行い、実態のない手帳の

登録削除を実施したためです。 

※難病患者数は特定疾患 56 疾患の患者数です。 

（人）

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24

身体障害者手帳所持者数 33,926 35,664 37,141 38,421 39,767 41,253 36,988 37,475

18歳未満 701 721 721 726 721 722 710 692

18歳以上 33,225 34,943 36,420 37,695 39,046 40,531 36,278 36,783

療育手帳所持者数 4,832 5,098 5,363 5,606 5,832 6,058 6,294 6,497

18歳未満 1,429 1,518 1,618 1,676 1,736 1,809 1,895 1,865

18歳以上 3,403 3,580 3,745 3,930 4,096 4,249 4,399 4,632

精神障害者保健福祉手帳所持者数 3,302 3,892 4,579 5,113 5,578 5,327 5,702 6,192

自立支援医療（精神通院）受給者数 10,367 12,106 10,320 11,624 11,596 12,265 12,806 13,451

特定疾患医療受給者数 3,864 3,787 4,255 4,349 4,865 5,040 5,457 5,745

小児慢性特定疾患医療受給者数 2,318 1,242 1,191 1,183 1,190 1,185 1,108 1,125

4,832 5,098 5,363 5,606 5,832 6,058 6,294 6,497

3,302
3,892 4,579 5,113 5,578 5,327 5,702 6,192

10,367
12,106

10,320
11,624 11,596

12,265 12,806 13,451

3,864
3,787 4,255 4,349 4,865 5,040 5,457 5,745

2,318 1,242 1,191 1,183 1,190 1,185 1,108 1,125

33,926
35,664

37,141
38,421 39,767

41,253

36,988 37,475

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24

療育手帳所持者数 精神障害者保健福祉手帳所持者数

自立支援医療（精神通院）受給者数 特定疾患医療受給者数

小児慢性特定疾患医療受給者数 身体障害者手帳所持者数

（人） （人）
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◆身体障害者の等級は、平成24年度末で、1級、4級の割合が高くなっています。また、障害種別

の内訳は、肢体不自由が58.6％、内部障害が26.5％、聴覚・平衡機能が7.5％、視覚が6.2％等

となっています。 

 

 

◆障害者の年齢階層は、平成24年度末で、身体障害者では65歳以上の高齢者が約7割を占めてい

ます。知的障害者は18～39歳の年齢層、精神障害者は40～64歳の年齢層の割合が高くなって

います。 

 

  

１級

28.6%

２級

16.1%

３級

17.1%

４級

26.3%

５級

6.4%

６級

5.4%
視覚

6.2%

聴覚・平

衡機能
7.5% 音声・言

語・そ

しゃく機

能

1.2%

肢体不

自由
58.6%

内部

26.5%

1.8%

28.6%

2.2%

2.7%

5.4%

40.8%

24.8%

26.1%

23.8%

26.9%

54.6%

50.1%

68.9%

3.6%

18.4%

21.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

身体障害者手帳

療育手帳

精神障害者保健福祉手帳

自立支援医療（精神通院）

0歳～17歳 18歳～39歳 40歳～64歳 65歳以上
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②障害程度区分認定者数 

◆障害程度区分認定者数は増加傾向にあり、平成24年度末で6,723人となっています。手帳所持

者数に対する認定者数の割合も上昇傾向が見られます。 

 

（手帳所持者数に対する認定者数の割合） 

 

 

213 197 236 329 350
816 842 970 1,168 1,234
817 882

1,008
1,201 1,251527 559

633
649 702

385 452
492

538 580

561 633
708

775
883

1,061
1,243

1,505

1,681
1,723

4,380
4,808

5,552

6,341
6,723

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成20 平成21 平成22 平成23 平成24

区分なし 区分６ 区分５ 区分４ 区分３ 区分２ 区分１

（人）

2.1% 2.2% 2.3% 3.6% 3.7%

55.9% 57.2% 58.6% 59.5%
61.5%

14.5% 16.6%

25.4% 26.8% 27.9%

27.0% 28.3% 30.0%
34.4%

30.6%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

平成20 平成21 平成22 平成23 平成24

身体 知的 精神 障害児



参考資料 2 堺市障害者等実態調査の概要 

４９ 

 2 堺市障害者等実態調査の概要 

 調査概要  

調査対象 身体障害者手帳所持者、療育手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳所持者、

自立支援医療（精神通院）受給者から、無作為抽出で 9,000 人を選び、

郵送により実施 

回収率 55.7％ 

調査時期 平成 22 年 9 月～10 月 

 

 調査結果の概要  

（将来の暮らし方の希望） 

◆将来の暮らし方の希望を聞いたところ、「このままの状態で生活したい」が65.8%と高い割合で

す。一方、「実家で家族と一緒に暮らしたい」が7.5%、「グループホーム、ケアホームなどを利

用したい」が6.1%等となっています。 

 

65.8

72.6

43.7

65.0

29.0

39.1

57.8

58.0

6.1

4.6

15.9

4.5

14.8

14.6

4.4

3.7

10.9

24.4

9.9

8.9

7.3

3.6

6.7

7.5

6.7

12.3

6.7

8.0

15.9

13.3

9.3

3.2

5.3

7.4

6.0

4.4

3.8

5.6

6.2

8.0

5.3

4.4

6.0

6.4

5.7

4.6

6.4

9.1

8.6

6.7

7.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=5,012]

身体障害のみ[N=3,180]

知的障害のみ[N=302]

精神障害のみ[N=706]

身体知的の重複[N=176]

発達障害[N=151]

高次脳機能障害[N=45]

難病[N=150]

このままの状態で生活したい

グループホーム、ケアホームなどを利用したい

障害者（児）の入所施設を利用したい

障害者（児）の入所施設以外の施設（高齢者施設など）を利用したい

実家で家族と一緒に暮らしたい

実家以外の住宅で暮らしたい

その他

無回答
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（外出する時に困ること） 

◆外出する時に困ることを聞いたところ、「道路や駅に階段や段差が多い」が25.1%、「電車・バ

スの乗降が困難、混雑時に利用しにくい」が20.9%等となっています。 

 

 

 

  

8.4

20.9

25.1

9.6

12.4

13.0

6.0

17.1

7.5

14.4

8.2

3.5

3.6

7.2

23.1

11.9

0% 20% 40% 60%

地域に公共交通が少ない（ない）

電車・バスの乗降が困難、混雑時に利用しにくい

道路や駅に階段や段差が多い

切符の買い方や乗換えの方法などがわかりにくい

外出先の建物の設備が不便（通路、トイレ、エレ

ベーターなど）

道路の交通量が多く、通行が危険

介助者が確保できないことが多い

外出にお金がかかる

周囲の目が気になる

発作など突然の身体の変化が心配

道に迷ったときなど、どうしたらいいのかわからな

いので心配

視覚障害者や聴覚障害者などに対応した設備が

少ない（誘導ブロックなど）

標識などがわかりにくい（少ない）

その他

特に困ることはない

無回答

[N=5,012]
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（相談窓口で重要だと思うこと） 

◆区役所や民間の相談窓口で重要だと思うことを聞いたところ、「１か所ですべての相談ができる

ような、総合的な相談窓口が必要だと思う」が47.6%、「窓口まで行かなくても、自宅などで相

談できるとよいと思う」が29.7%、「駅やバス停の近くなど、交通の便の良い所に相談窓口があ

ったほうがよいと思う」が22.3%等となっています。 

 

 

  

22.3

47.6

18.3

29.7

21.1

19.5

7.6

15.9

13.3

2.6

22.3

0% 20% 40% 60%

駅やバス停の近くなど、交通の便の良い所に相談

窓口があったほうがよいと思う

１か所ですべての相談ができるような、総合的な相

談窓口が必要だと思う

担当者がいなくても、他の相談員が対応できるとよ

いと思う

窓口まで行かなくても、自宅などで相談できるとよ

いと思う

休日や夜間などにも、相談できる窓口があるとよい

と思う

相談員の知識や技術など、専門性の高い相談が

必要だと思う

相談員の言葉づかいや、マナーなどの教育をする

ことが必要だと思う

サービスの内容などについて、時間をかけてきちん

と説明してほしいと思う

自分と同じ立場の人による相談が必要と思う

その他

無回答

[N=5,012]
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（18歳以上の人の平日日中の過ごし方） 

◆18歳以上の人に、平日の日中の過ごし方を聞いたところ、「自宅で過ごしている」が51.5%と

ほぼ半数、「デイサービスやデイケアなどを利用している」が8.2%、「通所施設、作業所などを

利用している」が6.8%等となっています。一方、就労している人は15.4％です。 

 

 

 

  

5.9

6.2

5.0

7.6

7.1

3.6

5.1

4.1

14.1

8.5

6.1

7.1

4.4

5.3

3.04.5

3.3

6.8

41.1

5.0

51.1

43.9

9.5

7.9

8.2

8.9

5.9

5.8

6.1

14.3

15.1

5.9

5.6

10.4

4.1

15.1

4.5

14.3

3.6

51.5

56.8

14.5

53.5

11.5

21.2

35.7

56.1

3.7

7.2

7.0

5.4

6.0

9.4

6.1

4.8

6.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=4,720]

身体障害のみ[N=3,129]

知的障害のみ[N=241]

精神障害のみ[N=680]

身体知的の重複[N=139]

発達障害[N=66]

高次脳機能障害[N=42]

難病[N=139]

企業や団体などで正職員として働いている

企業や団体などでパート･アルバイトとして働いている

自営業、家業の手伝いなどで働いている

大学、専門学校、職業訓練校などに通っている

通所施設、作業所などで職員として働いている

通所施設、作業所などを利用している

デイサービスやデイケアなどを利用している

入所している施設や病院などで過ごしている

自宅で過ごしている

自宅以外のゆっくりできる場所で過ごしている

その他

無回答
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（障害者の就労を進めるために必要なこと） 

◆障害者の就労を進めるために必要なことを聞いたところ、「職場に障害を理解してくれる人がい

ること」が44.5%、「勤務場所に障害者に配慮した設備などが整っていること」が38.5%、「短

時間勤務や週の数日のみ働ける職場を増やすこと」が33.1%となっています。 

 
（災害時の避難についての不安） 

◆歳が時の避難についての不安を聞いたところ、「ひとりでは移動ができない」が44.0%、「情報

がわからない」が30.3%、「災害の状況の判断ができない」が29.6%、「避難場所の環境」が29.3%

となっています。 

 

30.7

38.5

33.1

25.0

44.5

22.9

12.4

22.3

18.4

2.9

28.9

0% 20% 40% 60%

通勤手段が確保できること

勤務場所に障害者に配慮した設備などが整っている

こと

短時間勤務や週の数日のみ働ける職場を増やすこ

と

在宅で働くことができること

職場に障害を理解してくれる人がいること

就労後のフォロー援助など、職場と支援機関の連携

があること

就労訓練などが企業のニーズに合ったものであるこ

と

仕事で困ったとき、職場以外で相談にのってくれると

ころがあること

障害者同士が仕事の悩みを語り合ったり、ピアサ

ポートなどの支援があること

その他

無回答

[N=5,012]

30.3

29.6

44.0

27.4

25.5

29.3

6.8

5.6

0% 20% 40% 60%

情報がわからない

災害の状況の判断ができない

ひとりでは移動ができない

避難方法・避難場所がわからない

誰に助けを求めていいのかわからない

避難場所の環境

その他

無回答

[N=3,511]



参考資料 2 堺市障害者等実態調査の概要 

５４ 

（障害者の暮らしやすい社会づくり･まちづくり） 

◆障害者の暮らしやすい社会づくり･まちづくりにおいて、行政が推進すべき取組みについて聞い

たところ、「地域住民の障害者への理解を深める啓発」の割合が33.1%と最も高く、次いで、「障

害者に必要な相談や情報を提供する体制の充実」が28.2%、「障害者に配慮した保健、医療体制

の充実」が26.3%、「交通機関、道路、公共施設や集客施設などのバリアフリー化の推進」が21.9%

と続いています。 

 

33.1

17.7

17.9

15.8

28.2

18.9

13.7

15.3

11.4

17.7

8.7

11.2

8.7

12.9

17.1

21.9

26.3

11.8

13.3

1.9

28.4

0% 20% 40% 60%

地域住民の障害者への理解を深める啓発

障害者の個々のニーズに対応した教育内容や教

育体制の充実

機能訓練や日常生活訓練の場や機会の充実

職業訓練の充実や就労の促進・支援

障害者に必要な相談や情報を提供する体制の充

実

在宅での生活を支える居宅介護などのサービスの

充実

短期入所（ショートステイ）サービスの充実

障害者の個々の状況に応じた日中活動の場（軽作

業、レクリエーション、創作活動など）の充実

グループホームやケアホームの整備推進

福祉用具の提供や住宅改修などのサービスの充

実

盲導犬、聴導犬、介助犬などの普及推進

障害者団体や障害者自身の各種の活動に対する

支援

授産施設や作業所などへの支援

入所施設の充実･整備推進

福祉ホームや公営住宅など障害者の住まいの確

保

交通機関、道路、公共施設や集客施設などのバリ

アフリーの推進

障害者に配慮した保健、医療体制の充実

障害者が参加しやすいスポーツやレクリエーショ

ン、文化活動の推進

障害者の権利擁護のための制度･基盤の整備

その他

無回答

[N=5,012]
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（障害があることによる差別や嫌な思いの経験） 

◆障害があることによる差別や嫌な思いの経験を聞くと、「ない」が41.1%、「少しある」が23.3%、

「ある」が21.0%となっています。障害別に見ると、「知的」で「ある」の割合が高くなってお

り、多くの知的障害者が差別等を受けた経験のあることがわかります。 

 
（介護者の状況） 

◆家族介護者については、全体のほぼ半数が無回答（いない）となっています。一方、家族介護者

の続柄は、「配偶者」が19.8%、「母親」が13.5%、「子ども」が8.8%等となっています。 

 

21.0

14.6

41.1

23.1

55.1

53.0

31.1

23.3

23.3

21.2

30.1

26.8

23.3

30.5

26.7

32.7

41.1

48.9

17.5

35.8

12.5

11.9

31.1

32.7

14.6

15.3

11.3

14.3

9.1

4.6

11.1

11.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=5,012]

身体障害のみ[N=3,180]

知的障害のみ[N=302]

精神障害のみ[N=706]

身体知的の重複[N=176]

発達障害[N=151]

高次脳機能障害[N=45]

難病[N=150]

ある 少しある ない 無回答

13.5

3.8

52.6

12.5

66.5

76.8

20.0

13.3

19.8

24.2

15.3

33.3

37.3

8.8

11.6

4.1

13.3

10.7

5.6

4.0

15.6

4.5

18.2

8.6

13.3

3.3

52.2

56.4

29.8

63.6

14.2

12.6

20.0

35.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体[N=5,012]

身体障害のみ[N=3,180]

知的障害のみ[N=302]

精神障害のみ[N=706]

身体知的の重複[N=176]

発達障害[N=151]

高次脳機能障害[N=45]

難病[N=150]

母親 配偶者 子ども その他 無回答（介護者なし）
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◆介護者に、介護をするうえでの悩みや心配事を聞いたところ、「自分が高齢で介護できなくなっ

たときのことなど、将来が不安である」が52.5%と最も高い割合であり、次いで、「身体的な負

担が大きい」が33.8%、「自分の時間が持てない」が25.2%と続いています。 

 

 

  

33.8

24.8

21.6

9.4

9.9

10.3

25.2

14.5

24.9

4.9

10.6

23.7

14.0

52.5

5.2

10.3

8.2

0% 20% 40% 60%

身体的な負担が大きい

目を離せないことが多く、精神的に疲れる

睡眠不足になりがちで疲労が取れない

仕事をしたいが介護や世話のためにできない

家事や他の家族の世話が十分にできない

近所づきあいや地域活動などができない

自分の時間が持てない

介護を手伝ってくれる人がいない

病気や用事などで急に介護や世話ができなくなった

ときに、助けてくれる人がいない

介護の方法がわからない、情報が得られない

障害福祉サービスなどで使えるサービスが少ない

経済的な負担が大きい

本人にとってどのような介護やサービスが良いのか

わからない

自分が高齢で介護できなくなったときのことなど、将

来が不安である

その他

特に悩みや心配事はない

無回答

[N=2,397]
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 3 用語説明 

 

【ア行】 

■アウトリーチ 

 支援の必要な人からの申し出を待つのではなく、支援する側から支援の必要な人に積極的に働き

かけて、支援の実現をめざすこと。 

 

■アンテナショップ 

 新商品を試験的に売り出す小売店舗。消費者の反応を探るアンテナの働きをもつ。ここでは、障

害者就労施設の授産製品を展示販売する店舗をさす。 

 

■エンパワメント 

 障害者が自分自身の力で問題や課題を解決していくことができる社会的技術や能力を獲得する

こと。 

 

【カ行】 

■基幹相談支援センター 

 各区に設置する区障害者基幹相談支援センターにおいて、身体・知的・精神の各障害の専門相談

員を各区役所に複数配置するとともに、地域移行に係るコーディネーターを配置しながら、区域

の障害者への相談や支援を実施している。 

 

■キャップハンディ 

 ハンディキャップという言葉の前後を入れ替えてつくられた言葉で、障害者の立場に入れ替わり、

障害を疑似体験することで、障害の理解を深めてもらおうという活動。車いす体験や視覚障害体

験、聴覚障害体験などを行う。 

 

■緊急通報システム 

 ひとり暮らしの重度身体障害者等が、急病や災害の緊急時にペンダント等で押しボタンのみの簡

単な操作によって消防局に緊急事態（火災、救急等）を知らせるシステム。 

 

■クーリング・オフ 

 訪問販売や電話勧誘販売等で、いったん契約した場合でも、一定期間内であれば消費者が無条件

で契約の解除ができる制度。 

 

■ケアマネジメント 

 保健・医療・福祉の専門家や機関等が協力しながら、ケアを必要としている人に適切なサービス

が提供されるように調整等を行うこと。 

 

■健康福祉プラザ 

 障害者長期計画の基本理念である「障害者が住み慣れた地域で、主体的に、共生、協働のもと生
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き活きと輝いて暮らせる社会の実現」をめざし、堺市における障害者・児の社会参加、地域生活

を支援するとともに、障害者と市民が交流を通じて相互理解を図ることを目的として、広域的・

総合的な拠点として整備された堺市立の施設。平成 24 年 4 月に開所。以下の機関を有する複合

施設である。所在地：堺区旭ヶ丘中町 4－3－1 

 （健康福祉プラザの機関） 

健康福祉センター ・市民交流センター（文化芸術・レクリエーション事業、ボランテ

ィア養成・育成、授産活動支援等） 

・スポーツセンター（スポーツ・レクリエーション事業、障害者ス

ポーツ振興事業等） 

・視覚・聴覚障害者センター 

・生活・リハビリテーションセンター 

・総合相談情報センター 

・障害者就業・生活支援センター（エマリス堺） 

・発達障害者支援センター 

・難病患者支援センター 

重症心身障害児施設 ・重症心身障害者（児）支援センター「ベルデさかい」 

行政機関 ・子ども相談所 

・障害者更生相談所 

・こころの健康センター 

 

■権利擁護サポートセンター 

 平成２５年４月に開所。堺市社会福祉協議会が運営。認知症や知的障害、精神障害などにより判

断能力が十分でない人への権利侵害や財産管理に関する法律的な相談や、成年後見制度の利用な

ど、市民や関係機関などに対して相談・支援を行う。 

 

■校区福祉委員会 

 社会福祉協議会の内部組織として、主に小学校区を単位としてつくられた自主的な住民組織。地

域の身近な福祉課題への対応やそのための活動などを目的とする自治会などの地域団体や、民生

委員児童委員などの福祉団体、ボランティアグループ、老人クラブといったメンバーで構成され

ることが多い。 

 

■国際障害者交流センター（ビッグ・アイ） 

 「国連・障害者の 10 年」を記念し、障害者の「完全参加と平等」の実現を図るシンボル施設と

して、厚生労働省により建設。平成１３年９月に開所し、事業運営受託者は、ビッグ・アイ共働

機構で、障害者の芸術文化活動をはじめとする委託事業は年間 50 事業、多目的ホールなど約

15,000 人が利用している。所在地：堺市南区茶山台１－８－１ 

 

■コミュニティソーシャルワーカー（地域福祉ねっとワーカー） 

 地域（コミュニティ）において、支援を必要とする人に対して、地域とのつながりによる支え合

いを重視した援助を行うとともに、地域を基盤とする支援活動を調整して支援を必要とする人に
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結びつけたり、新たなサービスの開発や公的制度との関係の調整などを行う専門人材のこと。 

 

■コンテンツ 

 中身、内容という意味。文章や映像、音声といった情報媒体そのものではなく、その情報媒体に

より伝達する情報の中身のことを指す言葉。 

 

【サ行】 

■サービス等利用計画 

 障害者自身が希望する生活に向けて、さまざまなサービスや資源を結びつけ、サービス提供者と

調整し、具体的な支援を記述した計画のこと。 

 

■災害時要援護者 

 災害時に、避難や情報入手などの一連の行動をとるのに支援を要する人で、災害時に優先的に安

否確認するなど援護の対象となる人。主に障害者や高齢者等が想定されている。 

 

■堺市安全まちづくり会議 

 平成 18 年 4 月より設置。市、警察、事業者、市民、地域団体等との協働により、犯罪を防止し

地域の安全を確保する市民運動を展開することにより、市民が安全に安心して暮らせる地域社会

の実現に寄与することを目的に、犯罪を防止し地域の安全を確保するための協議を行っている。 

 

■堺市消費者基本計画 

 堺市消費生活条例に定める消費者の権利の実現や消費者の自立支援を図るための施策について、

消費者施策を総合的かつ計画的に推進するために定めた計画。平成 23 年度から平成 27 年度を

期間としている。 

 

■堺市スポーツ推進計画 

 市民の誰もが「いつでも」「どこでも」「いつまでも」スポーツを楽しむ環境を提供し、スポー

ツを通じて明るく元気で活力あるまち「スポーツタウン・堺」の実現をめざし、平成 24 年 9 月

に策定。 

 

■堺市地域防災計画 

 平成 24 年 6 月改定「災害対策基本法」第 42 条（市町村地域防災計画）及び「東南海・南海地

震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法」第 6 条（推進計画）の規定に基づき、堺市防

災会議が策定する計画。堺市域に係る災害に関し、堺市及び防災関係機関が、その全機能を有効

に発揮して、市民や事業者等の協力のもと、災害予防、災害応急対策及び災害復旧・復興等の災

害対策を実施することにより、市民の生命、身体及び財産を災害から保護することを目的として

いる。 

 

■事業継続計画（BCP） 

 災害や事故などの予期せぬ出来事の発生により、限られた資源で最低限の事業活動を継続、ない

し目標復旧時間内に再開できるようにするために、事前に策定される行動計画。（BCP＝

business continuity plan） 
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■指定避難所 

 災害時の避難場所として市が指定した避難所。市立小中学校を中心に、風水害時に開設する 109

か所と、地震災害時に開設する 162 か所が指定されている（平成 25 年 4 月時点）。 

 

■障害者週間 

 障害についての理解を深め、障害者福祉の増進を図るため、毎年 12 月 3 日（国際障害者デー、

障害者基本法の公布日）から 9 日（障害者の日）までの一週間が「障害者週間」と定められてい

る。 

 

■障害者就業・生活支援センター 

 障害者雇用促進法に基づき、就職を希望する障害者、あるいは在職中の障害者が抱える課題に応

じて、雇用及び福祉の関係機関との連携のもと、就業支援担当者と生活支援担当者が協力して、

就業面および生活面の一体的な支援を行う。都道府県知事が指定し、全国 318 か所に設置（平

成 25 年 8 月時点）。堺市では、平成 16 年 4 月より障害者就業・生活支援事業を実施し、同

年 12 月に堺市障害者就業・生活支援センターを開設。 

 

■障害者スポーツ・レクリエーション大会 

 障害者がスポーツを通じて体力の維持増強、相互の親睦と交流を図ることを目的として、昭和

51 年度より、開催障害者団体やボランティア団体等から選出された委員で構成された堺市障害

者スポーツ･レクリエーション大会実行委員会により運営されている。 

 

■障害者スポーツ大会 

 全国障害者スポーツ大会の選手選考会を兼ね、政令指定都市に移行した平成 18 年度より開催し

ている。障害者がスポーツを親しみ、スポーツの楽しさを体験しながら競技力を向上させるとと

もに、障害者の自立と社会参加の促進を目的として実施。 

 

■障害者優先調達推進法・障害者優先調達推進法による調達方針 

 障害者優先調達推進法は平成２５年４月より施行。国等による障害者就労施設等からの物品等の

調達の推進等に関し、障害者就労施設等の受注の機会を確保するために必要な事項等を定めるこ

とにより、障害者就労施設等が供給する物品等に対する需要の増進を図る。 

 障害者優先調達推進法による調達方針は、市が自ら率先して障害者就労施設等からの物品等の調

達を推進することで、障害者就労施設等が供給する物品等に対する市全体の需要の増進を図るこ

とを目的に、市が業者から物品等を調達するにあたっての基本方針適用の範囲、調達を推進する

物品等、庁用品、各種記念品、食料品、印刷、清掃、郵便物の封入など、障害就労施設等が供給

可能な物品や役務等に対し、調達目標を定め、 調達の推進方法等を定める（平成２５年１１月

策定）。 

 

■消費者基本計画 

 消費者基本法が平成 16 年に施行されたことを受け、平成 17 年度から平成 21 年度までを期間

とし、消費者利益の擁護・増進に関する重要課題に政府全体として計画的・一体的に取り組むに

あたっての基本方針を定めた計画。第 2 期として、平成 2２年 4 月の消費者安全法の施行を受

け、平成 22 年度から平成 26 年度を期間とする新計画が定められている。 
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■消費生活専門相談員 

 国民生活センターにより実施される公的資格を有する相談員。商品やサービスの契約トラブルな

ど、消費生活に関する消費者からの苦情や問合せを受け付け、公正な立場で相談対応や問題の解

決を図る。 

 

■ジョブコーチ 

 「職場適応援助者」の別称で、障害者が一般の職場で就労するにあたり、障害者・事業主および

当該障害者の家族に対して障害者の職場適応に向けたきめ細かな人的支援を提供する専門職。障

害者の職場適応を図り、障害者の雇用の促進及び職業の安定を目的としている地域障害者職業セ

ンター、障害者の就労支援を行う社会福祉法人等又は障害者を雇用する企業に配置されている。 

 

■自立支援協議会 

 障害者等が自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、相談支援事業者、障害福

祉サービス事業者、保健・医療関係者、教育・雇用関係機関、企業、障害者関係団体、学識経験

者など、障害者福祉の関係者が幅広く参加して設置される会議体。堺市では、地域での相談に関

するシステムづくりについて中核的な役割を果たすことを目的に、堺市障害者自立支援協議会設

置規約に定め、平成 19 年 3 月に設置された。 

 

■精神障害者社会適応訓練事業 

 精神障害者を一定期間事業所に通わせ、集中力、対人能力、仕事に対する持久力、環境適応能力

等の涵養を図り、精神障害者の社会復帰を図ることを目的とし、精神保健福祉法に平成７年度よ

り定められたもの。堺市では、政令指定都市の移行に伴い、平成１８年度より実施。平成２４年

度の法改正により、本事業は同法から削除されたが、本市では精神障害者の社会復帰支援として

継続実施している。 

 

■精神障害者地域交流運動会（ハッスル運動会） 

 平成元年、ソーシャルハウスさかいが中心となり、地域との交流を目的とした運動会を開催。回

数を重ねる中で参加団体や参加人数が増え、平成 9 年にはソーシャルハウスさかいと堺市との共

同開催となる。平成 15 年からは実行委員会形式での実施開催場所は大泉緑地、大仙公園と変遷

し、平成 22 年からはＪ－ＧＲＥＥＮ堺（堺市立サッカー・ナショナルトレーニングセンター）

での開催となった。 

 

■成年後見制度 

 障害者等で判断能力の不十分な人に対して、本人の意思を尊重し法律行為の同意や代行などの支

援を行う援助者（後見人・補佐人・補助人）を選任する。制度家庭裁判所よって選ばれる法定後

見制度と、あらかじめ本人が任意後見人を選び契約しておく任意後見制度がある。 

 

■全国障害者スポーツ大会 

 第 56 回国民体育大会から創設された障害者のスポーツ大会で、主催は厚生労働省・日本障害者

スポーツ協会・開催地の都道府県・政令指定都市。 
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■相談支援専門員 

 障害者の相談に応じ、助言や連絡調整など必要な支援を行うほか、サービス等利用計画の作成を

行う。 

 

【タ行】 

■地域障害者職業センター 

 障害者雇用促進法に基づき、専門的な職業リハビリテーションを実施し、地域の関係機関に対し

て、職業リハビリテーションに関する助言・援助等を行う機関として位置づけられ、職業リハビ

リテーションの専門家として障害者職業カウンセラーが配置されている。障害者職業総合センタ

ー、広域障害者職業センター、地域障害者職業センターの３つがあり、全国 47 都道府県に設置。

大阪府内には、大阪障害者職業センター（大阪市中央区）と南大阪支所（堺市北区）がある。独

立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構が設置運営。 

 

■地域生活定着支援センター 

 刑務所等の矯正施設を出所し、障害や高齢のために福祉的な支援を必要とする人に対し、出所後

すぐに福祉サービス等につなげるために設置されている支援機関（各都道府県に 1 か所）。 

 

■地域包括支援センター 

 介護保険法に定められた機関で、地域住民の保健・福祉・医療の向上、高齢者の虐待防止や介護

予防マネジメントなどを総合的に行う中核機関として各市町村に設置される。堺市では 21 か所

の地域包括支援センターと 7 か所（各区）の基幹型包括支援センターが設置されている。 

 

■通級指導教室 

 比較的軽度の障害のある児童・生徒を対象に、教科別の指導は在籍する通常の学級で行い、障害

の状況に応じた自立活動などの特別の指導を別の場所で行う教育形態。 

 

【ナ行】 

■日常生活自立支援事業 

 障害者等で成年後見制度を利用するほどではないが、判断能力に不安のある人が地域において自

立した生活が送れるよう、日常的な金銭管理や福祉サービス等の利用契約、行政手続きなどの生

活支援を行うサービス。 

 

■ノンステップバス 

 バスの床面を低くし、乗降時の路面との段差（ステップ）をなくしたバス車両のこと。 

 

【ハ行】 

■発達障害啓発週間 

 発達障害についての理解を深め、発達障害に関する福祉の増進を図るため、毎年 4 月 2 日（世

界自閉症啓発デー）からの一週間が「発達障害啓発週間」とされている。 

 

■発達障害児等巡回相談 

 発達障害児等に対する校内指導体制の充実を図るため、発達障害等に関する専門的な知識・技能
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を有する大学教授等の専門家により、学校への巡回相談を行い、児童・生徒への指導方法や配慮

すべき内容等の助言を行う。 

 

■ピアカウンセリング/ピアサポーター 

 ピアとは仲間という意味。障害など同じ背景を持つ人同士が、対等な立場で話を聞きあったり、

助言や援助しあったりする活動。また、そのような活動をする人のこと。 

 

■福祉避難所 

 高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児、病弱者など、指定避難所での生活が困難だが、介護保険施設

や医療機関などに入所・入院するには至らない程度の在宅の要援護者を対象に、バリアフリー化

などの配慮がされた避難所。市内の高齢者施設、障害者施設等 73 か所を指定（平成 25 年 3 月

末時点）。 

 

■法定雇用率 

 障害者雇用促進法に基づき、事業主に対して、その雇用する労働者に占める身体障害者・知的障

害者の割合が一定率以上になるよう義務づけられた割合。平成 25 年 4 月 1 日現在の法定雇用

率は、民間企業 2.0％、国・地方公共団体等 2.3％、都道府県等の教育委員会 2.2％。なお、精

神障害者については法律上の雇用義務はないが、雇用した場合は身体障害者・知的障害者を雇用

したものとみなされる。平成 30 年度には、算定基礎の見直しと、算定基礎の対象に精神障害者

が追加される。 

 

■保護観察所 

 法務省の地方機関で、仮釈放や保護観察付の刑執行猶予となった人などの保護観察を行う機関。

刑務所等退所者の職の斡旋や、受入れにあたっての環境調整なども行う。 

 

【ヤ行】 

■ユニバーサルデザイン 

 障害の有無に関わらず、すべての人に使いやすいようにはじめから意図してつくられた施設や製

品、情報、環境などのデザインのこと。障害のみならず、文化や言語、性別、年齢といった差異

も含めて「すべての人に使いやすい」とされる。バリアフリー化が障壁を除去して使いやすくす

るという考え方なのに対し、ユニバーサルデザインは最初から万人に使いやすいものを設計する

という思想に基づく。 
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 4 計画策定体制および策定経過 

①堺市障害者施策推進協議会条例 

 

昭和４９年４月１０日 条例第２２号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、障害者基本法（昭和４５年法律第８４号）に基づき、堺市障害者施策推進協議会（以

下「協議会」という）の組織及び運営について必要な事項を定める 

（組織） 

第２条 協議会は、委員３０人以内で組織する 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命し、又は委嘱する 

(1)関係行政機関の職員 

(2)学識経験を有する者 

(3)障害者及び障害者の福祉に関する事業に従事する者 

(4)前３号に掲げる者のほか、市長が適当と認める者 

（任期） 

第３条 委員の任期は、２年とするただし、再任を妨げない 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする 

（会長） 

第４条 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める 

２ 会長は、協議会を代表し、議事その他の会務を総理する 

３ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職務を代理す

る 

（会議） 

第５条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集し、会長がその議長となる 

２ 協議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない 

３ 協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる 

４ 第７条第１項の規定により臨時委員を置いた場合において、同項の特別の事項について会議を開くとき

は、前２項の規定の適用については、臨時委員を委員とみなす 

（専門部会） 

第６条 協議会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門部会を置くことができる 

 （臨時委員） 

第７条 市長は、特別の事項を調査し、及び審議するため必要があると認めるときは、協議会に臨時委員を

置くことができる 

２ 臨時委員は、市長が委嘱する 

３ 臨時委員は、当該特別の事項に関する調査及び審議が終了したときは、解嘱されたものとする 

（関係者の出席） 

第８条 協議会は、必要があると認めるときは、議事に関係のある者の出席を求め、その意見若しくは説明

を聴き、又は資料の提出を求めることができる 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、協議会の組織及び運営について必要な事項は、市長が定める 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成２５年４月１日から施行する 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日から平成２６年３月３１日までの間に、第２条第２項の規定により新たに任命され、

又は委嘱される委員の任期は、第３条第１項の規定にかかわらず、平成２６年３月３１日までとする 
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②堺市障害者施策推進協議会規則 

 

平成２５年３月２８日 規則第９４号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、堺市障害者施策推進協議会条例（昭和４９年条例第２２号以下「条例」という）第９条の規

定に基づき、堺市障害者施策推進協議会（以下「協議会」という）の組織及び運営について必要な事項を定める 

（会議の公開等） 

第２条 協議会の会議（以下「会議」という）は、公開するものとするただし、会長は、会議の内容が次の各号の

いずれかに該当すると認めるとき、又は出席委員の過半数の同意があるときは、会議の全部又は一部を非公開と

することができる 

(1) 堺市情報公開条例（平成１４年条例第３７号）第７条各号に掲げる情報について審議するとき 

(2) 会議を公開することにより、公正又は円滑な審議が著しく阻害され、会議の目的が達成できないとき 

２ 会議を公開する場合における傍聴について必要な事項は、市長が別に定める 

（会議録） 

第３条 会長は、次に掲げる事項を記録した会議録を作成しなければならない 

(1) 会議の日時及び場所 

(2) 会議に出席した委員及び臨時委員の氏名 

(3) 議事の内容   

(4) 前３号に掲げるもののほか、会長が必要と認める事項 

（専門部会） 

第４条 専門部会（以下「部会」という）は、会長が指名する委員又は臨時委員（以下「部会員」という）で組織

する 

 （部会長） 

第５条 部会に部会長を置き、当該部会に属する部会員の互選によりこれを定める 

２ 部会長は部会の会務を掌理し、部会における審議状況及びその結果を協議会に報告するものとする 

３ 部会長に事故があるとき、又は部会長が欠けたときは、あらかじめ部会長が指名する部会員が、その職務を代

理する 

（部会の会議） 

第６条 部会の会議は、必要に応じて部会長が招集し、部会長がその議長となる 

２ 部会は、部会員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない 

３ 部会の議事は、出席部会員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長の決するところによる 

（関係者の出席） 

第７条 部会長は、必要があると認めるときは、部会の議事に関係のある者の出席を求め、その意見若しくは説明

を聴き、又は資料の提出を求めることができる 

 （部会への準用） 

第８条 第２条及び第３条の規定は、部会について準用するこの場合において、これらの規定中「会長」とあるの

は「部会長」と、「出席委員」とあるのは「出席部会員」と、「委員及び臨時委員」とあるのは「部会員」と読

み替えるものとする 

 （守秘義務） 

第９条 協議会の委員及び臨時委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならないその職を退いた後も同様とする 

２ 第７条及び条例第８条の規定により会議に出席した者は、会議において知り得た秘密を漏らしてはならない 

（庶務） 

第１０条 協議会（部会を含む次条において同じ）の庶務は、障害施策推進課において行う 

（委任） 

第１１条 この規則に定めるもののほか、協議会の運営について必要な事項は、会長が協議会に諮って定める 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この規則は、平成２５年４月１日から施行する 

 （経過措置） 

２ この規則の施行後及び委員の任期満了後最初に行われる部会の招集は、第６条第１項の規定にかかわらず、会

長が行う 
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③堺市障害者施策推進協議会 委員名簿 （五十音順 敬称略） 

■本体会議委員 30 名 

◎会長 ○職務代理者                     （平成25年7月5日現在） 

氏  名 所属団体等 

東  奈央 大阪弁護士会 

荒木 雅信 学校法人浪商学園 大阪体育大学体育学部 教授 

井上  隆 堺市社会福祉施設協議会 児童部部長 

上野 紀美 特定非営利活動法人堺障害者団体連合会 理事 

岡村 隆行 地方独立行政法人堺市立病院機構市立堺病院 小児科部長 

小田 多佳子 特定非営利活動法人ぴーす理事長 

菊池 みゆき 堺公共職業安定所  所長 

木下 ソデ子 一般財団法人堺市人権協会/部落解放堺地区障害者（児）を守る会 副会長 

黒木 英明 総合相談情報センター 所長 

酒井 佐枝子 
国立大学法人大阪大学大学院大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・福井

大学連合小児発達学研究科 准教授 

阪田 昌英 一般社団法人堺市歯科医師会 副会長 

髙松 義蔵 堺のびやかクラブ 会長 

武南 千賀子 精神障害者地域支援連絡協議会 代表 

辻  一 ビッグ・アイ共同機構国際障害者交流センター 館長 

中内 福成 堺障害フォーラム 代表 

中村 健介 一般社団法人堺市医師会 副会長 

中村 孝二 社会福祉法人堺市社会福祉協議会 副会長 

納谷 保子 堺脳損傷協会 会長 

○狭間 香代子 学校法人関西大学  人間健康学部 教授 

藤本  太 特定非営利法人堺障害者団体連合会 理事長 

前田 伸一 堺市障害者自立支援協議会 障害当事者部会 部会長 

松林 利典 堺市障害者就業・生活支援センター「エマリス堺」センター長 

松久 眞実 学校法人プール学院大学短期大学部幼児教育保育学科 講師 

三田 優子 公立大学法人大阪府立大学 地域保健学域 准教授 

◎守屋 國光 学校法人城南学園 大阪総合保育大学大学院 児童保育研究科教授 

保井 之子 堺市発達障害者支援センター 所長 

山内 時彦 大阪府立堺支援学校 校長 

山口 前子 堺市立第１・第２もず園 園長 

山田 摩利子 一般社団法人堺市医師会 会員 

山本 正幸 大阪府立堺聴覚支援学校 校長 

 

■臨時委員 6 名 

氏  名 所属団体等 

小村 和子 堺市中途失聴・難聴者協会 理事 

谷奥 大地 堺市就労移行支援事業所連絡会 幹事 

土屋 久美子 堺市視覚障害者福祉協会 理事 

妻沼 和彦 堺市ろうあ者福祉協会 会長 

野村 博 堺・自立をすすめる障害者連絡会 副代表 

丸野 照子 堺市障害者自立支援協議会障害当事者部会 副部会長 
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■障害者長期計画専門部会 委員名簿 

「権利擁護」専門部会                        ◎部会長 ○副部会長 

（本会議委員） 

大阪弁護士会  東 奈央 

一般財団法人堺市人権協会/部落解放堺地区障害者（児）を守る会 副会長  木下 ソデ子 

堺のびやかクラブ 会長  髙松 義蔵 

精神障害者地域支援連絡協議会 代表  武南 千賀子 

社会福祉法人堺市社会福祉協議会 副会長  中村 孝二 

学校法人関西大学 人間健康学部 教授 ○狭間 香代子 

堺市障害者自立支援協議会 障害当事者部会 部会長  前田 伸一 

公立大学法人大阪府立大学 地域保健学域 准教授 ◎三田 優子 

（臨時委員） 

 堺市中途失聴・難聴者協会 理事  小村 和子 

 堺市視覚障害者福祉協会  土屋 久美子 

 堺市ろうあ者福祉協会 会長  妻沼 和彦 

 堺市障害者自立支援協議会障害当事者部会 副部会長  丸野 照子 

「地域生活」専門部会                        ◎部会長 ○副部会長 

（本会議委員） 

 堺市社会福祉施設協議会  井上 隆 

 特定非営利活動法人堺障害者団体連合会 理事  上野 紀美 

 特定非営利活動法人ぴーす理事長  小田 多佳子 

 総合相談情報センター 所長  黒木 英明 

 堺障害フォーラム 会長  中内 福成 

 一般社団法人堺市医師会 副会長  中村 健介 

 一般社団法人堺市歯科医師会 理事  中村 好孝 

 堺脳損傷協会 会長  納谷 保子 

 学校法人関西大学 人間健康学部 教授 ◎狭間 香代子 

 学校法人城南学園 大阪総合保育大学大学院 児童保育研究科教授 ○守屋 國光 

堺市立第１・第２もず園 園長  山口 前子 

一般社団法人堺市医師会 会員  山田 摩利子 

（臨時委員） 

 堺・自立をすすめる障害者連絡会 副代表  野村 博 

「就労・共生社会」専門部会                     ◎部会長 ○副部会長 

（本会議委員） 

 学校法人浪商学園 大阪体育大学体育学部 教授  荒木 雅信 

 堺公共職業安定所 所長  菊池 みゆき 

 ビッグ・アイ共同機構国際障害者交流センター 館長  辻 一 

 特定非営利法人堺障害者団体連合会 理事長  藤本 太 

 堺市障害者就業・生活支援センター「エマリス堺」センター長  松林 利典 

 公立大学法人大阪府立大学 地域保健学域 准教授 ○三田 優子 

 学校法人城南学園 大阪総合保育大学大学院 児童保育研究科教授 ◎守屋 國光 

堺市発達障害者支援センター 所長  保井 之子 

大阪府立堺支援学校 校長  山内 時彦 

大阪府立堺聴覚支援学校 校長  山本 正幸 

（臨時委員） 

 堺市就労移行支援事業所連絡会 幹事  谷奥 大地 
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④堺市障害者施策推進委員会要綱 

（設置） 

第１条 本市における障害者施策に係る計画の策定、当該施策の総合的かつ効果的な推進等について協

議を行い、及び関係部局との連絡調整を図るため、堺市障害者施策推進委員会（以下「委員会」とい

う）を置く 

（組織） 

第２条 委員会は、委員長、副委員長及び委員で組織する 

２ 委員長は健康福祉局長の職にある者を、副委員長は障害福祉部長の職にある者を、委員は別表第１

に掲げる職にある者をもって充てる 

（委員長及び副委員長） 

第３条 委員長は、委員会を代表し、議事その他の会務を総理する 

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長が欠けたとき、又は委員長に事故があるときはその職務を代

理する 

（会議） 

第４条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長がその議長となる 

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない 

 （部会） 

第５条 委員会は、必要に応じて部会を置くことができる 

２ 部会は、委員長が指名する委員で組織する 

３ 部会に部会長及び副部会長を置き、部会に属する委員のうちから委員長がこれらを指名する 

４ 部会長は、部会の会務を掌理し、部会における協議の状況及びその結果を委員会に報告するものと

する 

５ 第３条第２項及び前条の規定は、部会について準用するこの場合において、「委員長」とあるのは

「部会長」と、「副委員長」とあるのは「副部会長」と読み替えるものとする 

 （作業部会） 

第６条 委員長は、委員会の円滑な運営を図るため、必要と認めるときは、作業部会を置くことができ

る 

２ 作業部会は、委員長が指名する職員で組織する 

３ 作業部会は、その運営の状況及び結果について委員会に報告しなければならない 

（幹事会） 

第７条 委員会の円滑な運営を図るため、委員会に幹事会を置く 

２ 幹事は、別表第２に掲げる職にある者をもって充てる 

３ 幹事は、委員を補佐し、障害者施策に係る計画の策定及び推進について、関係部局における連絡調

整に当たるものとする 

４ 幹事会の会議は、委員長が招集し、主宰する 

（関係者の出席等） 

第８条 委員長は、必要と認めるときは、委員会（部会、作業部会及び幹事会を含む以下同じ）の議事

に関係のある者の出席を求め、その意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる 

（庶務） 

第９条 委員会の庶務は、障害施策推進課において行う 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営について必要な事項は、委員長が定める 

 

附 則 

 この要綱は、昭和５５年１２月１日から施行する 

（中略） 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する 
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別表１                別表２ 

委員会委員  幹事会委員 
広報部長  広報課長 
企画部長  政策企画担当課長 
危機管理室長  危機管理担当課長 
行政部長  総務課長 
財政部長  財政課長 
契約部長  調達課長 
市民生活部長  市民人権総務課長 
人権部長  消費生活センター所長 
男女共同参画推進担当部長  生涯学習課長 
同和行政担当部長  人権推進課長 
スポーツ部長  男女共同参画推進課長 
文化部長  同和行政課長 
生活福祉部長  スポーツ推進課長 
長寿社会部長  文化課長 
健康部長  健康福祉総務課長 
子ども青少年育成部長  保険年金管理課長 
子ども相談所長  保険徴収医療課長 
商工労働部長  高齢施策推進課長 
都市計画部長  障害施策推進課長 
交通部長  障害者支援課長 
都市整備部長  障害者更生相談所長 
住宅部長  健康医療推進課長 
建築部長  精神保健課長 
開発調整部長  こころの健康センター次長 
道路部長  保健医療課長 
公園緑地部長  子ども育成課長 
警防部長  子ども家庭課長 
教育委員会事務局総務部長  育成相談課長 
学校教育部長  雇用推進課長 
選挙管理委員会事務局長  都市政策課長 
  交通政策課長 
  公共交通課長 
  都市整備推進課長 
  住宅まちづくり課長 
  建築監理課長 
  建築安全課長 
  建築指導課長 
  道路計画課長 
  公園緑地整備課長 
  警防課長 
  教育政策課長 
  教務課長 
  選挙管理委員会事務局次長 
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⑤策定経過 

日付 会議名 検討項目内容 

平成25年 

6月20日 
第 1 回 障害者施策推進協議会 

会長及び職務代理者選出について 

障害者基本法、障害者施策推進協議会条例並び

に障害者施策推進協議会規則について 

専門部会の設置について 

第4次障害者長期計画の策定に関する検討の進

め方について 

第 4 次障害者長期計画の検討項目ついて 

専門部会の委員のグループ分けについて 

会議日程について 

7月4日 第 1 回「権利擁護」専門部会 
部会長及び職務代理者選出について 

第 4 次障害者長期計画施策体系図について 

第4次障害者長期計画策定ロードマップについ

て 

本部会で検討すべき項目について 

会議の進め方について 

7月18日 第 1 回「地域生活」専門部会 

7月18日 第 1 回「就労・共生社会」専門部会 

9月5日 第 2 回「権利擁護」専門部会 
「障害者虐待防止、差別禁止、成年後見制度を

含めた権利擁護」について 

9月19日 第 2 回「地域生活」専門部会 
「医療・リハビリテーション、介護、保健、療

育施策の充実」について 

9月19日 第 2 回「就労・共生社会」専門部会 「社会参加・地域社会における共生」について 

10月3日 第 3 回「権利擁護」専門部会 「障害の理解・啓発」について 

10月17日 第 3 回「地域生活」専門部会 「暮らしの場の整備」について 

10月17日 第 3 回「就労・共生社会」専門部会 

「インクルーシブ教育システム構築のための特

別支援教育、障害の理解を進める教育の推進」

について 

11月7日 第 4 回「権利擁護」専門部会 
「情報提供の充実・司法手続きへの配慮」につ

いて 

11月21日 第 4 回「地域生活」専門部会 
「手当等や減免制度の推進」について 

「暮らしの場の整備」について 

11月21日 第 4 回「就労・共生社会」専門部会 
「文化芸術活動、スポーツ並びにレクリエーシ

ョンの推進」について 

12月5日 第 5 回「権利擁護」専門部会 
「消費者としての障害者の保護の推進」につい

て 

12月19日 第 5 回「地域生活」専門部会 
東日本大震災被災地視察報告について 

「防災及び防犯の推進」について 

12月19日 第 5 回「就労・共生社会」専門部会 
「就業の機会確保、優先雇用並びに安定雇用の

促進」について 
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日付 会議名 検討項目内容 

平成26年 

1月9日 
第 6 回「権利擁護」専門部会 「投票所の施設又は設備の整備」について 

1月16日 第 6 回「地域生活」専門部会 
「相談支援体制の充実・障害者の家族への支援」

について 

1月16日 第 6 回「就労・共生社会」専門部会 
「公共的施設のバリアフリーの推進（ユニバー

サルデザイン）」について 

3月20日 第 2 回 障害者施策推進協議会 第 4 次障害者長期計画素案について 

 

東日本大震災被災地視察 

（目的） 

災害発生時における障害者への避難支援等について、被災を受けた地域において、先駆的に取り

組んでいる自治体の取組みを参考にしながら、本市の施策に反映させることを目的に、東日本大震

災被災地への視察を実施 

 

（訪問先） 

仙台市 健康福祉局 健康福祉部 障害企画課 

仙台市 太白区障害者福祉センター 

南三陸町 保健福祉課 

 

（視察日程） 

平成 25 年 10 月 31 日～11 月 2 日 

 

（ヒアリング項目） 

○災害発生時 

   ・障害者の避難状況、課題 

○災害発生後（発生後 3 日以降） 

   ・福祉避難所における障害者への支援状況、課題 

   ・障害者支援としてのボランティア等の受入れや活動状況、課題 

   ・要援護者名簿の活用、課題 

○復旧・復興（発生後 1 年以降） 

   ・障害者の生活再建の状況、課題 

  ・要援護者名簿の活用に向けた今後の取組み 
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 5 根拠法および関連法 

 

①差別の解消と権利擁護 

 

障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（抜粋） 

（障害者に対する虐待の禁止） 

第三条 何人も、障害者に対し、虐待をしてはならない  

 

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（抜粋） 

（国及び地方公共団体の責務） 

第三条 国及び地方公共団体は、この法律の趣旨にのっとり、障害を理由とする差別の解消の推進に関して

必要な施策を策定し、及びこれを実施しなければならない 

  （国民の責務） 

第四条 国民は、第一条に規定する社会を実現する上で障害を理由とする差別の解消が重要であることに鑑

み、障害を理由とする差別の解消の推進に寄与するよう努めなければならない 

  （社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備） 

第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮を的確に行う

ため、自ら設置する施設の構造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修その他の必要な環境の整備

に努めなければならない 

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止） 

第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別

的取扱いをすることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない 

２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている

旨の意思の表明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵

害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施

について必要かつ合理的な配慮をしなければならない 

  （事業者における障害を理由とする差別の禁止） 

第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いをす

ることにより、障害者の権利利益を侵害してはならない 

２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表

明があった場合において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することと

ならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要

かつ合理的な配慮をするように努めなければならない 

（地方公共団体等職員対応要領） 

第十条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第七条に規定する事項に関し、

当該地方公共団体の機関及び地方独立行政法人の職員が適切に対応するために必要な要領（以下この条及

び附則第四条において「地方公共団体等職員対応要領」という）を定めるよう努めるものとする 

２ 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、地方公共団体等職員対応要領を定めようとするときは、

あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない 
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（相談及び紛争の防止等のための体制の整備） 

第十四条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由とする差別に関す

る相談に的確に応ずるとともに、障害を理由とする差別に関する紛争の防止又は解決を図ることができる

よう必要な体制の整備を図るものとする 

  （啓発活動） 

第十五条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と理解を深めるととも

に、特に、障害を理由とする差別の解消を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行うも

のとする 

  （障害者差別解消支援地域協議会） 

第十七条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障害者の自立と社会参加に関連

する分野の事務に従事するもの（以下この項及び次条第二項において「関係機関」という）は、当該地方

公共団体の区域において関係機関が行う障害を理由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏

まえた障害を理由とする差別を解消するための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成さ

れる障害者差別解消支援地域協議会（以下「協議会」という）を組織することができる 

２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機関は、必要があると認めるときは、協議会

に次に掲げる者を構成員として加えることができる 

  一 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人その他の

団体 

  二 学識経験者 

  三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者 

 

障害者基本法 （抜粋） 

（差別の禁止） 

第四条  何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をし

てはならない  

２  社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でな

いときは、それを怠ることによって前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要か

つ合理的な配慮がされなければならない  

３  国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を図るため、当該行為の防止を

図るために必要となる情報の収集、整理及び提供を行うものとする  

（国民の理解）  

第七条  国及び地方公共団体は、基本原則に関する国民の理解を深めるよう必要な施策を講じなければなら

ない  

（障害者週間）  

第九条  国民の間に広く基本原則に関する関心と理解を深めるとともに、障害者が社会、経済、文化その他

あらゆる分野の活動に参加することを促進するため、障害者週間を設ける  

２  障害者週間は、十二月三日から十二月九日までの一週間とする  

３  国及び地方公共団体は、障害者の自立及び社会参加の支援等に関する活動を行う民間の団体等と相互に

緊密な連携協力を図りながら、障害者週間の趣旨にふさわしい事業を実施するよう努めなければならない  

（情報の利用におけるバリアフリー化等）  

第二十二条  国及び地方公共団体は、障害者が円滑に情報を取得し及び利用し、その意思を表示し、並びに

他人との意思疎通を図ることができるようにするため、障害者が利用しやすい電子計算機及びその関連装

置その他情報通信機器の普及、電気通信及び放送の役務の利用に関する障害者の利便の増進、障害者に対

して情報を提供する施設の整備、障害者の意思疎通を仲介する者の養成及び派遣等が図られるよう必要な

施策を講じなければならない  
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２  国及び地方公共団体は、災害その他非常の事態の場合に障害者に対しその安全を確保するため必要な情

報が迅速かつ的確に伝えられるよう必要な施策を講ずるものとするほか、行政の情報化及び公共分野にお

ける情報通信技術の活用の推進に当たっては、障害者の利用の便宜が図られるよう特に配慮しなければな

らない  

３  電気通信及び放送その他の情報の提供に係る役務の提供並びに電子計算機及びその関連装置その他情

報通信機器の製造等を行う事業者は、当該役務の提供又は当該機器の製造等に当たっては、障害者の利用

の便宜を図るよう努めなければならない  

（消費者としての障害者の保護）  

第二十七条  国及び地方公共団体は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られるようにするた

め、適切な方法による情報の提供その他必要な施策を講じなければならない  

２  事業者は、障害者の消費者としての利益の擁護及び増進が図られるようにするため、適切な方法による

情報の提供等に努めなければならない  

（選挙等における配慮）  

第二十八条  国及び地方公共団体は、法律又は条例の定めるところにより行われる選挙、国民審査又は投票

において、障害者が円滑に投票できるようにするため、投票所の施設又は設備の整備その他必要な施策を

講じなければならない 

 

②地域生活 

 

障害者基本法（抜粋） 

（医療、介護等）  

第十四条  国及び地方公共団体は、障害者が生活機能を回復し、取得し、又は維持するために必要な医療の

給付及びリハビリテーションの提供を行うよう必要な施策を講じなければならない  

２  国及び地方公共団体は、前項に規定する医療及びリハビリテーションの研究、開発及び普及を促進しな

ければならない  

３  国及び地方公共団体は、障害者が、その性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じ、医療、介護、

保健、生活支援その他自立のための適切な支援を受けられるよう必要な施策を講じなければならない  

４  国及び地方公共団体は、第一項及び前項に規定する施策を講ずるために必要な専門的技術職員その他の

専門的知識又は技能を有する職員を育成するよう努めなければならない  

５  国及び地方公共団体は、医療若しくは介護の給付又はリハビリテーションの提供を行うに当たっては、

障害者が、可能な限りその身近な場所においてこれらを受けられるよう必要な施策を講ずるものとするほ

か、その人権を十分に尊重しなければならない  

６  国及び地方公共団体は、福祉用具及び身体障害者補助犬の給付又は貸与その他障害者が日常生活及び社

会生活を営むのに必要な施策を講じなければならない  

７  国及び地方公共団体は、前項に規定する施策を講ずるために必要な福祉用具の研究及び開発、身体障害

者補助犬の育成等を促進しなければならない  

（年金等）  

第十五条  国及び地方公共団体は、障害者の自立及び生活の安定に資するため、年金、手当等の制度に関し

必要な施策を講じなければならない  

（療育）  

第十七条  国及び地方公共団体は、障害者である子どもが可能な限りその身近な場所において療育その他こ

れに関連する支援を受けられるよう必要な施策を講じなければならない  
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２  国及び地方公共団体は、療育に関し、研究、開発及び普及の促進、専門的知識又は技能を有する職員の

育成その他の環境の整備を促進しなければならない  

（住宅の確保）  

第二十条  国及び地方公共団体は、障害者が地域社会において安定した生活を営むことができるようにする

ため、障害者のための住宅を確保し、及び障害者の日常生活に適するような住宅の整備を促進するよう必

要な施策を講じなければならない  

（相談等）  

第二十三条  国及び地方公共団体は、障害者の意思決定の支援に配慮しつつ、障害者及びその家族その他の

関係者に対する相談業務、成年後見制度その他の障害者の権利利益の保護等のための施策又は制度が、適

切に行われ又は広く利用されるようにしなければならない  

２  国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの各種の相談に総合的に応ずることが

できるようにするため、関係機関相互の有機的連携の下に必要な相談体制の整備を図るとともに、障害者

の家族に対し、障害者の家族が互いに支え合うための活動の支援その他の支援を適切に行うものとする  

（経済的負担の軽減）  

第二十四条  国及び地方公共団体は、障害者及び障害者を扶養する者の経済的負担の軽減を図り、又は障害

者の自立の促進を図るため、税制上の措置、公共的施設の利用料等の減免その他必要な施策を講じなけれ

ばならない  

（防災及び防犯）  

第二十六条  国及び地方公共団体は、障害者が地域社会において安全にかつ安心して生活を営むことができ

るようにするため、障害者の性別、年齢、障害の状態及び生活の実態に応じて、防災及び防犯に関し必要

な施策を講じなければならない  

（司法手続における配慮等）  

第二十九条  国又は地方公共団体は、障害者が、刑事事件若しくは少年の保護事件に関する手続その他これ

に準ずる手続の対象となった場合又は裁判所における民事事件、家事事件若しくは行政事件に関する手続

の当事者その他の関係人となった場合において、障害者がその権利を円滑に行使できるようにするため、

個々の障害者の特性に応じた意思疎通の手段を確保するよう配慮するとともに、関係職員に対する研修そ

の他必要な施策を講じなければならない  

 

③社会参加、教育、就労、まちづくり 

 

障害者基本法 （抜粋） 

（地域社会における共生等）  

第三条  第一条に規定する社会の実現は、全ての障害者が、障害者でない者と等しく、基本的人権を享有す

る個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを前提と

しつつ、次に掲げる事項を旨として図られなければならない  

１  全て障害者は、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会

が確保されること  

２  全て障害者は、可能な限り、どこで誰と生活するかについての選択の機会が確保され、地域社会におい

て他の人々と共生することを妨げられないこと  

３  全て障害者は、可能な限り、言語（手話を含む）その他の意思疎通のための手段についての選択の機会

が確保されるとともに、情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会の拡大が図られること  
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（教育）  

第十六条  国及び地方公共団体は、障害者が、その年齢及び能力に応じ、かつ、その特性を踏まえた十分な

教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者でない児童及び生徒と

共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等必要な施策を講じな

ければならない  

２  国及び地方公共団体は、前項の目的を達成するため、障害者である児童及び生徒並びにその保護者に対

し十分な情報の提供を行うとともに、可能な限りその意向を尊重しなければならない  

３  国及び地方公共団体は、障害者である児童及び生徒と障害者でない児童及び生徒との交流及び共同学習

を積極的に進めることによって、その相互理解を促進しなければならない  

４  国及び地方公共団体は、障害者の教育に関し、調査及び研究並びに人材の確保及び資質の向上、適切な

教材等の提供、学校施設の整備その他の環境の整備を促進しなければならない  

（職業相談等）  

第十八条  国及び地方公共団体は、障害者の職業選択の自由を尊重しつつ、障害者がその能力に応じて適切

な職業に従事することができるようにするため、障害者の多様な就業の機会を確保するよう努めるととも

に、個々の障害者の特性に配慮した職業相談、職業指導、職業訓練及び職業紹介の実施その他必要な施策

を講じなければならない  

２  国及び地方公共団体は、障害者の多様な就業の機会の確保を図るため、前項に規定する施策に関する調

査及び研究を促進しなければならない  

３  国及び地方公共団体は、障害者の地域社会における作業活動の場及び障害者の職業訓練のための施設の

拡充を図るため、これに必要な費用の助成その他必要な施策を講じなければならない  

（雇用の促進等）  

第十九条  国及び地方公共団体は、国及び地方公共団体並びに事業者における障害者の雇用を促進するため、

障害者の優先雇用その他の施策を講じなければならない  

２  事業主は、障害者の雇用に関し、その有する能力を正当に評価し、適切な雇用の機会を確保するととも

に、個々の障害者の特性に応じた適正な雇用管理を行うことによりその雇用の安定を図るよう努めなけれ

ばならない  

３  国及び地方公共団体は、障害者を雇用する事業主に対して、障害者の雇用のための経済的負担を軽減し、

もつてその雇用の促進及び継続を図るため、障害者が雇用されるのに伴い必要となる施設又は設備の整備

等に要する費用の助成その他必要な施策を講じなければならない  

（公共的施設のバリアフリー化）  

第二十一条  国及び地方公共団体は、障害者の利用の便宜を図ることによって障害者の自立及び社会参加を

支援するため、自ら設置する官公庁施設、交通施設（車両、船舶、航空機等の移動施設を含む次項におい

て同じ）その他の公共的施設について、障害者が円滑に利用できるような施設の構造及び設備の整備等の

計画的推進を図らなければならない  

２  交通施設その他の公共的施設を設置する事業者は、障害者の利用の便宜を図ることによって障害者の自

立及び社会参加を支援するため、当該公共的施設について、障害者が円滑に利用できるような施設の構造

及び設備の整備等の計画的推進に努めなければならない  

３  国及び地方公共団体は、前二項の規定により行われる公共的施設の構造及び設備の整備等が総合的かつ

計画的に推進されるようにするため、必要な施策を講じなければならない  

４  国、地方公共団体及び公共的施設を設置する事業者は、自ら設置する公共的施設を利用する障害者の補

助を行う身体障害者補助犬の同伴について障害者の利用の便宜を図らなければならない  

（文化的諸条件の整備等）  

第二十五条  国及び地方公共団体は、障害者が円滑に文化芸術活動、スポーツ又はレクリエーションを行う

ことができるようにするため、施設、設備その他の諸条件の整備、文化芸術、スポーツ等に関する活動の

助成その他必要な施策を講じなければならない 
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【障害者に関するマーク】 

名称 概要 

障害者のための国際

シンボルマーク 

 

障害者が利用できる建物、施設であることを明確に表すための世界共通のシンボ

ルマークです。マークの使用については国際リハビリテーション協会の「使用指

針」により定められています。 

※このマークは「すべての障害者を対象」としたものです。特に車椅子を利用す

る障害者を限定し、使用されるものではありません。 

身体障害者標識 

 

肢体不自由であることを理由に免許に条件を付されている方が運転する車に表示

するマークで、マークの表示については、努力義務となっています。 

危険防止のためやむを得ない場合を除き、このマークを付けた車に幅寄せや割り

込みを行った運転者は、道路交通法の規定により罰せられます。 

聴覚障害者標識 

 

聴覚障害であることを理由に免許に条件を付されている方が運転する車に表示す

るマークで、マークの表示については、義務となっています。 

危険防止のためやむを得ない場合を除き、このマークを付けた車に幅寄せや割り

込みを行った運転者は、道路交通法の規定により罰せられます。 

視覚障害者のための

国際シンボルマーク 

 

視覚障害者のための世界共通のマークです。視覚障害者の安全やバリアフリーに

考慮された建物、設備、機器などに付けられています。信号機や国際点字郵便物・

書籍などで身近に見かけるマークです。 

耳マーク 

 

聞こえが不自由なことを表す、国内で使用されているマークです。聴覚障害者は

見た目には分からないために、誤解されたり、不利益をこうむったり、社会生活

上で不安が少なくありません。 

ほじょ犬マーク 

 

身体障害者補助犬同伴の啓発のためのマークです。身体障害者補助犬とは、盲導

犬、介助犬、聴導犬のことを言います。「身体障害者補助犬法」が施行され、現

在では公共の施設や交通機関はもちろん、デパートやスーパー、ホテル、レスト

ランなどの民間施設でも身体障害者補助犬が同伴できるようになりました。補助

犬はペットではありません。体の不自由な方の、体の一部となって働いています。

社会のマナーもきちんと訓練されているし、衛生面でもきちんと管理されていま

す。 

オストメイトマーク 

 

人工肛門・人工膀胱を造設している人（オストメイト）のための設備があること

を表しています。オストメイト対応のトイレの入口・案内誘導プレートに表示さ

れています。 

ハート・プラス マー

ク 

 

「身体内部に障害がある人」を表しています。身体内部（心臓、呼吸機能、じん

臓、膀胱・直腸、小腸、肝臓、免疫機能）に障害がある方は外見からは分かりに

くいため、様々な誤解を受けることがあります。内部障害の方の中には、電車な

どの優先席に座りたい、近辺での携帯電話使用を控えてほしい、障害者用駐車ス

ペースに停めたい、といったことを希望していることがあります。 

（内閣府ホームページより転載） 
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第１章 計画策定にあたって 

 

１ 計画策定の趣旨 
障害者自立支援法は、従来、障害種別ごとに提供されてきたサービスを三障害共通にする

とともに、地域移行や就労支援に向けたサービスを強化するなど、障害者施策の大きな転換

を図るものとして、平成18年４月に施行されました。法改正を経て、現在は「障害者の日常

生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」として、サービスの

対象を難病患者等へも拡充するなど、より幅広く障害者の日常生活・社会生活を支援するも

のとなっています。 

本市においても、法律の理念を踏まえ、障害者が必要なサービスを利用し、地域で安心し

て生活できるとともに、社会参加の機会が確保されるよう、共生社会の実現に向けたサービ

スの充実に努めてきました。 

しかし一方で、適切な供給体制の確保、障害者の高齢化や重度化等に伴う多様なニーズへ

の対応など、サービスの充実に向けてさまざまな課題が存在しています。また、わが国は平

成26年１月に「障害者の権利に関する条約」を批准しました。今後は社会全体で、さまざま

な分野における障害者の権利実現のための取組みがいっそう推進されるものと考えられ、地

域生活や就労への支援、障害福祉サービス等についても、さらなる充実が求められるものと

見込まれます。 

本計画は、こうした課題や社会背景等をふまえ、「第4次堺市障害者長期計画」とも歩調を

合わせながら、障害者の地域生活や就労等に関する目標も含めたサービス基盤の一層の充実

に向け、その取組み方向を定める計画として策定するものです。 

 

 

２ 計画の性格 

本計画は、「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支

援法）」第88条に基づくものです。障害者が自立した日常生活や社会生活を送ることができ

るように、国の策定指針および大阪府計画をふまえ、取組みの成果目標を定めるとともに、

障害福祉サービスや地域生活支援事業等の提供に係る見込量、体制確保のための方策等を定

める計画です。 

本計画は、本市における市政全体の方向性を定める「堺21世紀・未来デザイン」及び「堺

市マスタープラン さかい未来・夢コンパス」を上位計画とします。なお、本市における障

害者施策全般の方向性を定める「第4次堺市障害者長期計画」は、本計画の直接の上位計画

にあたり、計画推進における理念や基本的な方針等はこの計画に基づきます。また、「堺あっ

たかぬくもりプラン３」「堺市子ども・子育て支援事業計画」など関連計画との整合性にも留

意し、これらと調和のとれた計画とします。 
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３ 計画の期間 
障害福祉計画は、3年を1期とするものとされています。本計画の計画期間は平成27年度

から平成29年度までの3年間となります。 

なお、第4次堺市障害者長期計画は平成27～35年度の9年間を計画期間としており、本計

画の期間はその前期3年間に相当します。 
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年度 

平成28

年度 

平成29

年度 

平成30

年度 

平成31

年度 

平成32
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平成33
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年度 

平成35

年度 

第4期計画 
 

 

        

第5期計画 
 

 

        

第6期計画 
 

 

        

第4次障害者

長期計画 

前期 

 

  中期 

 

  後期 
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第２章 計画の基本理念と目標 

 

１ 基本理念 

 

本計画は、障害者が自立した日常生活や社会生活を送ることができる地域づくりをめざし、

第3期計画までの理念を継承するとともに、本計画の上位計画となる第4次障害者長期計画と

同一の基本理念とします。 

 

【基本理念】 

障害者が住み慣れた地域で、主体的に、共生、協働のもと 

生き活きと輝いて暮らせる社会の実現 

 

基本理念の趣旨は以下のとおりです。 

 

○「障害者が住み慣れた地域で､主体的に」暮らすことのできる社会とは、 

 障害者がその生活･人生を尊重され、その人にとって、必要なサービスや支援を活用しなが

ら、地域の中で自らの意思で自立した生活を送ることができる社会を表しています。 

 

○「共生､協働のもと」で暮らすことのできる社会とは、 

 障害に対する正しい理解と認識、一人ひとりの個性と人格を尊重する人権意識が社会全体

に行きわたり、障害の有無に関わらず、誰もが地域の中で主体性をもってあたり前に生活

できる社会、また、そうした地域を障害者、地域、行政が共につくる社会を表しています。 

 

○「生き活きと輝いて暮らせる」社会とは、 

 上記の地域社会が実現され、障害者が地域の中で安心して、心豊かに暮らしながら、それ

ぞれの個性や能力を発揮し、生きがいをもって輝いて生きることのできる社会を表してい

ます。 

 

なお、「生き活き」とは、誰もが元気で、活力のある質の高い生活の実現の願いを込め、こ

のような表記にしています。 
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２ 取組みの基本方針 
 

本計画は、本市の障害者施策全般の方向性を定める第4次障害者長期計画を上位計画とし、

主に障害者の地域生活支援に向けた障害福祉サービス等の提供と、その提供体制の確保に向

けた取組み等を定める計画となります。取組みを進めていくうえでの基本的な方針について

は、第4次障害者長期計画と同じ方針で臨むものとします。 

 

◆障害者の人権の尊重、自己決定権の尊重 

人権とは、人間の尊厳に基づいて各人が持っている固有の権利であり、社会を構成するす

べての人々が、自己決定権をもち、社会において幸福な生活を営むために重要な権利です。

本市では、誰もが自由で平等に社会に参加・参画し、喜びや生きがいを感じながら生活のあ

らゆる場面でお互いの人格を認め合う人権感覚にあふれたまちの実現をめざしています。 

障害者に対する差別は、重大な人権侵害であり、その解消に向け、社会全体で取り組んで

いく必要があります。また、自ら意思表明や意思決定する、障害者の自己決定権の尊重も重

要です。施策展開にあたっては、障害者の人権、自己決定権の最大限の尊重に留意しながら

取組みを進めます。 

 

◆ライフステージや障害特性等に配慮したとぎれのない支援、個人を尊重した支援の展開 

人は、誰もが人間としてかけがえのない存在であり、個性を持った存在です。障害者への

支援は、それぞれの個人に寄り添う形で展開されなければなりません。障害者それぞれのラ

イフステージや障害の状態、障害特性、生活の状況などに応じて、必要な支援がとぎれなく、

障害者の自立と社会参加の支援という展望のもとで、適切に提供されるようにしていくこと

が必要となります。 

このためには、福祉、教育、保健、医療、労働など、質的、量的な拡充をはじめ、支援に

関わるさまざまな分野が有機的に連携するとともに、コーディネート等の機能も求められま

す。また、発達障害、高次脳機能障害、難病等により支援を必要とする人へも、「制度の谷間」

を埋めるために、支援が行き届くような対応も重要となります。施策展開にあたっては、障

害者の個人を尊重し、個々に応じた適切な支援に配慮しながら取組みを進めます。 

 

◆社会的障壁の除去、必要かつ合理的な配慮の行きわたる共生社会づくり 

障害者は、その障害ゆえに、生活にさまざまな困難を抱えていますが、それに加え、社会

のさまざまな領域に存在する障壁が、障害者の生活を制限・制約するものとなっています。

こうした障壁は、ハード面のみならず、社会慣行や人々の考え方などのソフト面にも存在し

ます。障害者の社会参加や生活の安心において、こうした社会的障壁を取り除いていくこと

（アクセシビリティの向上）が必要となります。 
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社会的障壁は、明らかに障害者差別として認識されるものもありますが、一見してわかり

にくいものもあります。障害者に対する必要かつ合理的な配慮がなされないことは障害者差

別であり、それは解消されなければなりません。施策展開にあたっては、社会における合理

的配慮の促進に留意し、取組みを進めます。 

 

 

３ 施策の方向性 
 

基本理念、基本方針をふまえ、施策を展開していくうえで、以下の方向性をめざすものと

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【取組みの基本方針】 

◆障害者の人権の尊重、自己決定権の

尊重 

◆ライフステージや障害特性等に配慮

したとぎれのない支援、個人を尊重

した支援の展開 

◆社会的障壁の除去、必要かつ合理的

な配慮の行きわたる共生社会づくり 

【現状と課題】 

・障害者人口の増加 

・障害者の高齢化、重度化 

・サービス対象者、ニーズの多様化 

高次脳機能障害者、発達障害者、難病患者、

障害児など、多様な利用者への対応 

・家族の高齢化（家族介護力の低下） 

・相談支援等の体制の確保 

・サービス人材の確保と質の向上 

・地域で障害者を支える基盤の整備・強化 

・障害に対する理解不足 

・暮らしの場の不足 

・将来への不安が大きい 

【施策の方向性】 

取組みの基本方針をふまえ、障害者の人権を尊重、個人を尊重した支援を展開 

サービスを通じた社会的障壁の除去、共生社会づくりをめざした施策を推進 

◆相談支援の提供基盤の充実・強化 

◆地域生活への移行、一般就労への移行の促進 

◆地域生活の安心を支える支援基盤の構築 

◆ニーズの多様化等に応じたサービス基盤の充実、質の向上 

◆サービスを通じた社会参加の促進、交流促進、障害者理解の促進 
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４ 成果目標 
 

障害福祉計画では、障害者等の自立支援の観点から、地域生活移行や就労支援といった課

題に対応するため、めざすべき成果目標を定めることとされています。本計画では、平成29

年度を目標年度とした成果目標を定めることになります。 

成果目標の基準は国が定めており、この基準をふまえた目標を設定することが基本となり

ますが、大阪府において、国基準をふまえた府の基準も設定されており、本市では国・大阪

府の基準をふまえて成果目標を設定するものとします。目標達成に向け、本計画における取

組みを進めていきます。 

 

【成果目標の設定】 

項目 国の基準 
大阪府の 
基準 

堺市の 
基準数値 

堺市の 
目標値 

施設入所者の

地域生活への

移行 

平成25年度末時点の施設入所者

の12％以上が平成29年度末まで

に地域生活に移行 

国基準と

同じ 
469人 61人 

平成25年度末時点の施設入所者

から平成29年度末までに4％以

上削減 

国基準と

同じ 
469人 23人 

入院中の精神

障害者の地域

生活への移行 

平成29年度における入院後3か

月時点の退院率が64％以上 

国基準と

同じ 
- 

国基準と

同じ 

平成29年度における入院後1年

時点の退院率が91％以上 

国基準と

同じ 
- 

国基準と

同じ 

平成29年6月末時点の長期在院

者数を平成24年6月末時点から

18％以上削減 

国基準と

同じ 
1,516人 273人 

福祉施設から

一般就労への

移行 

平成29年度の一般就労への移行

実績を平成24年度実績の2倍以

上 

大阪府 

全体で

1,500人 

- 169人 

平成29年度末の就労移行支援利

用者数を平成25年度末の6割以

上増加 

国基準と

同じ 
195人 312人 

平成29年度末において、就労移行

支援事業所の就労移行率3割以上

の事業所が全体の5割以上 

国基準と

同じ 
- 

国基準と

同じ 

工賃の向上 － 

平成25年

度実績の

34.2%増 

9,947円 13,349円 

※年齢超過児を除く。 

 

障害者の地域

生活の支援 

国の基準 
地域生活支援拠点等について、平成29年度末までに市町村

または圏域ごとに少なくとも1拠点整備 

堺市の目標 
平成29年度末までに、そのあり方を検討し、地域生活支援

拠点等を整備する。 

 

※ 

※ 
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＜参考：第 3期計画における目標＞ 

施設入所者の

地域生活への

移行 

○平成 26年度末までに地域移行する人の累計目標人数 

（平成 17年 10月 1日の施設入所者数 595人の 40％以上） 

247人 

 

○平成 26年度末の施設入所者の減少数  

（平成 17年 10月 1日の施設入所者数 595人の 22％以上） 

131人 

入院中の精神

障害者の地域

生活への移行 

○平成 26年度における「１年未満入院者の平均退院率」 

（平成 26年度における平均退院率を平成 20年 6月 30日調査

比 7％増加） 

77.8％ 

 

○平成 26 年度における「５年以上かつ 65 歳以上の入院患者の

退院者数」 

（平成 26年度における退院者数を直近の状況よりも 20％増加） 

57人 

福祉施設から

一般就労への

移行 

○平成 26年度の福祉施設から一般就労への移行者数 

（平成 17 年度の福祉施設からの一般就労移行者数 28 人の 5.4

倍） 

152人 

 

（推移） 

 
 

平成 21 

年度 

平成 22 

年度 

平成 23 

年度 

平成 24 

年度 

平成 25 

年度 

施設入所者の地域生活への移行      

 地域移行者数累計（人） 114 127 134 136 142 

 施設入所者の減少数（人） - - - - 126 

入院中の精神障害者の地域生活への移行      

 １年未満入院者の平均退院率（％） 78.0 78.7 80.2 80.2 80.8 

 
５年以上かつ 65 歳以上の入院患者の
退院者数（人） 

- - 77 46 63 

福祉施設から一般就労への移行      

 一般就労移行者数（人） 69 87 101 94 106 
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第３章 障害福祉サービス等の見込 

 

１ 訪問系サービス 
 

 事業内容 

居宅介護 

（ホームヘルプ） 

ホームヘルパーが自宅を訪問して、入浴、排せつ、食事等の介護、

調理、洗濯、掃除等の家事、生活等に関する相談や助言など、生活全

般にわたる援助を行います。 

重度訪問介護 

重度の肢体不自由、知的障害、精神障害により常に介護を必要とす

る人に対して、ホームヘルパーが自宅を訪問し、入浴、排せつ、食事

などの介護、調理、洗濯、掃除などの家事、生活等に関する相談や助

言など、生活全般にわたる援助や外出時における移動中の介護を総合

的に行います。 

行動援護 

知的障害や精神障害により、行動に著しい困難を有する人が、行動

する際に生じ得る危険を回避するために必要な援護、外出時における

移動中の介護のほか、行動する際に必要な援助を行います。 

同行援護 

視覚障害により移動に著しい困難を有する人が外出する際、本人に

同行し、移動に必要な情報の提供や、移動の援護など、外出する際に

必要な援助を行います。 

重度障害者等包

括支援 

常に介護を必要とする人のなかでも、特に介護の必要度が高い人に

対して、居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、

短期入所などの複数のサービスを包括的に提供します。 

（本市にはこのサービスの事業所はありません。） 

 

 サービスの見込量 

第3期計画では、意向調査の結果等をもとに、「現在は利用していないがこれから利用した

い」と考える人の利用も想定して利用量を見込みましたが、実績では、計画見込を下回って

いるものが多くなっています。これは、基盤整備が十分に進まなかったことなどから、これ

らの潜在的な利用者が利用できなかったこと等も要因として考えられます。 

そこで、第4期計画では実績値での推計に加え、第3期計画で見込んだが実績に表れなかっ

た潜在ニーズが段階的に顕在化し、必要な人がサービスを利用することで、利用量が増えて

いくことも想定して見込量を設定しています。 

訪問系サービスの見込量の設定は、現状の各サービス利用者数の伸びを基本とし、平成27

～29年度の各年度で、入所施設や精神科病院から地域生活に移行し、サービスを利用すると

見込まれる人数や、在宅の未利用者でサービス利用のニーズがある人など、新規利用者とな

る人数を見込んで算出しました。 
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訪問系サービスの見込量 

 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

居宅介護 
利用人数（人/月） 2,108 2,258 2,396 

利用時間（時間/月） 39,627 42,274 44,725 

重度訪問介護 
利用人数（人/月） 226 235 242 

利用時間（時間/月） 30,819 31,969 32,920 

行動援護 
利用人数（人/月） 31 32 33 

利用時間（時間/月） 880 914 940 

同行援護 
利用人数（人/月） 290 293 294 

利用時間（時間/月） 8,213 8,296 8,326 

合  計 
利用人数（人/月） 2,655 2,818 2,965 

利用時間（時間/月） 79,539 83,453 86,911 

 

＜訪問系サービス（合計）の利用人数・利用時間見込＞ 

 

 

 今後の方策 

○事業者が、継続的に安定した運営が図れるように、国に対して、適正な報酬単価となるよ

う働きかけます。 

○事業所職員のスキルアップを図るため研修を開催するなど、積極的に職員の人材育成や事

業者の育成に取り組みます。 

○必要な人にサービスが行きわたるように、サービスについての周知啓発に努めるとともに、

相談支援等を通じてサービス利用を促進します。 

○医療的ケアの必要な障害者への対応や、障害特性に応じた対応力の向上など、サービスの

質の向上を通じて、サービス利用者の層の拡大をめざします。 

 

2,655 
2,818 

2,965 

79,539 83,453 86,911 

0

50,000

100,000

150,000

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

平成27年度 平成28年度 平成29年度 

利用人数（人/月） 利用時間（時間/月） 

（人/月） （時間/月） 



 10 

２ 日中活動系サービス、療養介護、短期入所 
 

 事業内容 

生活介護 

常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行

うとともに、創作的活動または生産活動の機会を提供します。 

常時介護が必要な障害支援区分３以上（50歳以上の場合は区分２以

上）の方が対象となります。なお、入所の場合は基本的に区分４以上（50

歳以上の場合は区分３以上）が対象となります。 

自立訓練 

（機能訓練） 

（生活訓練） 

自立した日常生活または社会生活ができるよう、一定期間、身体機能

または生活能力の向上のために必要な訓練を行います。 

機能訓練については、地域生活を営む上で身体機能の維持・回復など

の支援が必要な身体障害者、難病の方などが対象となります。 

生活訓練については、地域生活を営む上で生活能力の維持・向上など

の支援が必要な知的障害者及び精神障害者が対象となります。 

なお、生活訓練の対象者のうち、日中、一般就労や障害福祉サービス

を利用している方などに、一定期間、居住の場を提供して帰宅後におけ

る生活能力等の維持・向上のための訓練を行う宿泊型自立訓練のサービ

スもあります。 

就労移行支援 

一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及

び能力の向上のために必要な訓練を行います。一般就労に必要な知識・

能力を養い、本人の適性に見合った職場への就労と定着を目指すサービ

スです。一般就労等を希望する 65歳未満の障害者が対象となります。 

就労継続支援 

（Ａ型・Ｂ型） 

一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、知識

及び能力の向上のために必要な訓練を行います。 

Ａ型については、雇用契約に基づいて就労することが可能な 65歳未

満の方が対象となります。 

Ｂ型については、就労経験のある方や、就労移行支援事業等を利用し

たが一般就労が難しいと判断された方などが対象となります。このサー

ビスを通じて生産活動や就労に必要な知識や能力が高まった方は、就労

継続支援Ａ型や一般就労への移行を目指します。 

療養介護 

医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管

理、看護、介護及び日常生活の世話を行います。長期入院による医療的

ケアが必要で、一定の要件を満たした方が対象となります。 

短期入所 

自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含め施設にお

いて、入浴、排せつ、食事の介護等を行います。 

介護を行う人が介護できない場合に、短期間の入所が必要な方（障害

程度区分 1以上、該当する障害児も含む）が対象となります。介護者の

レスパイトサービスとしての役割も担います。 
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 サービスの見込量 

就労移行支援については、利用者数の増加を成果目標として掲げており、その目標を達成

するために必要な見込量を設定しています。また、就労継続支援Ａ型・Ｂ型については、第

3期計画の期間では、計画見込を上回る利用量となっているため、実績値の伸びを前提に利

用量を見込んでいます。療養介護については、現状ベースで利用者数を見込んでいます。そ

の他のサービスについては、実績値の伸びに加え、第3期計画の期間では実現しなかった潜

在ニーズについて、実現率を上乗せして利用量を見込んでいます。 

 

日中活動系サービス、療養介護、短期入所の見込量 

  
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

生活介護 利用人数（人/月） 1,743 1,797 1,845 

 
利用日数（人日/月） 35,671 36,775 37,758 

自立訓練(機能訓練) 利用人数（人/月） 37 40 41 

 
利用日数（人日/月） 521 550 567 

自立訓練(生活訓練) 利用人数（人/月） 126 145 163 

 
利用日数（人日/月） 2,675 3,098 3,470 

就労移行支援 利用人数（人/月） 247 304 360 

 
利用日数（人日/月） 4,682 5,761 6,821 

就労継続支援Ａ型 利用人数（人/月） 73 77 80 

 
利用日数（人日/月） 1,788 1,891 1,958 

就労継続支援Ｂ型 利用人数（人/月） 1,702 1,813 1,913 

 
利用日数（人日/月） 30,423 32,404 34,196 

療養介護 利用人数（人/月） 130 130 130 

短期入所 利用人数（人/月） 663 758 848 

 
利用日数（人日/月） 4,389 4,994 5,570 
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＜日中活動系サービス（合計）の利用人数・利用日数見込＞ 

 
※生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援の合計 

 

＜短期入所の利用人数・利用日数見込＞ 
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 今後の方策 

【生活介護】 

○重度の利用者に対応ができる体制が確保できるよう報酬について国に要望していきます。 

○医療的ケアを必要とする障害者の受入れができるよう、「生活介護事業所機能強化事業」

の拡充を検討します。 

【自立訓練】 

○健康福祉プラザ内の生活リハビリテーションセンターをはじめ、効果的な自立訓練事業を

推進し、地域での自立生活に必要な社会生活力の維持・向上に努めます。 

【就労移行支援】 

○就労移行支援事業所が効果的な支援ができるよう、障害者の就労支援の中核機関である障

害者就業・生活支援センターにおいて、雇用、福祉、教育等の関係機関との有機的な連携

を行い、職業生活・日常生活・社会生活を総合的に支援するとともに、定着支援を図りま

す。 

○精神・発達障害者の支援ができる事業者の育成について検討します。 

【就労継続支援】 

○健康福祉プラザ内の授産活動支援センターにおいて、就労継続支援（Ｂ型）等障害福祉サ

ービス事業所への経営改善や製品開発に関する相談支援、企業や商工団体等とのネットワ

ーク構築を図り、授産製品や役務の受発注のとりまとめなど授産活動への総合的な支援に

努めます。 

【短期入所】 

○医療的ケアの必要な利用者の受入れに必要な体制の確保ができるよう国に要望するととも

に、事業者への助成を行っていきます。 

○短期入所の長期利用を解消するために、地域生活移行を含めた支援を引き続き行います。 
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３ 居住系サービス 
 

 事業内容 

共同生活援助 

（グループホーム） 

共同生活を営む住居で、主に夜間において、相談、入浴、排せつ

または食事の介護、その他の日常生活上の援助を行います。地域生

活を営むうえで、日常生活上の援助が必要な障害者が対象となりま

す。 

なお、平成 26年 4月より共同生活介護（ケアホーム）は共同生

活援助（グループホーム）へ一元化されました。 

施設入所支援 

施設に入所する人に、主に夜間において、入浴、排せつ、食事の

介護、生活等に関する相談・助言のほか、必要な日常生活上の支援

を行います。主に障害支援区分４以上（５０歳以上の方は区分３以

上）の人が対象となります。生活介護などの日中活動とあわせて、

障害者の日常生活を一体的に支援するサービスです。 

 

 サービスの見込量 

共同生活援助の見込量の設定は、現状のサービス利用者数の伸びを基本とし、平成27～29

年度の各年度で、入所施設や精神科病院から地域生活に移行してサービスを利用すると見込

まれる人数や、在宅の未利用者でサービス利用のニーズがある人など、新規利用者となる人

数を見込んで算出しました。また、施設入所支援の見込量については、成果目標に施設入所

者数の削減目標が設定されていることから、目標を達成するために必要な見込量としていま

す。 

 

居住系サービスの見込量 

  
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

共同生活援助 利用人数（人/月） 725 808 879 

施設入所支援 利用人数（人/月） 478 472 465 
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＜共同生活援助、施設入所支援の利用人数見込＞ 

 

 

 今後の方策 

【居住系サービス】 

○グループホームの報酬単価の見直しや運営体制の強化について国への働きかけを行います。 

○グループホームの整備充実に向けて、国庫補助金整備事業を活用します。 

○重度障害者のグループホーム利用推進の方策について検討します。 

○施設入所待機者や短期入所の長期利用者などの実情・意向を十分に把握し、必要なグルー

プホームの量・質の充実を図ります。 
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４ 相談支援 
 

 事業内容 

計画相談支援 

障害福祉サービスの利用申請時の「サービス等利用計画案」の作成、

サービス支給決定後の連絡調整、「サービス等利用計画」の作成を行

うとともに、作成された「サービス等利用計画」が適切かどうか定期

的なモニタリングを実施し、必要に応じて見直しを行います。 

地域相談支援 

（地域移行支援） 

障害者支援施設等に入所している人や精神科病院に入院している

人を対象に、住居の確保や地域生活に移行するための活動に関する相

談、外出時の同行、障害福祉サービスの体験的な利用支援など、施設・

病院から退所・退院して地域生活に円滑に移行できるように支援を行

います。 

地域相談支援 

（地域定着支援） 

障害者支援施設等や精神科病院から退所・退院した人や、家族との

同居から一人暮らしに移行した人、地域生活が不安定な人などを対象

に、地域生活が継続できるように相談や緊急時の訪問などの支援を行

います。 

 

 サービスの見込量 

相談支援の見込量は、第3期計画期間では実績と計画見込の乖離がかなり大きくなってい

ます。その要因としては、相談支援は平成24年度より現行制度となり、基盤整備がその時点

からスタートしていることから、第3期計画期間において十分に基盤整備が進まなかったこ

とが考えられます。 

本計画の相談支援の見込量については、現状では基盤整備が十分ではないものの、計画相

談支援については障害福祉サービスの利用者すべてが利用するという原則をふまえ、計画期

間内にサービス基盤を充実させることで達成をめざすものとして設定しています。また、地

域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）については、入所施設や精神科病院から地域生

活に移行してサービスを利用すると見込まれる人数などもふまえた見込量設定としていま

す。 

 

相談支援の見込量 

  
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

計画相談支援 利用人数（人/月） 2,887 4,034 4,200 

（サービス利用支援） 利用人数（人/月） 433 605 630 

（継続サービス利用支援） 利用人数（人/月） 2,454 3,429 3,570 

地域相談支援 利用人数（人/月） 315 452 586 

（地域移行支援） 利用人数（人/月） 9 9 10 

（地域定着支援） 利用人数（人/月） 306 443 576 
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＜相談支援の利用人数見込＞ 

 

 

 今後の方策 

○計画相談支援及び地域相談支援については、サービスを提供する事業者の拡大と並行しな

がら、障害福祉サービスを利用する全ての障害者に対して、段階的に相談支援が行き渡る

よう、計画的に進めていきます。 

○相談支援専門員初任者養成研修において、府と連携しながら毎年一定数の研修修了者を出

すことで、相談支援専門員の増加を図ります。 

○事業者向け研修会を毎年開催することで、事業者の育成と支援を強化していきます。 

○各区の自立支援協議会、障害者基幹相談支援センター及び民間の相談支援事業者によるネ

ットワークを活用して、関係機関との情報共有を図りながら、事業所間の連携を強化して

いきます。 
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５ 地域生活支援事業 
 

地域生活支援事業は、障害者や障害児がその有する能力や適性に応じて、自立した生活を

営むことができるように柔軟な事業形態により実施するもので、必須事業（法律上実施しな

ければならない事業）と任意事業（市町村の判断により実施できる事業）があります。 

 

 事業内容 

（必須事業） 

相談支援事業  

 障害者相談支援事業 障害当事者や介護者等からの相談に応じ、必要な情報の提

供及び助言、サービスの利用支援等を行うとともに、虐待の

防止や、その早期発見のための関係機関との連絡調整、障害

者の権利擁護のために必要な援助などを行います。 

 基幹相談支援センター等

機能強化事業 

基幹相談支援センターを整備するとともに、専門的職員

（社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等）を配置し、相談

支援機能の強化を行います。 

 住宅入居等支援事業 

 

公営住宅や民間賃貸住宅への入居を希望しているが、保証

人がいない等の理由により入居が困難な障害者に対し、入居

に必要な支援を行います。 

 障害児等療育支援事業 

 

障害児及び療育が必要な児童の地域における生活を支え

るため、身近な地域で療育指導、相談等が受けられる支援体

制の充実を行います。 

 発達障害者支援センター

運営事業 

 

発達障害児（者）への支援を総合的に行う専門的機関を設

置し、発達障害児者とその家族に対して相談、指導・助言等

の支援を行います。 

成年後見制度利用支援事業 判断能力が十分でなく、成年後見制度の利用が有効と認め

られる障害者に対して、成年後見制度の申立てに要する経

費、後見人等の報酬を助成し、成年後見制度の利用を支援し

ます。 

意思疎通支援事業  

 手話通訳者派遣事業 

要約筆記者派遣事業 

手話通訳者設置事業 

聴覚障害や音声・言語機能に障害のある人に対して、手話

通訳者や要約筆記者の派遣、手話通訳者の設置により、意思

疎通支援を行います。 

 重度障害者入院時コミュ

ニケーション事業 

 

重度の障害のため意思疎通に支援が必要な方が入院され

た場合に、普段利用しているホームヘルパーやガイドヘルパ

ーを「コミュニケーション支援員」として病院に派遣し、病

院のスタッフの方との意思疎通の仲介を行うことにより、安

心して医療を受けられる環境を確保します。 
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手話講習会・手話レベルアッ

プ講座、手話通訳者養成講

座、要約筆記者養成講座 

コミュニケーションを図ることが困難な障害者の自立と

社会参加を促進するため、養成講座等を通じ手話奉仕員、手

話通訳者及び要約筆記者の育成を図ります。 

盲ろう者通訳・介助者派遣事

業 

18歳以上の盲ろう者（視覚と聴覚に重複して重度の障害

がある方）で身体障害者手帳の１級または２級の交付を受け

た方に対して、自立と社会参加を促進するため、日常生活で

通訳・介助が必要な時に通訳・介助者を派遣します。 

日常生活用具給付等事業 障害者の日常生活上の便宜を図るための用具について、給

付等を行います。 

移動支援事業 屋外の移動が困難な障害者に対して、社会参加を促進する

ため、外出のための支援を行います。 

地域活動支援センター機能

強化事業 

気軽に利用できる自由な交流の場としての居場所を提供

し、創作的活動や生産活動の機会の提供、生活の相談、社会

との交流の促進等の支援を行います。 

（任意事業） 

日中一時支援事業 障害児者の日中活動の場を確保し、家族の就労支援や一時的

な休息を図ります。 

福祉ホーム 家庭環境、住宅事情等の理由により、居宅において生活する

ことが困難な障害者に、低額な料金で、居室その他の設備を

提供します。 

訪問入浴事業 施設入浴が困難な身体障害者等の居宅を訪問し、浴槽を提供

して入浴の介護を行います。 

視覚障害者生活訓練事業  視覚障害者を対象に、通所または訪問により、歩行・点字・

ロービジョン・日常生活訓練等を行います。 

社会参加支援事業 障害者の社会参加を促進するためスポーツ・文化活動やコミ

ュニケーション支援者の養成等を行います。（実施事業：点

訳音訳奉仕員養成・自動車運転免許取得費助成・自動車改造

費助成・障害者スポーツ大会・障害者スポーツ・レクリエー

ション大会等） 

 

 サービスの見込量 

見込量の設定は、現状の各サービス利用者数の伸びを基本とし、おおむね今後も利用量が

増えていくものと想定して見込んでいます。 
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地域生活支援事業の見込量 

   
平成 27 
年度 

平成 28 
年度 

平成 29 
年度 

必須事業     

相談支援事業     

 障害者相談支援事業 箇所 8 8 8 

 基幹相談支援センター 有無 有 有 有 

 基幹相談支援センター等機能強化事業 有無 有 有 有 

 
住宅入居等支援事業（居住サポート事

業） 
有無 有 有 有 

 障害児等療育支援事業 箇所 6 7 8 

 
発達障害者支援センター運営事業 

箇所 1 1 1 

 人/年 666 676 681 

成年後見制度利用支援事業 ※1 人/年 22 23 24 

意思疎通支援事業     

 
手話通訳者派遣事業 ※2 

人/年 197 197 198 

 人/年 3,638 3,674 3,711 

 
要約筆記者派遣事業 ※2 

人/年 15 15 15 

 人/年 189 205 222 

 

手話通訳者設置事業 人/年 8 8 8 

重度障害者入院時コミュニケーション

事業 

件/年 
1,223 1,284 1,354 

手話講習会・手話レベルアップ講座、手話通訳者養成

講座、要約筆記者養成講座 
   

 手話講習会・手話レベルアップ講座 人/年 160 160 160 

 手話通訳者養成講座 ※3 人/年 13 17 20 

 要約筆記者養成講座 ※3 人/年 20 20 20 

盲ろう者通訳・介助者派遣事業 人/年 17 17 18 

日常生活用具給付等事業     

 介護・訓練支援用具 件/年 60 60 61 

 自立生活支援用具 件/年 404 413 418 

 在宅療養等支援用具 件/年 130 132 133 

 情報・意思疎通支援用具 件/年 204 206 207 

 排泄管理支援用具 件/年 18,374 18,574 18,692 

 居宅生活動作補助用具（住宅改修費） 件/年 72 75 76 

移動支援事業 人/年 2,703 2,740 2,764 

  時間/年 556,066 563,833 569,062 

地域活動支援センター 箇所 18 21 24 

  人/年 1,051 1,259 1,460 

任意事業     

日中一時支援事業 人日/年 4,668 4,716 4,668 

福祉ホーム 人/年 5 5 5 

訪問入浴事業 人/年 41 42 43 

視覚障害者生活訓練事業 人/年 40 40 40 

※1 市長申し立ての利用見込者数 ※2 上段：実利用見込者数 下段：実派遣見込者数 ※3 終了見込者数 
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 今後の方策 

○相談支援事業については、各区の基幹相談支援センター、健康福祉プラザの総合相談情報

センターを中核として取組みを進め、個別給付である指定相談支援との適切な役割分担の

もと、相談支援の質の向上を図ります。発達障害者支援センターについては、発達障害に

特化した高度な専門機関として、相談支援・発達支援・就労支援・研修啓発事業を引き続

き行います。 

○意思疎通支援事業については、登録手話通訳者、要約筆記者のさらなる養成、スキルアッ

プを図ります。 

○日常生活用具等給付事業については、ニーズをふまえながら必要な用具等が給付できるよ

うに制度の運営を進めます。 

○移動支援事業は、地域での自立生活及び社会参加の促進に必要な事業であり、安定したサ

ービスが供給できるよう、人材の確保やサービスの質の向上など基盤の充実を進めます。 

○地域活動支援センターについては、平成 24 年度から新たな体制により事業を推進してお

り、引き続き基盤の充実に向けた取組みを進めます。障害者個人のニーズにあわせて自ら

がプログラム活動を自由に選択し、利用できることを基本としながら、新たな日中活動の

場を提供し、日常生活相談を行いながら、生きがいづくり・余暇活動やピアサポートの活

動支援を行います。 

○任意事業については、利用の増えているサービスもあることから、利用者のニーズを把握

し、より使いやすい制度となるよう取組みを進めます。 

○成年後見制度利用支援事業については対象者の増加も見込まれ、成年後見制度利用により、

引き続き障害者の権利擁護を図ることができるよう取り組みます。 
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６ 障害児サービス 
 

第4期計画より、障害児サービスについても障害福祉計画に見込量を設定することになり

ました。なお、本市では第３期計画においても障害児サービスの見込量を記載しています。 

 

 事業内容 

児童発達支援 

医療型児童発達支援 

日常生活における基本的動作の指導、知識や技能の付与または

集団生活への適応のための訓練など通所支援を行います。「福祉

型」と、治療も行う「医療型」があります。 

放課後等デイサービス 学校就学中の障害児が、放課後や夏休み等の長期休暇中におい

て、生活能力向上のための訓練等を継続的に提供することによ

り、障害児の自立促進、放課後等の居場所づくりを行うサービス

です。 

保育所等訪問支援 児童指導員や保育士が保育所等を訪問し、障害児や保育所職員

等に対し、障害児が集団生活に適応するための専門的な支援を行

うサービスです。 

障害児相談支援 障害児が児童発達支援、放課後等デイサービス等を利用する際

に、障害児支援利用計画を作成し、サービス利用後に一定期間ご

とにモニタリングを行う等の支援を行います。 

 

 サービスの見込量 

見込量の設定は、現状の各サービス利用者数の伸びを基本とし、今後も利用量が増えるも

のと想定して見込んでいます。第3期計画期間では、児童発達支援、放課後等デイサービス

については計画見込を上回る利用量となり、第4期計画期間においても増加が見込まれます。

障害児相談支援については、障害者の相談支援と同様、第3期計画期間において十分に基盤

整備が進まなかったこともあり、計画見込を下回っていますが、障害児サービスの利用者す

べてが利用するという原則をふまえ、第4期計画期間内にサービス基盤を充実させることで

達成をめざすものとして設定しています。 
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障害児サービスの見込量 

  
平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 

児童発達支援 利用人数（人/月） 529 558 569 

 利用日数（人日/月） 4,809 5,073 5,173 

医療型児童発達支援 利用人数（人/月） 74 73 72 

 利用日数（人日/月） 746 736 725 

放課後等デイサービス 利用人数（人/月） 2,066 2,190 2,235 

 利用日数（人日/月） 15,056 15,959 16,287 

保育所等訪問支援 利用回数（回/月） 32 33 34 

障害児相談支援 利用人数（人/月） 470 642 678 

 

＜児童発達支援の利用人数・利用日数見込＞ 

 

※児童発達支援、医療型児童発達支援の合計 

 

＜放課後等デイサービスの利用人数・利用日数見込＞ 
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 今後の方策 

○障害児サービスのいっそうの制度周知を進めます。 

○身近な地域の障害児支援の中核として、障害児等療育支援事業の機能の充実を図ります。 

○児童発達支援センターの専門性を活かした地域支援機能の拡充を推進します。 

○障害児相談支援の基盤の拡充を進めます。 

○研修、指導等を通じて事業者の育成と支援を強化していきます。 

○障害児支援に係る関係機関の連携強化を進めます。 
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第４章 計画の推進と進捗管理 

 

１ 計画推進の基本的な考え方 
本計画は行政計画であり、目標に向け、本市が主体的に施策・事業の推進に取り組んでい

きます。また、施策・事業の効果的な展開を図り、障害者のよりよい暮らしを実現していく

ためには、行政のみならず、関係する多様な主体がその力を発揮していくことが重要となる

ことから、行政はもとより、障害当事者、事業者、各分野における関係機関、地域などのさ

まざまな主体が「協働」し、目標に向かって取組みを進めていくことを基本的な考え方とし

ます。 

 

２ 計画の推進体制 

庁内においては、「堺市障害者施策推進委員会」を継続設置し、関係部局相互の連携を図り

ながら、さまざまな行政分野にわたる本計画の施策・事業を総合的に推進します。 

全市的体制としては、「堺市障害者自立支援協議会」から意見を聴取するとともに、「堺市

障害者施策推進協議会」において、幅広い見地から本計画の進捗管理や本市の障害者施策の

課題検討などを行い、計画の適切な推進を図ります。 

計画の推進にあたっての課題や多様なニーズを把握するためには、障害者やその家族、支

援者等の視点を取り入れていくことが重要となります。本計画の推進にあたっても、障害者

不在の障害者施策とならないよう、障害者やその家族、支援者の意見を聞く場を設けるなど

の取組みを通じて、計画推進への当事者参画を促進します。 

 

３ 計画の普及･啓発 
計画を広く公表し、市民への周知に努めるとともに、市ホームページをはじめ、さまざま

な媒体を活用して、本市における障害者福祉の考え方や施策の内容をわかりやすく紹介する

など、計画に関する情報発信を行い、障害者施策への市民の理解を深めるよう努めます。 

 

４ 計画の進捗管理と評価 

本計画を着実に推進し、施策・事業を円滑に進めていくためには、計画の進捗管理を適切

に行い、計画の評価や新たな課題への対応などを図っていくことが必要です。そこで、上記

の推進体制を本計画の進捗管理と評価を行う基本的な枠組みとして位置づけ、計画進捗状況

の点検・評価を行うことで、計画の効果的かつ継続的な推進を図ります。点検・評価の結果

については、市ホームページ等で市民に公表します。 

計画の進捗管理における具体的な手法としては、毎年度を評価のサイクルとして、「計画の

立案（PLAN）」⇒「事業の実施（DO）」⇒「事業の評価・検証（CHECK）」⇒「計画の改

善（ACT）」の PDCAサイクルによる循環的マネジメントを実施し、本計画の所管課である
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障害施策推進課において目標達成状況、サービス利用量等の進行状況について整理・検討を

行います。 

PDCAサイクルによる計画の点検・評価の指標については、国の指針および大阪府の考え

方等もふまえ、「成果目標」と「活動指標」を位置づけるものとします。「成果目標」は6ペ

ージに掲げている本計画の目標であり、その達成状況について毎年度（3月時点）の分析・

評価を行います。「活動指標」は目標の達成に関し、サービス提供量など活動状況の指標とな

るものであり、進捗状況について年２回（９月時点、３月時点）の分析・評価を行います。

これらのプロセスを通じて、必要な場合には事業の見直し等の対応を図るなど、計画の適切

な推進に向けた取組みを行います。 

なお、障害者福祉に関する制度等の大きな変化など、本計画の前提に大きな影響を与える

と想定される変化が生じた場合は、毎年度の点検・評価とは別に、計画期間中においても必

要に応じて計画内容の見直しを行い、本計画の効果的、合理的な推進を図っていきます。 
 
 
 
 

＜点検・評価の指標＞ 

成果目標 活動指標 

施設入所者の地域生活への移行 

○地域生活移行者の増加 

○施設入所者の削減 

○生活介護の利用者数、利用日数 

○自立訓練（機能訓練・生活訓練）の利用者数、利用

日数 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 

○短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 

 ※長期利用者数の削減についても点検する。 

○共同生活援助の利用者数 

○地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利

用者数 

○施設入所支援の利用者数（※施設入所者の削減） 

○居宅介護の利用者数、利用時間数 

○重度訪問介護の利用者数、利用時間数 

○行動援護の利用者数、利用時間数 

入院中の精神障害者の地域生活への移行 

○入院後 3 か月時点の退院率の上昇 

○入院後 1 年時点の退院率の上昇 

○在院期間 1 年以上の長期在院者の減少 

○自立訓練（生活訓練）の利用者数、利用日数 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）の利用者数、利用日数 

○短期入所（福祉型、医療型）の利用者数、利用日数 

○共同生活援助の利用者数 

○地域相談支援（地域移行支援、地域定着支援）の利

用者数 

○居宅介護の利用者数、利用時間数 

○重度訪問介護の利用者数、利用時間数 

○行動援護の利用者数、利用時間数 

障害者の地域生活の支援 

○地域生活支援拠点の整備 

○整備に関する検討・準備プロセスの進捗状況 

○安心コールセンターの利用状況 
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福祉施設から一般就労への移行 

○福祉施設利用者の一般就労への移行数

の増加 

○就労移行支援事業の利用者の増加 

○就労移行支援事業所の就労移行率の増

加 

○就労移行支援の利用者数、利用日数 

○就労移行支援事業等から一般就労への移行者数（就

労移行支援、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型） 
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第５章 資料編 

 

１ 障害者数、障害福祉サービス等利用状況 
 

(1)障害者手帳所持者数等 

障害者数は、身体、知的、精神、難病いずれも増加傾向にあります。対人口比についても、

小児慢性特定疾患医療受給者数を除き上昇傾向にあり、今後も障害者数は増えていくものと

考えられます。 

 

 

※身体障害者手帳所持者数の平成 22 年度から平成 23 年度の減少は、手帳所持者の精査を行い、実

態のない手帳の登録削除を実施したためです。 

※難病患者数は特定疾患 56 疾患の患者数です。 

 

 
 

 

  

障害者（児）数の状況（各年度末数値） （人）

平成17
年度

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

身体障害者手帳所持者数 33,926 35,664 37,141 38,421 39,767 41,253 36,988 37,475 37,770

18歳未満 701 721 721 726 721 722 710 692 684

18歳以上 33,225 34,943 36,420 37,695 39,046 40,531 36,278 36,783 37,086

療育手帳所持者数 4,832 5,098 5,363 5,606 5,832 6,058 6,294 6,497 6,713

18歳未満 1,429 1,518 1,618 1,676 1,736 1,809 1,895 1,865 1,882

18歳以上 3,403 3,580 3,745 3,930 4,096 4,249 4,399 4,632 4,831

精神障害者保健福祉手帳所持者数 3,302 3,892 4,579 5,113 5,578 5,327 5,702 6,192 6,627

自立支援医療（精神通院）受給者数 10,367 12,106 10,320 11,624 11,596 12,265 12,806 13,451 13,719

特定疾患医療受給者数 3,864 3,787 4,255 4,349 4,865 5,040 5,457 5,745 6,878

小児慢性特定疾患医療受給者数 2,318 1,242 1,191 1,183 1,190 1,185 1,108 1,125 1,149

対人口比

平成17
年度

平成18
年度

平成19
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度

平成25
年度

身体障害者手帳所持者数 4.09% 4.28% 4.45% 4.59% 4.74% 4.90% 4.39% 4.45% 4.50%

療育手帳所持者数 0.58% 0.61% 0.64% 0.67% 0.70% 0.72% 0.75% 0.77% 0.80%

精神障害者保健福祉手帳所持者数 0.40% 0.47% 0.55% 0.61% 0.67% 0.63% 0.68% 0.74% 0.79%

自立支援医療（精神通院）受給者数 1.25% 1.45% 1.24% 1.39% 1.38% 1.46% 1.52% 1.60% 1.63%

特定疾患医療受給者数 0.47% 0.45% 0.51% 0.52% 0.58% 0.60% 0.65% 0.68% 0.82%

小児慢性特定疾患医療受給者数 0.28% 0.15% 0.14% 0.14% 0.14% 0.14% 0.13% 0.13% 0.14%
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（手帳所持者数等の推移） 

 

 

 

 

 

 

  

33,926 35,664 37,141
38,421 39,767 41,253

36,988 37,475 37,770

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25

身体障害者手帳所持者数

（人）

4,832 5,098 5,363 5,606 5,832
6,058 6,294 6,497 6,713

3,302

3,892
4,579 5,113

5,578
5,327 5,702 6,192 6,627

10,367

12,106

10,320

11,624 11,596

12,265
12,806

13,451

13,719

3,864

3,787 4,255 4,349
4,865 5,040

5,457 5,745

6,878

2,318
1,242 1,191 1,183 1,190 1,185 1,108 1,125

1,149

0

5,000

10,000

15,000

平成17 平成18 平成19 平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25

療育手帳所持者数 精神障害者保健福祉手帳所持者数

自立支援医療（精神通院）受給者数 特定疾患医療受給者数

小児慢性特定疾患医療受給者数

（人）
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身体障害者の等級、障害種別の内訳は、平成25年度末で、1級、4級の割合が高くなって

います。種別は、肢体不自由が58.6％、内部障害が26.5％、聴覚・平衡機能が7.5％、視覚

が6.2％等となっています。 

  

 

１級

28.5%

２級

15.9%３級

17.1%

４級

26.7%

５級

6.3%
６級

5.5%

身体障害者（児）の障害種別・等級別数（平成25年度末）

総数 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級

視覚障害（１８歳未満） 25 17 2 0 0 3 3

視覚障害（１８歳以上） 2,257 716 727 148 156 306 204

聴覚・平衡機能障害（１８歳未満） 115 4 56 25 11 0 19

聴覚・平衡機能障害（１８歳以上） 2,754 324 668 283 520 15 944

　聴覚機能障害（１８歳未満） 115 4 56 25 11 0 19

　聴覚機能障害（１８歳以上） 2,741 323 666 283 520 5 944

　平衡機能障害（１８歳未満） 0 0 0 0 0 0 0

　平衡機能障害（１８歳以上） 13 1 2 0 0 10 0

音声・言語・そしゃく機能障害（１８歳未満） 11 0 0 0 11 0 0

音声・言語・そしゃく機能障害（１８歳以上） 422 14 32 217 159 0 0

肢体不自由障害（１８歳未満） 374 172 93 45 39 15 10

肢体不自由障害（１８歳以上） 21,864 3,513 4,270 4,363 6,783 2,037 898

　上肢障害（１８歳未満） 126 72 13 20 14 5 2

　上肢障害（１８歳以上） 6,604 2,199 1,862 862 784 472 425

　下肢障害（１８歳未満） 72 17 23 6 15 3 8

　下肢障害（１８歳以上） 11,715 535 1,154 2,561 5,976 1,023 466

　体幹障害（１８歳未満） 65 30 24 10 0 1 0

　体幹障害（１８歳以上） 3,337 678 1,198 925 5 531 0

脳原性運動機能障害（１８歳未満） 111 53 33 9 10 6 0

脳原性運動機能障害（１８歳以上） 208 101 56 15 18 11 7

　上肢機能障害（１８歳未満） 59 36 15 2 4 2 0

　上肢機能障害（１８歳以上） 105 69 17 5 4 8 2

　移動機能障害（１８歳未満） 52 17 18 7 6 4 0

　移動機能障害（１８歳以上） 103 32 39 10 14 3 5

内部障害（１８歳未満） 159 81 3 47 28 0 0

内部障害（１８歳以上） 9,789 5,925 139 1,345 2,380 0 0

　心臓機能障害（１８歳未満） 130 64 1 43 22 0 0

　心臓機能障害（１８歳以上） 5,452 3,494 58 862 1,038 0 0

　じん臓機能障害（１８歳未満） 4 3 0 0 1 0 0

　じん臓機能障害（１８歳以上） 2,230 2,114 18 80 18 0 0

　呼吸器機能障害（１８歳未満） 4 3 0 1 0 0 0

　呼吸器機能障害（１８歳以上） 658 232 16 273 137 0 0

　ぼうこう・直腸機能障害（１８歳未満） 8 0 2 3 3 0 0

　ぼうこう・直腸機能障害（１８歳以上） 1,264 7 7 92 1,158 0 0

　小腸機能障害（１８歳未満） 4 2 0 0 2 0 0

　小腸機能障害（１８歳以上） 38 11 3 4 20 0 0

　免疫機能障害（１８歳未満） 0 0 0 0 0 0 0

　免疫機能障害（１８歳以上） 108 35 34 32 7 0 0

　肝臓機能障害（１８歳未満） 9 9 0 0 0 0 0

　肝臓機能障害（１８歳以上） 39 32 3 2 2 0 0

計（１８歳未満） 684 274 154 117 89 18 32

計（１８歳以上） 37,086 10,492 5,836 6,356 9,998 2,358 2,046

総計 37,770 10,766 5,990 6,473 10,087 2,376 2,078
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障害者の年齢階層は、身体障害者では65歳以上の高齢者が約7割を占めています。知的障

害者は20～39歳の年齢層、精神障害者は40～64歳の年齢層の割合が高くなっています。

いずれの障害種別においても、65歳以上の高齢者の割合が上昇しています。 

 

 
 

 

 

  

障害者（児）の年齢階層構成比（各年度末）

種別

年齢階層 人数 構成比率 人数 構成比率 人数 構成比率 人数 構成比率

0歳～5歳 155 0.4% 252 4.0% 0 0.0% 6 0.0%

6歳～17歳 554 1.5% 1,643 26.1% 96 1.7% 359 2.8%

18歳・19歳 101 0.3% 242 3.8% 29 0.5% 126 1.0%

20歳～39歳 2,021 5.5% 2,351 37.4% 1,423 25.0% 3,434 26.8%

40歳～64歳 9,324 25.2% 1,604 25.5% 3,145 55.2% 6,306 49.2%

65歳以上 24,832 67.1% 202 3.2% 1,009 17.7% 2,575 20.1%

計 36,987 100.0% 6,294 100.0% 5,702 100.0% 12,806 100.0%

0歳～5歳 138 0.4% 245 3.8% 4 0.1% 4 0.0%

6歳～17歳 552 1.5% 1,616 24.9% 130 2.1% 363 2.7%

18歳・19歳 105 0.3% 290 4.5% 36 0.6% 132 1.0%

20歳～39歳 1,936 5.2% 2,363 36.4% 1,499 24.2% 3,380 25.1%

40歳～64歳 8,912 23.8% 1,746 26.9% 3,383 54.6% 6,745 50.1%

65歳以上 25,832 68.9% 237 3.6% 1,140 18.4% 2,827 21.0%

計 37,475 100.0% 6,497 100.0% 6,192 100.0% 13,451 100.0%

0歳～5歳 128 0.3% 265 3.9% 5 0.1% 2 0.0%
6歳～17歳 555 1.5% 1,617 24.1% 179 2.7% 321 2.3%
18歳・19歳 105 0.3% 334 5.0% 29 0.4% 114 0.8%
20歳～39歳 1,861 4.9% 2,385 35.5% 1,532 23.1% 3,337 24.3%
40歳～64歳 8,523 22.6% 1,832 27.3% 3,592 54.2% 6,895 50.3%

65歳以上 26,598 70.4% 280 4.2% 1,290 19.5% 3,050 22.2%

計 37,770 100.0% 6,713 100.0% 6,627 100.0% 13,719 100.0%

平成25
年度

自立支援医療
（精神通院）

平成23
年度

平成24
年度

身体障害者手帳 療育手帳
精神障害者

保健福祉手帳
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(2)障害支援（程度）区分別認定者数 

障害支援（程度）区分認定者数は増加傾向にあり、平成25年度末で7,060人となっていま

す。手帳所持者数に対する認定者数の割合も上昇傾向が見られます。 

 

 

 

障害支援（程度）区分認定者数の状況（各年度末） （人）

身体 49 164 134 73 75 184 116 795

知的 97 370 475 363 283 372 236 2,196

精神 67 282 208 91 27 5 61 741

障害児 － － － － － － 648 648

合計 213 816 817 527 385 561 1,061 4,380

身体 43 157 143 85 88 206 120 842

知的 89 365 489 391 340 422 248 2,344

精神 65 320 250 83 24 5 179 926

障害児 － － － － － － 696 696

合計 197 842 882 559 452 633 1,243 4,808

身体 48 169 176 95 99 240 125 952

知的 105 392 535 443 374 459 182 2,490

精神 83 409 297 95 19 9 439 1,351

障害児 － － － － － － 759 759

合計 236 970 1,008 633 492 708 1,505 5,552

身体 115 254 290 119 130 282 106 1,296

知的 120 423 570 449 385 487 185 2,619

精神 94 491 341 81 23 6 493 1,529

障害児 － － － － － － 897 897

合計 329 1,168 1,201 649 538 775 1,681 6,341

身体 120 248 317 124 131 297 128 1,365

知的 129 439 574 493 424 578 211 2,848

精神 101 547 360 85 25 8 601 1,727

障害児 － － － － － － 783 783

合計 350 1,234 1,251 702 580 883 1,723 6,723

身体 104 272 297 123 140 300 132 1,368

知的 143 470 607 499 442 607 223 2,991

精神 97 647 384 83 32 9 669 1,921

障害児 － － － － － － 763 763

難病 0 6 4 3 1 0 3 17

合計 344 1,395 1,292 708 615 916 1,790 7,060

平成25
年度

平成20
年度

平成21
年度

平成22
年度

平成23
年度

平成24
年度

区分１ 区分２ 区分３ 合計区分４ 区分５ 区分６ 区分なし

213 197 236 329 350 344
816 842 970 1,168 1,234 1,395
817 882 1,008

1,201 1,251 1,292527 559
633

649 702 708

385 452
492

538 580 615

561 633
708

775 883 916

1,061
1,243

1,505
1,681

1,723
1,790

4,380
4,808

5,552

6,341
6,723

7,060

0

2,000

4,000

6,000

8,000

平成20 平成21 平成22 平成23 平成24 平成25

区分なし 区分６ 区分５ 区分４ 区分３ 区分２ 区分１

（人）
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（手帳所持者数に対する認定者数の割合） 
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(3)障害福祉サービス等の利用状況 

①サービス利用状況 

サービス利用実績の推移を見ると、利用の増えているサービスが多くなっています。一方、

就労移行支援など、利用の減っているサービスも一部見られます。 

 

 

 

 

  

障害福祉サービスの利用実績（各年10月、地域活動支援センターのみ各年度実績の月平均）

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年

訪問系 居宅介護 利用者数 1,158 1,218 1,363 1,572 1,731 1,850

利用時間 20,402 21,709 24,475 28,871 34,498 34,752

重度訪問介護 利用者数 132 141 159 181 213 212

利用時間 18,165 20,177 22,517 24,722 28,022 29,062

行動援護 利用者数 12 18 20 25 31 27

利用時間 413 583 589 639 686 730

同行援護 利用者数 195 258 268

利用時間 5,549 7,700 7,667

日中活動系 生活介護 利用者数 937 1,174 1,263 1,462 1,591 1,630

利用日数 18,604 23,377 24,220 23,606 30,206 38,533

自立訓練（機能訓練） 利用者数 5 9 7 12 20 29

利用日数 63 184 122 210 262 357

自立訓練（生活訓練） 利用者数 107 86 53 64 57 76

利用日数 1,465 1,241 1,022 1,184 1,021 1,375

就労移行支援 利用者数 388 358 372 324 233 185

利用日数 7,893 6,693 6,929 6,048 4,648 4,012

就労継続支援Ａ型 利用者数 － － 9 17 37 60

利用日数 － － 201 353 918 1,289

就労継続支援Ｂ型 利用者数 251 402 750 1,162 1,391 1,502

利用日数 4,885 7,411 13,125 20,046 25,933 30,662

療養介護 利用者数 8 8 8 6 106 128

短期入所 利用者数 465 442 471 453 447 535

利用日数 2,552 2,781 3,187 3,051 3,023 3,632

居住系 グループホーム・ケアホーム 利用者数 362 411 471 545 565 600

施設入所支援 利用者数 157 240 284 444 492 491

旧法入所施設 利用者数 377 261 199 37

相談支援 計画相談 利用者数 56 79 92 132 449 569

地域移行支援 利用者数 5 1

地域定着支援 利用者数 176 245

地域生活支援 移動支援事業 利用者数 2,066 2,177 2,316 2,342 2,437 2,578

事業 利用時間 37,880 39,770 44,655 41,374 41,890 44,064

地域活動支援センター 設置数 9 9 8 9 16 16

利用者数 787 794 639 649 668 810
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第3期障害福祉計画のサービス見込量と利用実績を比較すると、多くのサービスで利用実

績は見込量を下回っていますが、就労継続支援Ａ型・Ｂ型については、利用実績が見込量を

上回っています。 

 

 

 

 

  

見込 実績 見込 実績

訪問系 居宅介護 利用者数 2,026 1,731 2,223 1,850

利用時間 36,463 34,498 39,882 34,752

重度訪問介護 利用者数 205 213 223 212

利用時間 28,368 28,022 30,330 29,062

行動援護 利用者数 29 31 33 27

利用時間 909 686 1,034 730

同行援護 利用者数 328 258 352 268

利用時間 8,754 7,700 9,334 7,667

日中活動系 生活介護 利用者数 1,676 1,591 1,796 1,630

利用日数 32,262 30,206 34,543 38,533

自立訓練（機能訓練） 利用者数 24 20 27 29

利用日数 441 262 498 357

自立訓練（生活訓練） 利用者数 105 57 109 76

利用日数 1,781 1,021 1,846 1,375

就労移行支援 利用者数 477 233 494 185

利用日数 9,206 4,648 9,525 4,012

就労継続支援Ａ型 利用者数 22 37 30 60

利用日数 506 918 690 1,289

就労継続支援Ｂ型 利用者数 1,266 1,391 1,458 1,502

利用日数 22,037 25,933 25,341 30,662

療養介護 利用者数 160 106 170 128

短期入所 利用者数 744 447 784 535

利用日数 4,668 3,023 4,918 3,632

居住系 グループホーム・ケアホーム 利用者数 628 565 698 600

施設入所支援 利用者数 493 492 493 491

相談支援 計画相談 利用者数 1,592 449 4,215 569

地域移行支援 利用者数 111 5 140 1

地域定着支援 利用者数 432 176 990 245

地域生活支援 移動支援事業 利用者数 2,599 2,437 2,788 2,578

事業 利用時間 44,949 41,890 47,931 44,064

地域活動支援センター 設置数 21 16 23 16

利用者数 1,350 668 1,450 810

※利用実績は各年10月、地域活動支援センターのみ年間実績の月平均

平成24年度 平成25年度
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②事業所等の状況 

市内の障害福祉サービス等事業所は、平成25年度末で施設入所支援事業所が5箇所、グル

ープホーム・ケアホームが住居単位で154箇所、短期入所が17箇所等となっています。日中

活動系の実施設数は135箇所です。また、相談支援事業所は61箇所となっています。  

 

 

 

市内事業所等の資源状況（平成25年度末）

圏域

区

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

1 40 1 80 2 96

26 99 13 41 29 117 34 96

3 14 2 16 2 18 3 33

1 50

11 210 8 260 11 220 11 297

2 34 1 6

1 14

5 93 1 6 2 8 5 43

4 50 1 20 1 10

22 362 12 191 12 198 16 225

46 813 22 477 26 436 33 571

36 - 17 - 22 - 23 -

3 40 2 30 2 30 3 40

16 - 9 - 10 - 9 -

90 - 60 - 57 - 42 -

75 - 45 - 48 - 36 -

圏域

区

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員総数

1 50 5 266

28 88 15 48 9 41 154 530

2 10 2 20 3 26 17 137

1 50

7 150 4 115 1 40 53 1,292

1 10 1 26 5 76

1 14

3 32 2 34 18 216

6 80

12 197 15 272 4 60 93 1,505

23 389 22 447 5 100 177 3,233

18 - 15 - 4 - 135 -

3 40 2 20 1 20 16 220

10 - 4 - 3 - 61 -

50 - 22 - 4 - 325 -

43 - 19 - 4 - 270 -

施設サービス
の種類

堺・西 中・南

堺 西 中 南

居宅介護

施 設 入 所

ＧＨ・ＣＨ（住居単位）

短 期 入 所

日

中
活

動

療養介護

生活
介護

生活
訓練

機能
訓練

就労
移行

継続Ａ型

継続Ｂ型

計

（実 施設数）

地域活動支援センター

相談（計画相談）

移動支援

施設サービス

の種類

北・東・美原

北 東 美原 市内合計

施 設 入 所

ＧＨ・ＣＨ（住居単位）

短 期 入 所

日
中

活

動

療養介護

生活
介護

生活
訓練

機能
訓練

就労
移行

居宅介護

移動支援

継続Ａ型

継続Ｂ型

計

（実 施設数）

地域活動支援センター

相談（計画相談）
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市内の障害福祉サービス等事業所について、平成24年度末から平成25年度末の1年間の増

減を見ると、特に就労移行支援事業所の施設数、定員数が大きく減っています。 

 

 

 

 

前年からの増減

圏域

区

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数

0 0 0 0 0 0 0 0

4 13 0 0 ▲ 3 ▲ 9 ▲ 1 6

0 5 0 0 1 12 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1 10 0 ▲ 15 0 3 0 ▲ 9

0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0

1 10 ▲ 1 ▲ 6 0 ▲ 6 0 0

1 20 0 0 0 0 0 0

3 69 1 16 0 14 0 ▲ 23

6 109 0 ▲ 5 0 11 0 ▲ 32

4 - 0 - 0 - 0 -

0 0 0 0 0 0 0 0

3 - 3 - 1 - 2 -

7 - 5 - 2 - 5 -

22 - 14 - 9 - 11 -

圏域

区

施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員数 施設数 定員総数

0 0 0 0 0 0 0 0

▲ 3 ▲ 5 0 4 ▲ 1 ▲ 2 ▲ 4 7

1 5 1 6 0 0 3 28

0 0 0 0 0 0 0 0

▲ 2 5 1 7 0 0 0 1

0 0 0 6 0 0 0 6

0 0 0 0 0 0 0 0

▲ 3 ▲ 26 ▲ 1 ▲ 16 0 0 ▲ 4 ▲ 44

0 0 0 0 0 0 1 20

▲ 1 23 1 48 1 20 5 167

▲ 6 2 1 45 1 20 2 150

▲ 2 - 1 - 1 - 4 -

0 0 0 0 0 0 0 0

2 - 0 - 0 - 11 -

11 - ▲ 3 - 0 - 27 -

27 - 5 - 1 - 89 -

（実 施設数）

地域活動支援センター

施設サービス

の種類

堺・西 中・南

堺 西 中 南

北・東・美原

北 東 美原

施 設 入 所

ＧＨ・ＣＨ（住居単位）

短 期 入 所

日

中

活

動

療養介護

生活
介護

生活
訓練

機能
訓練

就労
移行

継続Ａ型

継続Ｂ型

計

（実 施設数）

地域活動支援センター

相談（計画相談）

居宅介護

移動支援

施設サービス

の種類

相談（計画相談）

居宅介護

移動支援

市内合計

施 設 入 所

ＧＨ・ＣＨ（住居単位）

短 期 入 所

日

中

活

動

療養介護

生活
介護

生活
訓練

機能
訓練

就労
移行

継続Ａ型

継続Ｂ型

計
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③障害児サービスの状況 

障害児の通所支援事業については、各サービスとも利用が増加しており、特に放課後等デ

イサービスの利用が大きく伸びています。障害児の入所支援事業については、平成23年度か

ら平成24年度で利用者数が減少していますが、これは平成24年4月の児童福祉法改正によ

り、18歳以上の利用者のサービス体系が変更されたことによるものです。 

 

 

 

※平成 24 年 4 月児童福祉法改正により施設種別の名称変更 

 福祉型児童発達支援センター：旧の知的障害児通園施設、難聴幼児通園施設 

 医療型児童発達支援センター：旧の肢体不自由児通園施設 

 福祉型障害児入所施設：旧の知的障害児施設、盲児施設、ろうあ児施設、肢体不自由児療護施設 

 医療型障害児入所施設：旧の第 1 種自閉症児施設、肢体不自由児施設、重症心身障害児施設 

 

  

障害児通所支援事業

利用者
数

利用
日数

利用者
数

利用
日数

利用者
数

利用
日数

利用者
数

利用
日数

利用者
数

利用
日数

福祉型児童発達支援センター 153 2,671 154 2,716 143 2,576 149 2,891 158 2,964

医療型児童発達支援センター 62 801 55 702 50 625 57 747 81 832

児童発達支援（センター除く） 51 158 182 681

放課後等デイサービス 917 6,421 1,199 9,264

保育所等訪問支援 0 0 5 7

障害児相談支援事業

障害児相談支援事業

障害児入所支援事業

利用者
数

利用
日数

利用者
数

利用
日数

利用者
数

利用
日数

利用者
数

利用
日数

利用者
数

利用
日数

福祉型障害児入所施設 20 614 19 583 22 675 9 276 10 296

医療型障害児入所施設 89 2,584 89 2,677 87 2,620 20 579 17 526

障害児入所措置費実績

福祉型障害児入所施設 31 29 29 22 22

医療型障害児入所施設 14 15 15 9 10

平成25年10月

利用者数

平成25年10月

平成25年度

利用者数(人/月）

102

平成25年10月

サービスの種類

サービスの種類

サービスの種類

サービスの種類
利用者数

平成21年10月

平成21年10月

平成21年10月

34

利用者数 利用者数 利用者数

平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月

平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月

平成22年10月 平成23年10月 平成24年10月

平成21年度

利用者数(人/月）

平成22年度

利用者数(人/月）

平成23年度

利用者数(人/月）

平成24年度

利用者数(人/月）
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サービス見込量と利用実績を比較すると、放課後等デイサービス、児童発達支援事業等に

ついては、利用実績が見込量を上回っており、特に放課後等デイサービスは見込量を大きく

超える利用実績となっています。 

 

 
 

 

 

 

 

 

  

障害児通所支援事業

見込 実績 見込 実績 見込 実績 見込 実績

福祉型児童発達支援センター 150 149 2,400 2,891 150 158 2,400 2,964

医療型児童発達支援センター 55 57 632 747 55 81 632 832

児童発達支援（センター除く） 42 51 294 158 63 182 441 681

放課後等デイサービス 383 917 2,681 6,421 578 1,199 4,046 9,264

保育所等訪問支援 0 50 0 5 100 7

障害児相談支援事業

障害児相談支援事業
102

平成25年度

利用者数(人/月）

見込 実績

17463 34

利用者数(人/月）

見込 実績

平成24年度
サービスの種類

平成24年10月 平成25年10月

利用者数 利用日数 利用者数 利用日数サービスの種類
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２ 検討・策定組織および策定経過 
 

(1)検討・策定組織 

①堺市障害者施策推進協議会 

（50音順 敬称略） 

氏  名 所属団体等 

 東  奈央 大阪弁護士会（大阪アドボカシー法律事務所） 

 荒木 雅信 学校法人浪商学園 大阪体育大学体育学部 教授 

 井上  隆 堺市社会福祉施設協議会 児童部部長 

 上野 紀美 特定非営利活動法人堺障害者団体連合会 理事 

 岡村 隆行 地方独立行政法人堺市立病院機構市立堺病院 小児科部長 

 小田多佳子 特定非営利活動法人ぴーす理事長 

 菊池みゆき 堺公共職業安定所  所長 

 木下ソデ子 一般財団法人堺市人権協会/部落解放堺地区障害者（児）を守る会 副会長 

 黒木 英明 総合相談情報センター 所長 

 酒井佐枝子 
国立大学法人大阪大学大学院大阪大学・金沢大学・浜松医科大学・千葉大学・
福井大学連合小児発達学研究科 准教授 

 髙松 義蔵 堺のびやかクラブ 会長 

 武南千賀子 精神障害者地域支援連絡協議会 代表 

 辻   一 ビッグ・アイ共同機構国際障害者交流センター 館長 

 中内 福成 堺障害フォーラム 会長 

 中村 健介 一般社団法人堺市医師会 副会長 

 中村 孝二 社会福祉法人堺市社会福祉協議会 副会長 

 中村 好孝 一般社団法人堺市歯科医師会 理事 

 納谷 保子 堺脳損傷協会 会長 

○狭間香代子 学校法人関西大学 人間健康学部 教授 

 藤本  太 特定非営利法人堺障害者団体連合会 理事長 

 前田 伸一 堺市障害者自立支援協議会 障害当事者部会 部会長 

 松林 利典 堺市障害者就業・生活支援センター「エマリス堺」センター長 

 松久 眞実 学校法人プール学院大学 教育学部教育学科 准教授 

 三田 優子 公立大学法人大阪府立大学 地域保健学域 准教授 

◎守屋 國光 学校法人城南学園 大阪総合保育大学大学院 児童保育研究科教授 

 保井 之子 堺市発達障害者支援センター 所長 

 山内 時彦 大阪府立堺支援学校 校長 

 山口 前子 堺市立第１・第２もず園 園長 

 山田摩利子 一般社団法人堺市医師会 会員 

 山本 正幸 大阪府立堺聴覚支援学校 校長 

◎：会長 ○：職務代理者 
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②堺市障害者施策推進協議会 障害福祉計画策定専門部会 

 

■本体会議委員 13名                     （50 音順 敬称略） 

氏  名 所属団体等 

 井上  隆 堺市社会福祉施設協議会 児童部部長 

 上野 紀美 特定非営利活動法人堺障害者団体連合会 理事 

 小田多佳子 特定非営利活動法人ぴーす理事長 

 木下ソデ子 一般財団法人堺市人権協会/部落解放堺地区障害者（児）を守る会 副会長 

 黒木 英明 総合相談情報センター 所長 

 髙松 義蔵 堺のびやかクラブ 会長 

 中内 福成 堺障害フォーラム 代表 

 納谷 保子 堺脳損傷協会 会長 

◎狭間香代子 学校法人関西大学 人間健康学部 教授 

 藤本  太 特定非営利法人堺障害者団体連合会 理事長 

 前田 伸一 堺市障害者自立支援協議会 障害当事者部会 部会長 

 松林 利典 堺市障害者就業・生活支援センター「エマリス堺」センター長 

○三田 優子 公立大学法人大阪府立大学 地域保健学域 准教授 

◎：部会長 ○：職務代理者 

 

■臨時委員 8名                        （50音順 敬称略） 

氏  名 所属団体等 

 川辺 慶子 家族会ＳＳＴ交流会 世話人代表 

 小村 和子 堺市中途失聴・難聴者協会 理事 

 菅井 智士 美原杉の子会 会員 

 土屋久美子 堺市視覚障害者福祉協会 理事 

 妻沼 和彦 堺市ろうあ者福祉協会 会長 

 野村  博 堺・自立をすすめる障害者連絡会 副代表 

 橋本利嘉子 こころのピアズ 代表 

 丸野 照子 堺市障害者自立支援協議会障害当事者部会 副部会長 
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(2)計画策定経過 

 

日付 会議名 検討項目内容 

平成26年 

6月26日 

第 1回 

障害者施策推進協議会 

会長及び職務代理者選出について 

第 4 期障害福祉計画の策定に関する検討の進め

方について 

専門部会の委員のグループ分けについて 

会議日程について 

7月11日 
第 1回 

障害福祉計画策定専門部会 

部会長及び職務代理者選出について 

第４期障害福祉計画の策定に関する検討の進め

方について 

8月1日 
第 2回 

障害福祉計画策定専門部会 

「基本理念」について 

「成果目標に関する事項」について 

「訪問系サービス」について 

9月5日 
第 3回 

障害福祉計画策定専門部会 

「日中活動系サービス、療養介護、短期入所」に

ついて 

10月3日 
第 4回 

障害福祉計画策定専門部会 

「居住系サービス」について 

「相談支援」について 

11月7日 
第 5回 

障害福祉計画策定専門部会 

「地域生活支援事業」について 

「障害児サービス」について 

11月18日 
第 6回 

障害福祉計画策定専門部会 

「地域生活支援拠点」について 

「計画素案」について 

12月5日 
第 7回 

障害福祉計画策定専門部会 
「第４期障害福祉計画（素案）」について 
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３ 障害者総合支援法（抜粋） 

 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法） 

第五章 障害福祉計画 

 （基本指針） 

第八十七条 厚生労働大臣は、障害福祉サービス及び相談支援並びに市町村及び都道府県の

地域生活支援事業の提供体制を整備し、自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施

を確保するための基本的な指針（以下「基本指針」という。）を定めるものとする。 

２ 基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害福祉サービス及び相談支援の提供体制の確保に関する基本的事項 

二 障害福祉サービス、相談支援並びに市町村及び都道府県の地域生活支援事業の提供体

制の確保に係る目標に関する事項 

三 次条第一項に規定する市町村障害福祉計画及び第八十九条第一項に規定する都道府県

障害福祉計画の作成に関する事項 

四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業の円滑な実施を確保するために必要な事項 

３ 厚生労働大臣は、基本指針の案を作成し、又は基本指針を変更しようとするときは、あ

らかじめ、障害者等及びその家族その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を

講ずるものとする。 

４ 厚生労働大臣は、障害者等の生活の実態、障害者等を取り巻く環境の変化その他の事情

を勘案して必要があると認めるときは、速やかに基本指針を変更するものとする。 

５ 厚生労働大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表

しなければならない。 

 

 （市町村障害福祉計画） 

第八十八条 市町村は、基本指針に即して、障害福祉サービスの提供体制の確保その他この

法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（以下「市町村障害福祉計画」という。）を

定めるものとする。 

２ 市町村障害福祉計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 障害福祉サービス、相談支援及び地域生活支援事業の提供体制の確保に係る目標に関

する事項 

二 各年度における指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種

類ごとの必要な量の見込み 

三 地域生活支援事業の種類ごとの実施に関する事項 

３ 市町村障害福祉計画においては、前項各号に掲げるもののほか、次に掲げる事項につい

て定めるよう努めるものとする。 

一 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援の種類

ごとの必要な見込量の確保のための方策 
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二 前項第二号の指定障害福祉サービス、指定地域相談支援又は指定計画相談支援及び同

項第三号の地域生活支援事業の提供体制の確保に係る医療機関、教育機関、公共職業安

定所その他の職業リハビリテーションの措置を実施する機関その他の関係機関との連携

に関する事項 

４ 市町村障害福祉計画は、当該市町村の区域における障害者等の数、その障害の状況その

他の事情を勘案して作成されなければならない。 

５ 市町村は、当該市町村の区域における障害者等の心身の状況、その置かれている環境そ

の他の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村障害福祉計画を作成

するよう努めるものとする。 

６ 市町村障害福祉計画は、障害者基本法第十一条第三項に規定する市町村障害者計画、社

会福祉法第百七条に規定する市町村地域福祉計画その他の法律の規定による計画であって

障害者等の福祉に関する事項を定めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

７ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住

民の意見を反映させるために必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

８ 市町村は、第八十九条の三第一項に規定する協議会（以下この項及び第八十九条第六項

において「協議会」という。）を設置したときは、市町村障害福祉計画を定め、又は変更

しようとする場合において、あらかじめ、協議会の意見を聴くよう努めなければならない。 

９ 障害者基本法第三十六条第四項の合議制の機関を設置する市町村は、市町村障害福祉計

画を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、当該機関の意見を聴かなければな

らない。 

１０ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更しようとするときは、第二項に規定

する事項について、あらかじめ、都道府県の意見を聴かなければならない。 

１１ 市町村は、市町村障害福祉計画を定め、又は変更したときは、遅滞なく、これを都道

府県知事に提出しなければならない。 

第八十八条の二 市町村は、定期的に、前条第二項各号に掲げる事項（市町村障害福祉計画

に同条第三項各号に掲げる事項を定める場合にあっては、当該各号に掲げる事項を含む。）

について、調査、分析及び評価を行い、必要があると認めるときは、当該市町村障害福祉

計画を変更することその他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

 

 

 

 


